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決算特別委員会総括審査会議録 

 

日時        令和３年１１月１８日（木）      開会時間 午前１０時００分 

                             閉会時間 午後 ５時１２分 

 

場所        委員会室棟 大会議室 

 

委員出席者     委員長   山田 一功 

          副委員長  乙黒 泰樹 

          委員    猪股 尚彦  大久保俊雄  志村 直毅  向山 憲稔 

                浅川 力三  卯月 政人  宮本 秀憲  古屋 雅夫 

                藤本 好彦  臼井 友基  桐原 正仁  小越 智子 

                飯島  修 

 

委員欠席者     なし 

 

説明のため出席した者 

   知事政策補佐官 藤巻 美文  地域ブランド統括官 小澤 祐樹   

地域ブランド統括官補 トンプソン 智子 

 

   知事政策局長 長田 公  知事政策局次長（秘書グループ秘書監事務取扱） 石寺 淳一 

政策企画グループ政策参事 有泉 清貴  政策調査グループ政策調査監 柏木 貞光 

国際戦略グループ国際戦略監 和光 達夫  広聴広報グループ広聴広報監 小林 徹 

 

総務部長 市川 康雄  総務部理事 渡邊 雅人  総務部理事（次長事務取扱） 入倉 博文 

総務部次長（人事課長事務取扱） 染谷 光一  職員厚生課長 柳原 昭裕  財政課長 高橋 直人 

税務課長 植村 武彦  資産活用課長 小澤 浩  庁舎管理室長 坂村 裕輔 

行政経営管理課長 眞田 健康  市町村課長 古屋 登士匡  情報政策課長 高橋 義徳 

 

産業労働部長 小林 厚  産業政策課長 山岸 ゆり  成長産業推進課長 若月 衞 

産業振興課長 三科 隆人  労政雇用課長 渡辺 一秀  産業人材育成課長 入倉 由紀子 

 

観光振興課長 三井 博志  建築住宅課長 大澤 光彦 

 

県民生活部長 小田切 春美  男女共同参画・女性活躍推進監 井上 泰子 

県民生活総務課長 雨宮 学  北富士演習場対策課長 加藤 栄佐  統計調査課長 小林 司 

県民安全協働課長 望月 英二  私学・科学振興課長 小林 洋一 

グリーン・ゾーン推進課長 鈴木 孝二  交通政策課長 藤原 さつき 

 

警察本部長 大窪 雅彦  警務部長 大泉 雅昭  警備部長 清水 順治  刑事部長 荒居 敏也 

生活安全部長 比留間 一弥  交通部長 窪田 豊  首席監察官 天野 英知 

総務室長 小林 信一  警察学校長 瀬戸 良広  警務部参事官 川口 守弘 

生活安全部参事官 平井 親一  刑事部参事官 本田 誠一  交通部参事官 廣川 勉 

警備部参事官 大森 仲  会計課長 進藤 明 
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  公営企業管理者 中澤 宏樹  企業局長 高野 雄司  総務課長 雨宮 俊彦 

  電気課長 功刀 稔永  新エネルギーシステム推進室長 宮崎 和也 

 

  リニア未来創造局長 上野 良人  リニア未来創造・推進長 安藤 明範 

  ＤＸ推進室長 長田 芳樹  二拠点居住推進課長 柏原 隆仁 

 

  農政部長 坂内 啓二  農政部参事（農業技術課長事務取扱） 斉藤 修 

  農政総務課長 渡邊 喜彦  担い手・農地対策課長 功刀 徹  販売・輸出支援課長 石川 英仁 

  果樹・６次産業振興課長 塚原 卓郎  畜産課長 渡邉 聡尚  食糧花き水産課長 近藤 隆 

  農村振興課長 雨宮 真一  耕地課長 茂手木 知 

 

  会計管理者 末木 憲生  出納局次長（会計課長事務取扱） 風間 浩 

  管理課長 後藤 恵理子  工事検査課長 白倉 英紀 

 

 

議題   認第１号  令和２年度山梨県一般会計及び各特別会計歳入歳出決算認定の件 

     認第２号  令和２年度山梨県公営企業会計決算認定の件 

 

審査の概要   新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、部局審査と同様の対策を講じた上での開催

とし、出席説明員については、密閉、密集、密接な状況を避ける観点から、出席を求める説明員

は最小限とし、審査意見書に係る答弁を行う部局長等及び課室長のみとすること、また、委員会

の出席に当たってはマスクを着用することとしているが、質疑者席での発言については、マスク

の非着用も可とする旨、了承された。 

次に、審査の順序は審査日程表に従い、知事政策局、総務部及び産業労働部関係、県民生活部

及び警察本部関係、企業局関係、リニア未来創造局、農政部及び出納局関係の順に行うこととし、

認第１号議案について、午前１０時０５分から午後１２時２６分（途中、午前１１時１１分から

午前１１次１３分まで休憩をとった）まで知事政策局、総務部及び産業労働部関係、休憩をはさ

み、午後１時４１分から午後２時４０分まで県民生活部及び警察本部関係、休憩をはさみ、午後

３時１１分から午後４時５８分までリニア未来創造局、農政部及び出納局関係、認第２号議案に

ついて、午後２時５０分から午後２時５６分まで企業局関係の総括審査を行った。 

 

 

質疑 知事政策局・総務部・産業労働部関係 

 

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金について） 

猪股委員  決算特別委員会審査意見書に基づきまして、要求資料の１ページ、新型コロナウイルス感染症

対応地方創生交付金に関して幾つか伺います。 

  新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金について伺います。 

  新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金について、さまざまな事業に充当されてお

りますが、どのような考え方により交付金事業を実施したのか、まずお伺いします。 

 

高橋財政課長  地方創生臨時交付金につきましては、既存の補助金や緊急包括支援交付金が充当できる事業を

除きまして、新型コロナウイルス感染症対策に幅広く活用ができるものでございます。本県にお

きましては、感染拡大の防止と経済活動を両立させるべく、３本の柱でコロナ対策を講じてきた

ところでございます。第１に感染拡大防止と医療提供体制の整備、第２に県民生活に与える影響

の最小化と新しい生活様式への対応、第３に県内経済の安定化・反転攻勢に向けた緊急対策でご

ざいます。こうした方針に沿いまして、幅広く臨時交付金を充当したところでございます。 
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猪股委員  次に、主な事業内容と事業実績について伺います。 

  令和２年度決算では、やまなしグリーン・ゾーン構想の推進に多額の交付金を充当しているよ

うに見受けられます。主な事業内容と事業実績について伺います。 

 

鈴木グリーン・ゾーン推進課長 県民生活部では、交付金を充当いたしまして、グリーン・ゾーン認証制度の運

営についての事業を行ってまいりました。内訳といたしましては、認証施設を紹介しますウエブ

ページの作成及び維持管理に要する経費、事業を行っておりまして、事業費といたしましては１,

３４８万３,２５０円を使っております。また、認証にかかわる申請の受け付けや現地調査などを

行います認証事務局の運営などに要する経費といたしまして、９,６２１万７,９１６円の経費を

交付金に充当して行っております。 

  これによりまして、事業実績ですけれども、昨年度は４,３３７件の認証を行ったところでござ

います。 

 

三井観光振興課長 観光文化部では、中規模以下の事業者を支援する新しい生活様式推進機器購入等支援事業及

び宿泊事業者を支援する新しい生活様式推進宿泊施設支援事業において、コロナ感染防止策を講

じるため、飲食業などの中規模以下の事業者や宿泊事業者が行う機器購入等に要する経費の一部

を支援いたしました。支援の対象となる経費は、キャッシュレス決済やコロナ感染防止策のため

の機器整備であり、中規模以下事業者については上限３０万円として対象経費の全額を、宿泊事

業者については上限額３００万円として対象経費の４分の３を支援したところでございます。令

和２年度は、中規模以下事業者については９,８８９件に２４億４,１９１万８,０００円を、宿泊

事業者については４６１件に対して８億３,０５７万５,０００円を支援したところでございます。 

 

大澤建築住宅課長 県土整備部では、新しい生活様式推進設備改修支援事業といたしまして、感染症に強い事業

環境づくりを後押しするため、飲食業や宿泊業などを営む小規模事業者が実施する設備改修工事

等に要する経費の一部に補助を行ったところでございます。補助の対象としましては、換気扇や

自動水栓、トイレ等の改修工事でありまして、補助率としましては４分の３、補助限度額は１５

０万円でございます。令和２年度でございますが、１,１９０件に対しまして補助を行っておりま

して、内訳ですが、補助金が１２億４,４３４万４,０００円、書類審査、現地検査等の委託業務

費が３,６４７万１,４９０円という状況でございました。 

 

猪股委員  次に、県民の命と県内経済との両立を図る対策について伺います。 

  長期化するコロナ禍においては、引き続き県民の命と県内経済との両立を図る対策を講じてい

くため、交付金を有効活用していく必要があると考えますが、県の見解についてお伺いします。 

 

高橋財政課長  まさに委員御指摘のとおり、コロナ対策、喫緊の課題でございます。一方で、本県は財政規模

が小さく、財源も決して豊かではございませんので、国の交付金を有効活用していくこと、これ

は極めて重要であるというふうに考えております。これらの認識のもと、交付金を活用した事業

をまず積極的に実施をしてきたところでございまして、これまでに国から本県に配分された交付

金額につきましては、今年度末までにほぼ全額を活用できる見込みでございます。 

  今後につきましては、国の経済対策、あるいは補正予算の編成状況などを注視しながら、国費

を積極的に取り込み、最小限の県負担で必要な事業をちゅうちょなく実施をしてまいりたいと考

えてございます。 

 

猪股委員  コロナウイルス感染症については、第６波に対する懸念など、長期化も予想されますが、県民

の命と県内経済との両立を図る対策を講じていくため、引き続き交付金を有効活用していく必要

があると考えます。ぜひ県にはしっかり対応していただくことをお願いして、質問を終わります。 
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       （技術系人材の育成・確保について） 

  成果説明書の５１ページ、技術系人材の育成・確保について幾つか伺います。 

  職業能力開発総務費の内容について伺います。 

  新しい技術が次々と生み出されているものづくり産業でありますが、最も重要なのは、これが

なければ成り立たないといった付加価値の高い基幹的な仕組みや部品をつくる技術であり、本県

にはこうした高い技術力を持った企業が数多くあり、ものづくり産業を支えております。しかし、

県内の企業では、現在、技術者不足など、人材確保が大きな課題であり、本県のものづくり産業

を未来につなげるためには、県内企業の技術基盤を支える人材の育成・確保が何よりも急務であ

ります。 

  そこでまず、技術系人材の育成・確保のうち、職業能力開発総務費の内容について伺います。 

 

入倉産業人材育成課長 職業能力開発総務費につきましては、小中学生を対象として工場見学を実施しまして、

本県のものづくり産業への関心を高めてもらう山梨のものづくり魅力発見事業と、成績優秀であ

りながら経済的に余裕のない世帯の高校生に対して、産業技術短期大学校等への就学を支援する

産業技術短期大学校等就学サポート事業の２つの事業で構成されております。 

 

猪股委員  次に、定員充足に向けた取り組みについて伺います。 

  産業技術短期大学校等の卒業生の県内就職率は非常に高いと承知しておりますが、その一方、

一部の学科で定員割れが生じている状況であると聞いております。定員を充足させるためには、

学校の認知度を高めるＰＲや授業のカリキュラムの見直しなど、積極的に展開すべきと考えます

が、県ではどのように取り組んでいるのか伺います。 

 

入倉産業人材育成課長 産業技術短期大学校や峡南高等技術専門校の定員充足に向け、学校の魅力を高めるため

に、令和２年度は時代に即したカリキュラム編成を行うための企業ニーズ調査を実施するととも

に、庁内ワーキンググループや職業能力開発審議会での検討を踏まえまして、令和３年３月に産

業技術短期大学校等における人材育成プランを作成したところです。 

  人材育成プランでは、時代の要請に応える人材育成と学校の認知度を高めるということに取り

組むこととしております。特に、急速に進展する社会のデジタル化に対応するため、産業技術大

学校の全学科において、あらゆる分野で利用が進んでいるＡＩについての知識を修得するカリキ

ュラムを令和５年度の導入に向けて検討しているところです。 

  また、学校の魅力を広く伝えるため、高校の周知活動をさらに強化するほか、動画による発信

や各種広報媒体の活用等、新たな方法により積極的に取り組みを進めているところでございます。 

 

猪股委員  次に、学生への経済支援について伺います。 

  経済状況等が理由で大学への進学を断念し、幅広い専門知識や実践的な技術を身につけられる

よう同校を選択する学生もいると思いますが、こうした学生に対してどのような支援を行ってい

るのか、またその実績や成果をお伺いいたします。 

 

入倉産業人材育成課長 経済的に余裕のない世帯の学生に対しましては、就学給付金の支給や入学料及び授業料

の減免制度により、就学負担の軽減のための支援を行っております。具体的には、市町村民税の

非課税世帯及びそれに準ずる世帯等の学生を対象として、令和２年度につきましては、入学料減

免は２２名、授業料減免につきましては５９名に対して減免を行っており、このうち成績優秀な

学生を就学給付金の対象として１人当たり月額２万９,２００円等を３０人に支給したところで

ございます。 

 

猪股委員  私は、県内企業の発展のために最も力を入れるべきことは、即戦力として活躍できる若き人材
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の育成だと考えます。ぜひ県においては、今後も山梨の未来を見据えながら、ものづくり産業の

発展のために支援を強化していただきますようお願いして、私の質問は終わります。 

 

       （訟務管理費について） 

乙黒副委員長  それでは、訟務管理費についてお伺いいたします。 

  まず初めに、委託料として６,６００万円が計上されておりますが、議会に説明のないまま予算

流用された理由についてお伺いいたします。 

 

眞田行政経営管理課長 本件におきましては、別に住民訴訟が進行してございます。そちらへの影響も考慮しな

ければならない状況にはございますけれども、決算の認定を県議会の先生方にお願いする立場と

いうこともございまして、お答えをさせていただきたいと存じます。よろしくお願いいたします。 

  まず、この調査委託でございますけれども、住民訴訟の追行に必要なものであったということ、

あと緊急性が高いということから、既定予算から所要の経費を流用し、対応させていただいたも

のでございます。 

  また、同一の項の中で、予算執行のため積算内訳である目や節をまたいで経費を融通するとい

うこと、こちら、地方公共団体の長に専属する予算の執行権の範囲内とされております。このた

め、予算を現実に適合させて円滑に執行するために必要なものであるという認識でございます。 

  また、最終的な流用の状況もあわせまして、決算の状況を歳入歳出決算報告書のほうに取りま

とめをいたしまして、県議会へ御報告をいたし、決算特別委員会におきまして御審議をいただく

こととなるため、決算にあわせまして流用の状況のほうも報告されるものと、そのように認識を

してございます。 

 

乙黒副委員長  法的に問題がないことは十分に理解をしております。ただ、やはりこのような重要な案件につ

いては議会に事前の説明等があったほうがいいと思っております。 

  次に、この住民訴訟については別途弁護士費用が支払われておりますが、その費用と別に今回

委託として出さなければいけなかった理由についてお伺いします。 

 

眞田行政経営管理課長 住民訴訟におけます県としての主張を補充・補強いたしまして確定をさせるというため

には、原告の方が問題としておるのは平成９年以降でございましたけれども、その状況だけでは

なく、昭和初期からの状況といったものを詳細に整理する必要があると、県として判断したとこ

ろでございます。 

  また、案件の全体像というものを整理するためには、昭和初期からのこの当該地の状況にあわ

せまして、住民訴訟の対象とはされてない時期を含めた過去の知事の動向であるとか、議会、監

査委員との関係なども整理する必要があると判断したところでございます。 

  作業量が極めて多いこの新たな事務が、現行の訴訟代理人契約の対象業務に含まれるというこ

とは到底考えられなかったということですから、別途契約を締結いたしまして、作業を委託した

というものでございます。 

 

乙黒副委員長  その委託内容がこれまでのその裁判の費用に関して違うということは理解しました。その上で、

この６,６００万円の委託料について、その成果というものはどういうものを考えているのかお伺

いいたします。 

 

眞田行政経営管理課長 この調査委託を通じまして、昭和４２年の時点で県有地の造成が完了していたという点、

また昭和４２年より以前の土地使用につきまして、借地法が適用されないという点、また別荘契

約者の方々に対する借地権の設定ないし販売によりまして、富士急行株式会社が相当の収入を得

ている点など、重要な論点の詳細というものが明らかになっております。 

  また、過去の知事、その他関係者の責任の関係がございまして、それに関する判例や文献を分
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析しておりまして、裁判官が記した有益な文献等も発見し、関係法令の精緻な解釈によりまして、

住民訴訟における県の主張・立証の理論構成を補強するものとなっているということで、高い成

果が得られたものと認識をしているところでございます。 

 

乙黒副委員長  既に私も、本年の２月議会の一般質問において、この成果について御質問したときに、総務部

長からもいろいろと返答いただきました。その中で、報告書を作成するなら、仕様書に定められ

ているこの成果に関しては、これらを活用した住民訴訟にかかわる検証の結果は、しかるべき時

期に対外的に公表していくという答弁はいただいていますが、そういったものは対外的に発信さ

れているのかお伺いします。 

 

眞田行政経営管理課長 この調査業務委託の成果品は、中間報告書になりますが、既に議員の皆さまにもお示し

をしてございますけれども、現状、住民訴訟を進行しているということと、あとまた別の訴訟も

行われているということもございまして、公表できる範囲は限定せざるを得ないような状況でご

ざいますけれども、一応開示版という形でお示ししてございますし、またホームページ等を通じ

て提供をしているというところでございます。 

 

乙黒副委員長  先ほどのこの過去の状況ですとか、いろいろと有益な論点、従前の顧問弁護士が見落としてい

た重要な論点が明らかになるっていうのも、２月議会で総務部長からの答弁にありました。やは

りそういった新たな事実が出てきたということは、重要なことだと思っております。ただ、私は、

その６,６００万円の委託料と費用対効果といったときに、その論点を発見することだけで、この

６,６００万円が費用対効果としてふさわしいのかというと、また別の問題があるのではないかと

思っております。あくまでもこれは手法であって、県の根拠を補足する形での新たな論点が見つ

かったということでありますから、恐らくそれを利用して、またしっかりと裁判等の中で主張を

展開していただいて、しっかりとした賃料ということで成果を出していかないと、この６,６００

万円の費用対効果の成果は出ないと思っておりますが、その点についてお答えをいただきたい。 

 

眞田行政経営管理課長 確かに、議員御指摘のところは、非常に重要な論点だと考えております。また、この調

査委託の成果というのは、今進行している訴訟に生かして、県の主張をお認めいただくというと

ころが一つの成果になってくるかと思います。また、中間報告書の中でいろいろ整理した事項に

ついて、今後の県有地の貸し付けの方向に生かしていくというところで成果を得てくというもの

と認識をしております。 

 

乙黒副委員長  この新たな論点が出たということだけをもって成果というのではなくて、またその後の裁判の

経過等も含めてしっかりと成果を出していただくというような答弁をいただきましたので、私も

安心をいたしました。ただ、この決算特別委員会で認定をするという部分で、ある意味、この時

期的にそういった成果が見られない中での認定になってしまうというところが、若干ちょっと私

としても責任はどうなのかという部分ありますが、やはり今回認定をするに当たっては、今後の

裁判の動向等もしっかりと見ながら、県がこういった主張をされていることは理解をしましたの

で、またしっかりと判断につなげていきたいと思っております。 

  また一方で、この６,６００万円、今、住民訴訟も引き起こされております。確かに、監査等の

中では請求を却下したとありますが、それをもって住民訴訟が取り組む必要がないということで

は当然ないと思います。山中湖畔の住民訴訟においても、長崎知事は、その住民訴訟という性質

から鑑みても、県民の皆さんにしっかりと答えていくことが重要ということもおっしゃられてお

りますので、やはり県民一人一人の皆さんに理解していただけるように、丁寧な説明としっかり

とした主張を裁判を通してやっていただければと。そして、その上で、この６,６００万円の成果

が出ることにも期待をいたしまして、次の質問に移らせていただきます。 
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       （ＵＩターン就職の促進について） 

  次に、ＵＩターン就職の促進についてお伺いします。 

  主要施策成果説明書の５０ページで、産業労働部に関する部分を質問させていただきます。 

  まず初めに、やまなし暮らし支援センター及びやまなしＵＩターン就職支援センターにおける

就職相談件数は２,５３０件と報告されておりますが、その後の成果についてはどの程度把握して

いるのか、詳細を伺います。 

 

渡辺労政雇用課長 昨年度延べ２,５３０件の就職相談を行いましたが、そのうち大学４年生や社会人などはおよ

そ３００人でございました。これらの皆さんに就職が成就した暁には御連絡をいただけるように

お願いをしたところ、１３９人から報告がございまして、このうち県内の就職は９５人で、約７

割が県内に就職しているという状況でございます。 

 

乙黒副委員長  続きまして、ＵＩターン就職促進協定校と連携した座談会は、２回開催し、５４人の参加があ

ったと報告されておりますが、その後の成果と詳細についてお伺いします。 

 

渡辺労政雇用課長 この座談会は、本格的な就職活動を始める前の段階で、大学３年生以下の学生を対象といた

しまして、本年１月に２回開催しております。座談会に参加した学生の多くは、今年度になって

県内企業への就職活動を始めているという状況でございます。 

  座談会では、県内企業から内定を得ている大学４年生や既に県内で働いている若手社員をパネ

リストに迎え、ＵＩターンの動機や、本県での暮らしぶりについて意見交換を行っておりまして、

ＵＩターン就職への意識が高まるようにしております。 

  また、座談会に参加した学生に対しましては、継続して支援が行えるよう、やまなし暮らし支

援センターへの利用登録を勧めており、８割超の学生が登録しているところでございます。これ

によりまして、座談会終了後の各自の個別相談や県内就職につながる支援制度、合同就職フェア

等のイベントの情報を提供いたしまして、県内企業への就職を促進しているところでございます。 

 

乙黒副委員長  続いて、インターンシップを決定した延べ５９人とありますが、その後のフォロー体制につい

てお伺いします。 

 

渡辺労政雇用課長 県では、県内企業と県内外の大学生等のインターンシップのマッチングを推進するために、

１年を通じてインターンシップコーディネーターによる相談窓口を設置するとともに、年２回の

ガイダンスや交流会を実施いたしまして、有意義なインターンシップにつながる支援をしている

ところでございます。このインターンシップ終了後は、全ての参加者にアンケートを実施いたし

まして、追加参加などの要望がある場合には、インターンシップコーディネーターがフォローし

ているところでございます。 

  また、インターンシップを一過性のものとすることなく、継続して情報提供ができるよう、県

の就職支援サイトやＳＮＳにより、座談会や合同就職フェア等のイベント情報、県の就職支援サ

イトなど、就職支援情報を提供いたしまして、県内就職につなげているところでございます。 

 

乙黒副委員長  やはり県内に就職してもらう人数を高めるということはとても重要なことだと思っております。

今答弁いただいた中で、さまざまな機会で出会った方々に対して、継続した支援ができていると

いうことを聞いて、安心いたしました。今後も切れ目がない支援体制を整えて、より県内に就職

する方をふやしていけるように努力をお願いして、私の質問を終わります。 

 

        （県債と基金の推移について） 

大久保委員  歳入歳出決算審査意見書・基金運用状況審査意見書４ページより、県債と基金の推移について

何点かお伺いいたします。 
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  一般会計における県債残高は、令和２年度末時点で、前年度から１２億３,０００万円余り減少、

９,４５７億円と若干の減少傾向にありますが、今年度、削減のために具体的にどのように取り組

まれたか、まずお伺いいたします。 

 

高橋財政課長  一般会計におきます県債残高は、平成２５年度をピークに減少を続けてございます。これは、

将来世代の負担となる通常の県債等残高について、これまで継続的に削減を続けてきた成果だと

認識をしてございます。 

  現在は、総合計画におきまして、県債残高などから後年度に地方交付税により措置される額を

除いた実質的な県負担を伴う県債等残高の抑制を図ることを目標としてございますので、今後も

国からの補助金や交付税措置などの有利な県債を積極的に活用してまいりたいと考えてございま

す。 

 

大久保委員  財政調整基金等の基金残高合計は、前年度より９億６,０００万円減少いたしまして、８０１億

円となっております。財政状況や景気の動向を注視した中で、安全性、流動性の観点も鑑みなが

ら、今後どのように効率的に取り組んでいかれるのかお伺いします。 

 

高橋財政課長  山梨県の公金管理・運用方針に基づきまして、議員御指摘のとおり、安全性や流動性、そして

効率性の３点に留意をしながら、運用を進めております。このため、預金、または債券による運

用を原則といたしまして、１年以上の長期運用が可能なものについては、債券によって運用を行

うことを基本としてございます。債券については国債や地方債も含めて購入銘柄を検討しており

まして、運用益が最も大きくなるように取り組みを進めているところでございます。 

 

大久保委員  もう１点ですが、自主財源の確保と県の負担を抑える中で、今後幾つか、国からの制度設計も

そうですけれども、激甚化する自然災害に対する防災・減災対策ですとか、公共施設の老朽化対

策、そしてまたコロナ対策など、県民生活に必要不可欠な事業が山積しておりますし、全て重要

な案件でございます。県債・基金の今後の活用方針について、今後の方向性をお聞かせください。 

 

高橋財政課長  委員御指摘のとおり、自然災害や感染症などから県民の命や健康を守るということは非常に重

要なものでございますので、ちゅうちょなく取り組んでいきたいと考えております。 

  １点目、県債につきましては、その一方で将来世代の負担をきちんと抑えていくこと、そして

持続可能な財政運営を確保していくこと、これも非常に重要でございますので、先ほど申し上げ

たとおり、実質的な県負担を伴う県債等残高の抑制を図っていく考えでございます。このような

考え方のもと、防災・減災対策や公共施設の老朽化対策などについては、国が時限的に設けた有

利な交付税措置のある地方債、これを積極的に活用いたしまして、県負担の最小化に努めてまい

ります。 

  ２点目、基金につきましては、これは県債の適切な管理や公共施設の整備など、それぞれの基

金の設置目的に沿って、適切に活用していくべきものと考えてございます。この中で、財政調整

基金につきましては、大規模災害の発生、あるいは経済不況などの不測の事態による財源不足へ

の対応、また毎年度の財政状況に応じた財源対策として活用してございまして、こちらも緊急時

に備えて適切に確保してまいりたいと考えてございます。 

 

大久保委員  今後、健全な財政状況維持に取り組んでいただくことはもちろんですが、その傍ら、現在コロ

ナによる例えば税・料、こちらの未済額、そしてまた不納欠損の増加が懸念される中で、それら

を減らすことは重要でありますけれども、分納ですとか対象者、また県民に寄り添って対応もお

願いしまして、私の質問を終わらせていただきます。 

 

       （訟務費における委託業務について） 
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志村委員  それでは、訟務費における委託業務についてお伺いします。 

  訟務管理費のまず内訳についてお願いいたします。 

 

眞田行政経営管理課長 この訟務管理費でございますけれども、県顧問弁護士の報酬や裁判に出席するときのた

めの旅費等の事務的経費というものを執行しているほか、昨年度執行いたしました県有林貸付事

務検証のための調査業務委託につきましても、この訟務管理費で執行しております。 

 

志村委員  決算報告書によると、最終的に７目の財産管理費、文書費、諸費などからの流用となっていま

すけれども、当時は職員給与費から流用したものを最終的にこのような形で決算となるまでの流

れをお願いします。 

 

眞田行政経営管理課長 昨年、令和３年１月にこちら、１１月議会で和解の件が継続審議ということになって、

訴訟継続という形になるという可能性が非常に高まったということから、体制強化しなければい

けないということで、この調査委託を行うということになりました。 

  必要な経費というものでございますけれども、暫定的に流用元のほうを職員給与費のほうに設

定をさせていただいて、そちらのほうから流用して執行してございます。その後、最終的に決算

の姿を見据えながら、３月末のところで最終的に経費の調整をいたしまして、最終的な決算元は

財産管理費等で流用対応するような形で決算を行いまして、職員給与費からの流用ということは

行っていないという形になってございます。 

 

志村委員  続いて、委託料支出時の経緯について伺います。 

 

眞田行政経営管理課長 先ほど申し上げましたとおり、またこの件、先ほどの答弁でも触れさせていただきまし

たけれども、別に住民訴訟が進行しているということでございまして、そちらの影響も考慮しな

ければならないこともございますけれども、今回、決算認定をお願いすることから、お答えをさ

せていただきたいと存じます。 

  先ほど申し上げたとおり、調査委託は、１１月定例県議会におきまして、和解の件の議案が継

続審議となったことから、原告の方は、和解の意思を撤回、訴訟継続になる可能性が高いという

ことで、年明けから流用の関係とか、またその他契約条項の整理をいたしまして、令和３年１月

に所定の手続を経まして、そのときは職員給与から暫定的に所要の経費を流用いたしまして、契

約執行した経過でございます。 

 

志村委員  今の経緯の中で、見積もりは足立弁護士ほか２名で１月８日に提出されていまして、１月７日

の流用伺いの段階では３名への再委託の想定でタイムチャージ計６,０００万円ということでし

たけれども、このそごの部分の確認はすぐにされたということですか。 

 

眞田行政経営管理課長 先ほど業務の内容等を調整する中で、最初４名の担当で作業しなければいけないという

お話があって、そのような経過がございますけれども、最終的には３名の担当で作業を行って、

総時間がこのくらいというもので提案をして、御提示をいただいているものでございます。 

 

志村委員  一応確認はされたと受けとめましたけれども、財務規則上の取り扱いについてはどのようにな

っていたのかお伺いします。 

 

眞田行政経営管理課長 流用のところでございますけれども、県の財務規則第２５条１項で、特別の理由がある

場合に限りまして、予算流用伺いによる決裁を受けまして、最終予算の経費の金額を各目、各節、

または各細節の間におきまして、相互に流用することができると規定をされております。また、

財務規則第２５条第２項によりまして、この流用を行う場合におきましては、財政課長に合い議
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をしなければならないという規定がございます。つきましては、本委託の理由につきましては、

財政課との協議を経て、処理を行っているところでございます。 

 

志村委員  このとき、懸案事項説明書も作成されていますけれども、作成前にも十分な下打ち合わせを行

っていたということでよろしいでしょうか。 

 

眞田行政経営管理課長 事前には概要の説明と、年明けにスタートしておりまして、最終的に全体像を整理した

後に、正式に懸案事項の協議書で協議をさせていただいたという経過でございます。 

 

志村委員  流用伺いに合議、事前協議ということだったようですけれども、これが済んでいるということ

であれば、それは明記すべきだったのではないでしょうか。 

 

眞田行政経営管理課長 財務規則上は、財政課長に合議をしなければならないという規定になってございます。

実態上は、懸案協議で内容の説明をしまして、財政課との協議は終わっているということで、実

質的な合議というものは完了している形になってございます。そのように認識してございます。 

 

志村委員  事務処理としてはそこにきちんと明記しておくべきだったと指摘をしたいと思います。 

  それから、委託業務内容の実績報告についてお伺いをします。 

 

眞田行政経営管理課長 実績報告書につきましては、契約書の様式に基づきまして、実績報告書を３月３１日に

提出していただいています。また、成果品である中間報告書もあわせて提出されておりまして、

その実績報告書には調査に従事した作業時間等、報告がされておりまして、県として、作業時間

の確認、委託料の精算等を行っているところでございます。 

 

志村委員  最終的に６,６００万円以上のコストだったという報告があったと思いますけれども、その確認

はどのように行ったのでしょうか。 

 

眞田行政経営管理課長 契約に基づきまして、県から示しました業務完了報告書により報告がなされているとこ

ろでございます。成果物というものは中間報告書になるわけですけれども、その内容、また業務

に際しての連絡実績などから、委託した業務は適切に行われていると判断をしているところでご

ざいます。 

  また、成果物である中間報告書でございますけれども、昭和４２年の時点で県有地の造成が完

了していた点等々、重要な論点の詳細が明らかになっているということでございます。 

  また、先ほど申し上げたとおり、知事、その他関係者の責任に関する判例等、あと裁判官の記

した有益な文献等に基づきまして、住民訴訟における県の主張・立証といったものの理論構成を

補強するものとなっておりまして、委託料に十分見合うものになっていると考えて、判断してい

るところでございます。 

  また、住民監査請求の監査結果におきましても、県からは契約関係書類、土地登記書類等の非

常に多くの関係資料を受任者に提出しております。このような資料を確認しながら作業を行い、

中間報告書に取りまとめたということから、相当な時間を費やした旨、お認めをいただいている

ところでございます。 

 

志村委員  詳細にお答えをいただいたような気もしますが、確認がどのように行われたのかというところ

がちょっと不明ではありますけれども、委託業務自体をどのように検証しているのでしょうか。 

 

眞田行政経営管理課長 まず、委託の内容につきましては仕様書が定まっておりますので、仕様書の内容と中間

報告書の内容をちゃんと突合いたしまして、矛盾がないかどうか、そこと仕様書どおりのものに
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なっているかどうかというところを確認させていただいております。また、作業時間におきまし

ても、契約書の様式に基づきまして、報告していただいていまして、そこで確認をしているとい

う経過でございます。 

 

志村委員  作業時間のところの実態を確認するすべがあんまりなかったのではないかなとも感じておりま

すけれども、先ほどありました成果物の中間報告書の納品は、いつどのような形でいただいてい

るのか、お願いします。 

 

眞田行政経営管理課長 委託契約期間が３月３１日までとなっておりまして、３月３１日当日に委任先の足立弁

護士の事務所の方に来課していただきまして、中間報告書と添付資料、実績報告書を納品してい

ただいたところでございます。 

 

志村委員  それで、その成果物の内容についてはどのように御判断されているのか伺います。 

 

眞田行政経営管理課長 実際、中間報告書の内容と、それに伴う添付書類は非常に量が多いというところで、ま

ず中間報告書につきましては、実際、数日前に未定稿版を送っていただきまして、事前に業務仕

様書との突合等の作業を、あらかじめある程度進めていたところでございます。最終的に、３月

３１日に中間報告書と添付資料、実績報告書の正本を提出していただきまして、またそこで再度

確認をしたという経過でございます。 

 

志村委員  最後に、本件業務委託、それから訟務管理費に関する県としての御評価、どのように考えてい

るのか、お願いいたします。 

 

眞田行政経営管理課長 先ほど申し上げましたこの調査業務委託におきまして、さまざまな重要な論点の詳細が

明らかになってございます。また、住民訴訟における県の主張・立証の理論構成を補強するもの

となっております。また、住民訴訟で問題となっているのは、平成９年以降のことを御指摘いた

だいているわけでございますけれども、この業務の対象、昭和初期からの経緯、また議会、監査

委員等関係者との関係、あと県と富士急行との癒着の構造ですとか、それとまた未来に向けた手

続のあり方などの内容が含まれております。中間報告書の内容自体は県の訴訟に係る答弁書に生

かされまして、県の主張を補充・補強しているというものでございますので、対価に十分見合う

ものとなっていると考えております。 

  また、このほかの訟務管理費におきましては、この調査委託ではなくて、その他の訴訟追行や

事務に際しての法律相談、さまざまな法律的な課題等が生じた場合は、法律相談にかかる弁護士

経費というものを支出してございますけれども、法に基づく適正な行政事務の執行、またその他

の訴訟における県の考え方の適切な主張ですとか、円滑な訴訟追行などにおいて効果的に執行を

していると認識をしてございます。 

 

志村委員  私は、訴訟代理人弁護士の業務と貸し付け業務検証調査の業務がほぼ重なっているように考え

られる中で、訴訟の対象業務の中でも長大な歴史的経緯や契約の変遷を調査するということは当

然だと考えています。そういう意味では、訴訟業務として行われるべき部分が多々あったとも考

えています。また、県は大河内意見書を２月２４日に６６０万円で契約して、３月１０日付で所

見をもらっています。これと比べても、契約金額は１０倍でありましたし、成果物である中間報

告書が準備書面の内容に１５ページ程度追加したものに過ぎないことを鑑みれば、この支出は大

き過ぎたと、問題があったと判断せざるを得ないと申し上げて、質問を終わります。 

 

       （戦略的広報実施に向けた体制の確立・推進について） 

向山委員  まず、戦略的広報実施に向けた体制の確立・推進についてお伺いします。 
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  令和２年の予算特別委員会の中でもお伺いをいたしましたが、広報関係事業費の見直しによっ

て、昨年度はどのような成果と効果が生まれたのか、お伺いいたします。 

 

小林広聴広報グループ広聴広報監 昨年度、県では専門的知見を持つ民間人材やコンサルティング会社を活用し

まして、セミナーなどを通じた職員の意識向上を 

図りながら、さまざまな見直しを行ったところでございますが、こうした見直しの効果といたしまして、特に昨

年度、新型コロナウイルス感染症の影響が拡大する中で、注意喚起など、さまざまな情報発信を

迅速に行う必要がありました。知事の記者会見、新聞広告、テレビＣＭ等、さまざまな発信手段

を使い分けまして、適時適切に積極的な広報ができたこと、これが効果であると考えております。 

  主な成果といたしましては、知事記者会見にモニターや手話通訳者を導入しまして、会見回数

も７５回実施しております。コロナ禍前の平成３０年度と比べますと、倍以上となる回数となっ

てございます。 

  また、コロナ関連の情報発信強化といたしまして、県のホームページに専用ページを開設する

とともに、一般的にＳＮＳで広く利用されておりますＬＩＮＥを開設いたしまして、新型コロナ

対策パーソナルサポートとして情報発信を強化しました。 

  そうした効果で、県のホームページの昨年度の全体の閲覧数は、成果としまして約５,６００万

件、これは令和元年度の２,４００万件から２倍以上に増加しているところでございます。 

  また、本県の魅力を県外に、県内だけではなくて県外に発信するために、首都圏の新聞、雑誌、

ウエブサイトなど、メディアに対して積極的な情報発信をプレスリリースということで行いまし

た。全国メディア等含めて延べ４３件が掲載されたところであります。これは広告費を払ってい

ない宣伝効果となりますので、金額換算は一概にはできませんが、大きな成果であったと考えて

おります。 

 

向山委員  着実な成果と効果を確認させていただきました。 

  次に、新たな取り組みとして行われましたＹｏｕＴｕｂｅなどの動画配信について、どのよう

な実績、また成果を上げることができたか、費用対効果を踏まえてお伺いいたします。 

 

小林広聴広報グループ広聴広報監 ＹｏｕＴｕｂｅ動画の成果でございますが、昨年８月に、県の公式ＹｏｕＴ

ｕｂｅ山梨チャンネルということで、名称も改めてリニューアルを行いました。その実績、成果

で、まずチャンネル登録者数が一つ目安になるわけですけれども、リニューアル前は３,０００人

程度でありましたが、リニューアル後、着実に伸びまして、年度末で約１万３,０００人程度増の

１万６,０００人以上のチャンネル登録者数となりました。 

  また、内容について、県内在住の人気のＹｏｕＴｕｂｅｒ、ＭＩＮＡＭＩさんを起用した関係

で、公開した１６個の動画が平均して再生回数１０万回以上という状況になってございます。こ

れによりまして、この山梨チャンネル自体が活性化したということで、総再生数、チャンネル全

体、ＭＩＮＡＭＩさんの動画だけではなくて、山梨チャンネルの全体の総再生回数が、前年度の

約４０万回から約３９８万回ということで１０倍近く、これはコロナの影響もあったかもしれま

せんけれども、１０倍近く増加するなど、期待以上の成果を上げていると捉えております。 

  インターネット動画広報費の費用対効果ということでございますけれども、令和２年度、約２,

１８３万円の経費がかかってございますけれども、先ほどの大幅な総再生回数の増加等を踏まえ

ますと、十分な効果が上がったのではないかと評価しております。 

 

向山委員  予算委員会のときにも申し上げましたけれども、１本大体１万回で成功と言われる中で、今の

１本の平均数を考えると大変大きな成果があったのではないかなと思います。昨年度の実績を踏

まえて、次年度以降、取り組みにどう反映させているでしょうか。 

 

小林広聴広報グループ広聴広報監 昨年度の動画の成果でお話ししたとおり、回数、登録者数がふえましたけれ
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ども、課題といたしまして、ＭＩＮＡＭＩさんのファン層である１０代、２０代など若年層で、

あと女性にちょっと若干偏っているという課題もございます。それを踏まえまして、今年度はよ

り幅広い世代に山梨県に関心を持ってもらうために、吉本興業の複数の人気芸人を起用しまして、

鉄道旅やアウトドア、料理など、それぞれの芸人の得意分野を生かしたさまざまなジャンルに絡

めて山梨の魅力を紹介する動画を作成しました。これはプロポーザルでその企画が選ばれまして、

現在それに基づいて発信しているわけでございますが、そういった取り組みに、昨年の状況を踏

まえて、見直しを反映しております。 

  この結果、年度途中でありますけれども、これまでの傾向としまして、視聴者の年齢、性別が

分散化しまして、２０代から４０代を中心に、幅広い年齢から視聴されるようになりまして、課

題解決につながっているという状況でございます。 

 

向山委員  本当に楽しい動画もあって、私も拝聴させていただいておりますけれども、制作費は公金であ

るというコスト意識を忘れずに、明確な目標と動画の視聴を産業観光振興に結びつけるというビ

ジョンをぜひ持っていただいて、引き続き取り組んでいただきたいと思います。 

 

       （６，６００万円の弁護士費用について） 

  続きまして、６,６００万円の弁護士費用についてお伺いします。 

  先ほど各委員の皆さんからもありましたが、私は、６月１７日付の住民監査請求で指摘された

内容について、それぞれ県の見解をまずお伺いしたいと思います。 

  この６月１７日付の住民監査請求におきましては、私自身の解釈で大きく分けて５点の問題意

識があったと思っています。 

  まず初めに、随意契約で行うことは違法であると。具体的に言うと、随意契約は例外的な方式

であり、また随意契約が認められる要件は限定的であること。加えて、本件は随意契約が許され

る場合に該当しないこと。この３点目については、本件契約を一般競争や指名競争入札で行うこ

とは可能であり、足立弁護士に委託する必要があるという理由も明らかではないこと。行政の公

正公平、中立性の観点からは、足立弁護士に依頼することはむしろ不適切であり、足立弁護士は

不適格であると、住民監査請求書では指摘をしています。この点について御見解をお伺いいたし

ます。 

 

眞田行政経営管理課長 この件につきましては、別に住民訴訟を進行していることから、後々の影響も考慮しな

ければならない状況にございますけれども、決算認定、県からお願いする立場ということでござ

いまして、お答えをさせていただきたいと存じます。 

  まず、随意契約の関係でございますけれども、この本委託業務におきましては、高度な法令の

運用解釈に見識のある弁護士の先生に業務を委託することが必要となっておりました。足立弁護

士におきましては、住民訴訟を通じまして、山中湖畔県有地に係る経緯、また関係法令に関する

知識を有しているということから、足立弁護士へ委託することが最適であると判断をしたもので

ございまして、地方自治法で定める随意契約の要件は明らかに満たしてございます。 

 

向山委員  次に、見積もり合わせを省略していることが違法であると指摘をしますけれども、この見積も

り合わせの部分についてお伺いいたします。 

 

眞田行政経営管理課長 見積もり合わせ省略でございますけれども、契約の内容、目的並びに時期等、諸般の事

情から、特定の者と契約すべき客観的合理性があることから、県財務規則１３７条第３項により

まして、特別の理由がある場合に該当するため、見積もり合わせを省略したものでございます。

そのような経過から、不適切な点はないと認識をしてございます。 

 

向山委員  次に、決裁自体が完了していない可能性があるという指摘がありますけれども、この部分につ
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いてお伺いします。 

 

眞田行政経営管理課長 決裁の件でございますけれども、まず契約を行うに当たりまして行う支出負担行為伺い

というものがございますけれども、こちらは県の総合的行政文書管理システムにおいて処理をし

ておりまして、決裁者、決裁日は、データ保存されております。そのことから適切に決裁がされ

たことが確認されておりまして、契約書原本におきまして施行日も確認できているところでござ

います。このため、決裁手続は適切に行われておりまして、住民監査請求に対する監査結果にお

きましても、県の主張をお認めいただいているところでございます。 

  なお、行政文書の開示請求におきましては、現に保存されている文書につきまして、公開でき

る範囲の文書をそのまま公開することが制度の趣旨でございまして、決裁日、施行日が空欄、未

記入であった文書を制度にのっとり公開したものでございます。 

 

向山委員  次に、業務委託費用６,６００万円は不当に高額であることということで、志村委員からも先ほ

どありましたけれども、本件においては、訴訟委任契約に基づいて、足立弁護士が本来やらなけ

ればならない業務について、別の名目で二重に６,６００万円もの公金を支出する契約が締結され

たことになると。本件契約は、このように同じか、少なくとも重なる部分の多い業務について、

二重の契約かつ極めて高額の報酬を支払うこととする契約であり、極めて特殊な契約であった。

そのため、本件契約にあっては、通常の弁護士との委任契約とは異なり、公平性を担保すること

のできる入札等の方式により、契約の相手側を選択すべきであったというふうに指摘をされてい

ますけれども、この部分についてお伺いいたします。 

 

眞田行政経営管理課長 先ほども申し上げておりますけれども、この調査業務委託でございますが、令和２年１

１月議会におきまして和解の件が継続審議ということになったことから、原告が和解の意思を撤

回、訴訟継続になるということでございまして、訴訟追行に際しまして、県の主張・立証を早急

に補充・補強する必要が生じたことから、このことを第一に行ったものでございます。 

  調査の内容、対象でございますけれども、昭和初期から９０年以上にわたる経緯の調査、また

将来の業務のあり方等も含まれておりまして、この間、多くの関係者の行為が非常に積み重なっ

ております。確認する資料も非常に多いというところでございまして、多岐にわたる争点、課題

が非常に絡み合っている案件でございます。 

  また、本件住民訴訟の問題としておりますものは、平成９年以降の貸し付けについてでござい

ますけれども、調査の対象には、この当該訴訟で問題となっている以前の論点、関係者に関する

課題等も多く含まれてございます。このため、一般的な社会通念に照らし合わせましても、訴訟

委任契約の対象業務に非常に多くの作業を要する調査業務が含まれていると到底考えられないと

いうことで、訴訟委任契約に基づき履行することは不可能と判断しているとこでございます。 

  また、本業務の複雑性、困難性ということから、契約額についても妥当なものであると考えて

おりまして、この点、住民監査請求に対する監査結果におきましても、県の主張をお認めいただ

いているところでございます。 

 

向山委員  最後に、５つ目の論点でありますけれども、山梨県議会が設けている県有地の貸付に関する調

査及び検証特別委員会の令和３年１月１８日の会議におきまして、既に足立弁護士の本件委託委

任契約が成立しているにもかかわらず、足立弁護士に本件委託契約がないとの答弁がなされた。

また、その後支払われた６,６００万円は、県職員給与費用からの流用という、本来的ではない手

法がとられている。理由なく県職員が検証特別委員会において虚偽を述べることは考えがたく、

何らかの理由があったと推察するのが自然である。足立弁護士へ新たに多額の委託料を支払うこ

とを検証特別委員会で明らかにすると、会議が紛糾し、足立弁護士との本件契約及び委託料の支

払いが問題視されると考えたことから、あえて虚偽を述べ、本件の支払いを強行したものと推察

されると指摘していますが、この部分についての見解をお伺いいたします。 
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眞田行政経営管理課長 その点につきましては、当時支払いがなされているものとの質問と思い違いをいたしま

して、答弁漏れが生じてしまったという経過であったと承知をしております。県議会検証特別委

員会におきまして、この調査委託の執行につきまして、正確な答弁ができず、答弁漏れが生じた

ことについてはまことに申しわけなく思っているところでございます。 

 

向山委員  県執行部の考え方を確認することができました。 

  次に、本年３月４日の全員協議会においては、県執行部から、前日の総務委員会で約４,３００

万円の修正案が可決されたことを踏まえて、議員の指摘に必ずしも十分な対応ができなかった点

について率直におわび申し上げるという陳謝があった上で、説明責任という点で説明があったと

認識をしています。予算執行のあり方や議会の説明責任という観点から、本６,６００万円の支出

についてはどのように評価をされていますでしょうか。 

 

眞田行政経営管理課長 この調査業務委託でございますけれども、住民訴訟の追行に必要なものであったという

こと、また緊急性が高いということから、既定予算から所要の経費を流用させていただいたもの

でございます。繰り返し先ほどから申し上げているとおりでございますけれども、同一の項の中

で予算執行のための積算内訳である目や節をまたいで経費を融通するということ、これは地方公

共団体の長に専属いたします予算の執行権の範囲内であると認識しておりまして、予算を現実に

適合させて、円滑に執行するために必要なものであると考えてございます。 

  一方で、先ほど申し上げたとおり、県議会検証特別委員会におきまして、本調査委託の執行に

つきまして正確な答弁ができなかったという点につきましては、まことに申しわけなく思ってい

るところでございます。 

 

向山委員  その説明責任と検証特別委員会の部分はわかりますけれども、この予算流用という形で大きな

金額が動いたという部分の説明責任についてはどのようにお考えでしょうか。 

 

眞田行政経営管理課長 繰り返しになって恐縮でございますけれども、同一の項の中で目、節をまたいで経費を

融通するということは、地方公共団体の長に専属する予算執行権の範囲内であるということで、

予算を執行するに際しまして必要なものであると認識をしてございます。 

  また、流用につきましては、最終的には流用の状況もあわせまして、決算の状況を歳入歳出決

算報告書に取りまとめいたしまして、県議会に御報告させていただきまして、決算特別委員会に

おいて御審議をいただくということになりますので、決算にあわせて流用の状況も報告されると

認識をしてございます。 

 

向山委員  今、御説明をいただきました部分を踏まえて、住民監査請求においては、監査委員会の判断を

尊重するのであれば、違法、不当な支出に当たらないという判断が下されていますので、この部

分を尊重しながら、加えてまた住民監査請求、また住民訴訟に展開しておりますので、当局にお

いては司法判断を踏まえて、必要であれば適時適切に対応していただくことを要望して、次の質

問に移りたいと思います。 

 

       （新型コロナウイルス関連の予算執行について） 

  新型コロナウイルス関連の予算執行についてお伺いします。 

  観光文化部でもお伺いしましたが、令和２年度を通して国の補助金などを活用した事業が展開

され、感染拡大を押さえ込むために、医療関係費用に充当された部分が多いと思われますが、そ

れ以外に産業観光関係予算に重点配分されたと認識しています。総括して、経済的な打撃を受け

る、特に産業分野を助けるような予算編成にすることができたか、県としての評価を伺いたいと

思います。 
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山岸産業政策課長 産業分野では、まず商工業振興資金貸付金の融資枠を過去最大の２,７００億円まで拡大する

など、万全の準備を整え、事業者の資金繰りを下支えできたものと認識しております。また、地

場産業者によるネットを活用した販路拡大の取り組みや購買意欲を喚起するＰＲ事業などへの

積極的な支援により、産地の振興にも効果があったと考えております。 

  雇用対策では、就職フェアの開催による離職者等の就労支援や企業のオンライン採用活動

の支援、相談体制強化により、雇用の維持に取り組んでまいりました。 

  そのほか、営業時間短縮要請協力金や感染者等への休業助成金の支給などを通じまして、

感染拡大防止にも寄与したものと認識しております。 

  令和２年度におきましては、こうした取り組みにより、県内経済の安定化や反転攻勢に向

けた対策が実施できたと考えております。 

 

       （訟務管理費について） 

宮本委員  総の７ページ、訟務費について伺います。既に多くの議員からも質問がありまして、重なる部

分もありますが、通告どおり質問させていただきますので、御理解願います。 

  この６,６００万円の訟務管理費の件ですが、住民訴訟で問題としているのは、平成９年以降の

対象県有地貸し付けということで承知していますが、本件の検収業務の対象には、山中湖畔県有

地にかかわる昭和初期からの９０年以上にわたる経緯の調査や議会及び監査委員の責任、県職員

と富士急行株式会社との関係、将来の業務のあり方なども含まれており、多くの関係者の行為が

積み重なり、関係資料も膨大、多岐にわたり、争点や課題が複雑に絡み合っており、調査の難易

度、労力が極めて高いことから、この訟務管理費の６,６００万円の契約額は妥当であると考えて

おります。 

  加えて、その６,６００万円の調査委託を対象に請求された２件の、先ほどから話があるように、

住民監査請求、これはいずれも請求人の主張には理由がないと認め、棄却されていると承知して

います。この棄却の際の弁明書から引用しますと、「本件検証業務については、高度な法令の運用

解釈に見識のある弁護士に業務を委託することが必要とされていたが、足立弁護士は本件住民訴

訟を通じ、山中湖畔県有地にかかわる経緯や関係法令に関する専門的知識を有することを県とし

て改めて確認できたことから、足立弁護士へ委託することが最適であると判断したものであり、

請求人の主張は適当である」と述べられていると。このように、一般常識の範囲からすれば、確

かに６,６００万円の訟務管理費は高額という印象を受けないわけではないですが、ただ当然のこ

とながら、弁護士という高い専門性を有する職業の人間が質の高い仕事を行いまして、加えてそ

の仕事に、量ですね、質に対してさらに量の掛け算がされていると。質、量ともにということで、

そういった仕事に関して質問ですが、６,６００万円の調査委託にかかわる住民監査請求に対する

調査において、県から足立弁護士に多くの資料を提出したことが確認されたということを承知し

ていますけれども、どれぐらいの量の資料等を提出してもらったのか、初めに伺います。 

 

眞田行政経営管理課長 成果品である中間報告書記載におきます資料自体は９４項目ございます。そのほか、契

約関係の書類ですとか、登記の関係、許認可に関係する書類等で、量的には１万ページ程度の資

料を御提出いただいているところでございます。 

 

宮本委員  １万ページということで、どれぐらいの分量なのかが一瞬把握できないぐらいですが、恐らく

弁護士業務というのは１人でやっているわけではないので、恐らくアソシエイトを何人か使って、

それを分量に分けて、読んでやっていると認識しますが、普通に私自身、新書を買って読むと、

３００ページぐらいの本を大体１日かけてようやく読むので、１万ページとなると、純粋に３３

０日かかるぐらいの分量なのかなということもよくわかりますし、しかもそれが行政の書類とい

うことで、高度な専門性を有している方でないと、なかなかこれを読み解き、かつ論点を整理し、

そしてそのことから結論を導き出すということは困難であるということがよくわかりました。 
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  次の質問に移ります。 

  住民訴訟の事例として弁護士費用が高額になった他の都道府県の事例、幾つか調べましたとこ

ろ、今までも多分論点がほかの委員会等で出ているかもしれませんが、神奈川県が制定した神奈

川県臨時特例企業条例の適法性が争われた訴訟がありますが、これは平成２５年３月２１日に結

審ということで、この際の弁護士費用の報酬額３億５,７００万円と承知しております。 

  なお、この際の訴訟提起時の訴訟物の価格、勝ったときということだと思いますが、１９億４,

３２１万３,０００円と高額であったために、弁護士費用も高額になったと、私なりに理解をして

おります。 

  そこで質問ですが、本調査委託にかかわる時間単価５万円、この５万円というのが妥当なのか

否かということに関して、県の見解、考え等伺います。 

 

眞田行政経営管理課長 本件業務を受任していただいた弁護士の方々につきましては、日本有数の大手の弁護士

事務所にパートナー等で勤務されている経験を有してございます。そのような経歴を有する弁護

士の方々の時間単価５万円というものは、決して異例なものではなく、妥当なものであると認識

をしてございます。 

 

宮本委員  妥当という回答でありますけれども、改めて釈迦に説法ですけれども、物とかサービスの価格

は当然のことながら需給関係で決まりまして、需要と供給の関係によって定まると。そのサービ

スの質が高くて、同時にそのサービスを供給する資源が限られていると。つまり、希少性を有し

ていると、経済学上はですね。そうすると、結果として価格が上がるし、または質の高いサービ

スであっても、それが大量に市場に供給されれば、値段は下がっていくと。今回その５万円とい

うものの妥当性というところで、非常にその専門性を有していて、いわゆる経済学上の希少性を

有していると。それがゆえに価格が上がり、それ以外の方にそれを頼むことができないサービス

であったと認識いたしました。本当に需給関係の問題の結果の価格であるということですね。 

  最後の質問ですが、もう一度、棄却された住民監査請求の弁明書から一部抜粋引用いたします

と、「本件検証業務は、令和２年１１月定例県議会において、本件住民訴訟にかかわる和解の件の

議案が継続審議、実質なくなったというところから、原告が和解の意思を撤回、訴訟継続となっ

たことにより、訴訟追行に際し、県の主張・立証を早急に補充・補強することが第一の目的で行

ったものである」と。「本件検証業務により、昭和４２年の時点で県有地の造成が完了していた件、

富士急行の有価証券報告書を分析しても、富士急行株式会社が主張をするような借地権価格が計

上されていない点、昭和４２年より以前の土地使用について借地法が適用されていない点、別荘

契約者に対する借地権設定ないし販売により、富士急行株式会社が相当の収入を得ている点、県

有資産所在市町村交付金は現況を基礎に算定されなければならない点など、重要な論点の詳細が

明らかになるとともに、地方自治法第２３４条第２項や、県知事、その他関係者の責任に関する

判例及び文献を徹底的に分析し、裁判官が記した有益な文献を発見し、関係法令の精緻な解釈に

より、県の主張・立証の理論構成を補強するものとなっている」とあります。 

  私は、先ほど申し上げたとおり、時間単価は妥当と判断しておりますが、単価に加えて、最後

に作業時間数について、本調査委託にかかわる１日当たりの作業時間数の妥当性について、県の

見解、考え方を伺います。 

 

眞田行政経営管理課長 お答えに際しまして、先ほど来申し上げてございますけれども、別に住民訴訟、進行し

ているということもございまして、その影響も考慮しなければならない状況でございますけれど

も、決算認定お願いしている立場ということで、お答えをさせていただきたいと存じます。 

  作業時間数でございますけれども、大手の弁護士事務所におきまして、困難な訴訟等、対応さ

れる弁護士の方々は、依頼者の要請に応えるべく、長時間の作業いとわず対応されて、成果を得

ていくということを聞いております。確認していただいた資料の内容、量、作業における連絡実

績など踏まえますと、作業時間は妥当であると考えております。 
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  また、住民監査請求の監査結果におきましても、相当な作業時間を費やしたと解されると、県

の主張をお認めいただいているところでございます。 

 

宮本委員  妥当性については結果ありきだと思いますので、当然こういった訴訟案件について、県という

主体が当然勝訴して、その結果、利益を得るためにやっているわけですから、そのために最も必

要な方を選定し、その方に対して対価を払っていくというのは、ある意味、他のさまざまな訴訟

に関しても、例えばＭ＆Ａ関係であったり、どこの弁護士が一番妥当なのかということを県が県

の主体性を持って最も必要であると、最もこれに適しているという人間を選ぶのが当然のことで

あると私も考えますので、より一層さまざまな情報を開示していただくこともお願いし、あわせ

て、この住民監査請求の監査結果に示されておりますが、本調査委託については、随意契約の観

点、契約額６,６００万円の観点と作業時間の観点、訴訟代理人委任との観点等々、私の判断とし

ては違法性がなく、訴訟における県の主張を補充・補強する上で、大変有効なものであったと考

えております。本調査委託の成果、しっかり勝っていただいて、県の主張が認められるように、

訴訟追行に引き続き努めていただくことを改めてお願いいたしまして、私の質問を終わります。 

 

       （県債について） 

古屋委員  決算特別委員会の審査意見書に基づいて、県債について意見を述べさせていただきます。 

  第１点目は、一般会計、令和２年度末県債残高は、令和元年から１２億３,０００万円ほど減少

をしておりまして、７年連続の減少となっており、これは高く評価するところであります。一方、

防災・減災及び公共施設の老朽化などの取り組みは、巨額な費用が伴うことから、必要不可欠で

あると考えますが、そこでどのような考え方で県債の発行を管理しているのか、お伺いします。 

 

高橋財政課長  県では、総合計画におきまして、県債残高などから、後年度に地方交付税により措置される額

を除いた実質的な県負担を伴う県債等残高、この抑制を財政運営の目標としてございます。 

  委員から御指摘のありました公共施設の老朽化対策につきましては、この中で有利な交付税措

置のある公共施設等適正管理推進事業債を活用いたしまして、最小の県負担で必要な事業を、着

実に実施をしているところでございます。 

  また、国土強靱化や防災・減災対策につきましては、国において令和７年度までの５か年加速

化対策として重点的、集中的に実施をしており、県においても必要な事業をきちんと実施をして

いくという観点から、県債残高の管理に当たっても、一般分とは別枠で管理をして、積極的に取

り組みを進めているところでございます。 

 

古屋委員  第２点は、防災・減災対策などの緊急性の高い事業以外にも、リニア駅前周辺の整備や中部横

断自動車道の北部区間の整備など、この先、大型事業が想定されるわけでありますが、今後の県

債の発行残高の見通しについてお伺いします。 

 

高橋財政課長  事業化が決まっていないものや、事業主体や事業規模が明確でないものもございますので、今

後見込まれる個別の事案を反映した見通しというのはなかなか困難な状況でございます。 

  一方で、山梨県財政の中期見通しということで、一定の仮定をもとに推計をしてございまして、

これに基づきますと、臨時財政対策債を除いた県債の発行額、これは当初予算ベースで年間３０

０億円台後半を推移する見通しでございます。 

  また、県債残高につきましては、先ほど御説明をしたとおり、実質的な県負担を伴う県債等残

高の抑制というルールに基づいて実施をしていく方針でございまして、国土強靱化や防災・減災

対策につきまして必要な事業量を確保する一方、一般分の残高については、通常の公共事業の重

点化、効率化などによって、着実に抑制を図っていく考えでございます。 

 

古屋委員  最後に、県の債務の状況を客観的にあらわす指数として将来負担率があるわけでありますけれ



決算特別委員会（令和３年１１月１８日総括審査）会議録 

- 19 - 

ども、令和２年度の本県の指数は２０４.８％となっており、前年と比べますと３.８ポイントほ

ど低下をし、改善がなされているわけでありますけど、このような状況についてどのような認識

を持っているのか、また今後の見通しについてお伺いします。 

 

高橋財政課長  まず１点目、現状の数値の認識についてでございます。 

  将来負担比率、これが標準的な財政規模に対する負債の総額の割合ですが、令和２年度は昨年

度に比べて３.８ポイント改善をしているということ。そして、この比率が公表開始された平成１

９年度当時は２５０％近かった数値が、近年は２００％台まで下がっているという状況にござい

ます。そして、健全化計画を定めなければならない早期健全化基準、これが４００％という基準

ですが、これは大幅に下回っていることから、すぐさま警戒しなければいけない水準ではないと

認識をしてございます。 

  一方で、全国平均の数値を上回っておりまして、全国順位は３２位にとどまっている状況でご

ざいますので、引き続き改善は必要という認識をしてございます。 

  ２点目、今後の見通しにつきましては、分母となります標準財政規模の増減によっても左右さ

れるものでございますので、確実な見込みを行うことは困難でございますが、いわゆる分子の部

分、県債等残高の抑制に努めまして、比率の上昇を抑えていきたいと考えてございます。 

 

古屋委員  いずれにしましても、将来の負担額の大部分は県債が占めているわけでありまして、将来負担

額を軽減してくということになれば、先ほども御答弁があったとおり、有利の交付税措置などを

使っていただきたいと思います。いずれにしましても、県民のニーズをしっかり捉えながら、県

債の発行に当たっては計画的に発行していただきたいことを求めまして、終わりたいと思います。 

 

       （企業立地の推進について） 

臼井委員  まず、主要施策成果説明書の３ページ、企業立地の促進についてお伺いいたします。 

  企業誘致に関しましては、長期間にわたる雇用の創出や県民の所得向上など、経済の活性化が

期待できる重要な施策であります。総合計画でも、企業誘致を通じた雇用確保、そして経済活性

化をうたい、本県への企業立地や事業拡大を促進するとしておりまして、成果説明書では、昨年

度の状況について、産業集積促進助成金により１７件の立地企業に対する支援を行ったというこ

とであります。 

  そこでまず、昨年度の助成金の交付実績についてお伺いをさせていただきます。また、そのう

ち新規企業に対する助成は何件かもお伺いをいたします。 

 

若月成長産業推進課長 昨年度の助成金の交付実績でございますが、１７社に対しまして２２億１,７８１万４,

０００円を交付したところでございます。また、このうちの新規の交付企業ということでござい

ますが、１３件。残りの４件につきましては、令和元年度までに事業認定を行った情報産業であ

りまして、事務所などの賃借料を３年間まで助成できる制度としておりますので、２年目以降の

助成金交付となっております。 

 

臼井委員  次に、具体的な助成金の効果についてお伺いいたします。 

  昨年度、１７件の企業に対しまして助成金を交付したということで、雇用にどの程度結びつい

たのかお伺いをします。また、そのうち県内からの雇用が何人だったのかも、あわせてお伺いを

いたします。 

 

若月成長産業推進課長 雇用でございますが、１７社の企業立地によりまして増加した雇用人数は３８１人でご

ざいます。このうち、県内からの雇用人数は３１６名となっております。 

 

臼井委員  県内の雇用人数３１６人ということで、本当に助成金を交付することで、雇用にも結びついて
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いることがよく理解ができました。と言いましても、非常に多額の助成ということになりますの

で、より効果の高い企業誘致策を常に模索していただくことが必要かと思います。 

  県では令和２年度に産業集積促進助成金制度の大幅な見直しを行ったと聞いておりますけれど

も、次にその概要についてお伺いをいたします。 

 

若月成長産業推進課長 令和２年度の改正内容でございますが、成長性の高い産業、また高い付加価値を創出す

る企業、こうしたところに重点的な誘致を進めるため、医療機器関連産業であるとか、また水素・

燃料電池関連産業、こうした分野に対する助成率の加算制度を設けるとともに、助成限度額の拡

充等を行ったところでございます。 

  また、新型コロナウイルス感染症が非常に拡大をしまして、その影響で地方分散という人の流

れが出てきたということで、こうした流れを呼び込むために、小規模オフィスの移転を対象とい

たします助成メニューを追加したところでございます。 

 

臼井委員  制度の見直しの内容、またより高い効果を期待した見直しということで、理解をさせていただ

きました。 

  最後になりますけれども、この産業集積促進助成金の制度につきまして、企業誘致のインセン

ティブとして有効に働いているのか、県としての考えをお聞かせください。 

 

若月成長産業推進課長 県では、今後の誘致活動の参考とするため、昨年度、令和元年度以降に助成金を交付い

たしました企業、また本県への立地を決めた企業、こうした企業に対しましてアンケート調査を

実施させていただきました。その結果を見ますと、立地を決定した理由の第１位というのは交通

アクセスが良いこと、第２位は助成金制度、第３位は本社、自社工場との距離、こうした状況に

なっております。企業が立地先を選定する理由というのは、これはさまざまでありますが、助成

金制度というのは企業側の立地決定の重要な要因の一つになっているだろうということで、この

助成金制度については有効に働いていると考えております。 

 

臼井委員  企業の立地戦略は、雇用環境や市場情勢などで絶え間なく動いているものと思います。経済動

向、企業動向をしっかり的確に把握する中で、助成金が今後最大の効果を発揮するよう、制度の

運用を引き続き行っていただければと思います。 

 

       （経営革新計画作成による企業支援について） 

  次に、主要施策成果説明書の３５ページ、経営革新計画作成による企業支援についてお伺いい

たします。 

  本県経済の中で、中小企業は大きな比重を占めており、非常に重要な役割を担っていると思い

ます。一方、中小企業の置かれた環境を見ると、市場競争の激化により、コストダウン競争や高

品質化の要求は激しくなっており、また従来の系列関係にとらわれない下請発注もふえているな

ど、中小企業が経営革新に取り組むことの重要性は一層高まっているものと思います。こうした

中、昨年度、経営革新計画を作成した企業は５９社であり、計画策定を含む支援が行われており

ますけれども、まずはこれら経営革新計画の計画内容などの概要についてお伺いいたします。 

 

若月成長産業推進課長 まず、経営革新計画でございますが、対象とする内容の１つ目は新商品や新サービスの

開発、２つ目は新たな生産方式であるとか提供方法の導入、３つ目は技術の研究開発、この３本

柱になっておりまして、こうしたことによりまして経営の向上を図っていくという計画でござい

ます。この分類により昨年の５９社を見てまいりますと、新商品、新サービスの開発というのが

３１件、２つ目の新たな生産方式、提供方法の導入というのが３６件、また技術の研究開発が２

件という状況でございます。 

  また、業種別で見た場合、製造業が３１社で全体の５０％を占めております。また、サービス
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業が１１社で１９％。その後、卸売業、小売業、建設業、飲食店、情報産業等、いろいろ続いて

いきますが、非常にさまざまな業種で経営革新に取り組んでいただいている状況でございます。 

 

臼井委員  計画内容等の状況を承知させていただきました。 

  経営革新計画の作成企業数を前年度、その前ですね、令和元年と比べまして、令和元年度は２

０社、そして令和２年度は約３倍に増加しています。県ではその理由についてどのように分析し

ているのかお伺いいたします。 

 

若月成長産業推進課長 まず、経営革新計画ですが、作成をした企業というのは、国の補助金の審査で加点項目

になる、有利になるというものがございます。もう一つ、選定金融機関から低利融資が受けられ

る、こうしたメリットがあるということでございます。このため、県では地域の支援機関であり

ます商工会等と連携をいたしまして、経営革新計画の作成を促しているというのがございます。 

  また、中小企業側の状況ですが、新型コロナウイルス感染症の拡大によりまして、新たな商品

であるとか新たなサービス、こうしたものを開発、また販売方法を変更していくという経営転換

が求められていたという事情もございます。 

  こうした結果、令和２年度におきましては、平成１１年に制度が始まりましたが、最多となる

５９件、前年度の約３倍の計画が策定されたのだろうと考えているところでございます。 

 

臼井委員  私の周辺の例えば飲食店におきましても、テイクアウトに取り組まれたりとか、あるいはＥＣ

サイトを新たに構築されるなど、業態転換というか、新たな取り組みを進める会社や事業所も多

かったのではないかと思います。新型コロナウイルス感染症の影響というのは、間違いなくあっ

たと、私も感じているところでございます。 

  そこで、新型コロナウイルス感染症の影響などで、各事業者が策定する経営革新計画の内容に

も変化が起きているのか、その点についてお伺いいたします。 

 

若月成長産業推進課長 コロナの影響で、中小企業におきましても、デジタル化であるとかオンライン化の加速、

また生産工程の効率化、こうしたものが求められたことに伴いまして、経営革新計画の内容にも

変化が生じていると考えております。具体的な例といたしまして、清掃業においては、会社の中、

工場の中で感染者が出た場合であっても、そうした場合の生産管理体制の構築を進めるというこ

とで、遠隔からリモート操作が可能な製造装置を導入するとか、またジュエリーの関係で言えば、

仕上がりのイメージを取引先とオンライン上で共有できるシステムを構築する。また、オンライ

ンによる音楽教室とか、オンラインで楽器販売、こうした計画が見受けられたところでございま

す。いずれもコロナの影響、移動自粛という、こうした旨の対応ということで出てきているのだ

ろうと承知をしているところでございます。 

 

臼井委員  さまざまな業種の中小企業の皆様が、経営革新計画を作成して、コロナ禍を乗り切ろうとして

いるという状況がよく理解できました。と言いまして、各事業者が経営革新計画を策定して、自

社の強み、そして今後の方向性等を把握することは大変重要でありますけれども、計画だけをつ

くって、なかなか実効性が伴わない、こうなってしまうのは大変意味がないと思っています。計

画策定に当たって支援するだけではなくて、計画の実行に当たっても、しっかりと支援していく

ことが肝要であると思いますけれども、この点についてどのように県は支援しているのか、お伺

いいたします。 

 

若月成長産業推進課長 中小企業が経営革新計画に取り組む中、解決をしなければならないさまざまな課題とい

うものが出てくるだろうと。そうした場合に、県で中小企業経営革新サポート事業というものを

設けておりまして、各会社の課題に適した専門家を派遣して、具体的な相談に乗るとかアドバイ

スをするということを行っております。 
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  また、計画に位置づけた事業を実施する際に、今度は資金が必要になった場合、例えば機械装

置を入れる、また広報費が必要だとか、展示会への出展費みたいなものが必要という場合には、

やまなしイノベーション創出事業費補助金というものを広報させていただきまして、計画の推進、

を後押ししているということでございます。 

 

臼井委員  中小企業がコロナ禍でまだまだ厳しい状況に置かれていると考えています。私といたしまして

も、県のこういった取り組みを中小企業の皆さんにしっかりと伝えていきたいと思いますし、ま

た県としても中小企業の経営革新を引き続きしっかりとサポートしていただくことをお願いした

いと思います。 

 

       （企業立地の推進について） 

桐原委員  主要施策成果説明書３ページの企業立地の推進についてお聞きいたします。 

  企業誘致については９月議会でも質問したところですが、県では、本県の地理的優位性にすぐ

れた交通環境などを十分に生かして企業誘致を積極的に進めていくとの答弁をいただいたところ

です。私としても、新型コロナウイルス感染症の影響で本県経済がかつてなく厳しい状況にある

中、企業の投資を積極的に取り組んでいくことは、極めて重要だと考えております。 

  こうした中、昨年度の状況を見ていきますと、県では工業団地の整備や産業集積促進助成金な

どにより、本県への企業立地や事業の拡大を推進してきたとのことですが、具体的に誘致、雇用

がどのように拡大、推進したのか、近年の状況も踏まえ、昨年度の実績をどのように考えている

のか伺います。 

 

若月成長産業推進課長 まず、近年の状況についてですが、助成の件数、産業集積助成金の助成の件数、また雇

用者数、過去１０年を見てみますと、平成２８年までは助成件数は一桁台になっておりました。

また、雇用者数も１００人以下の年度が非常に多かった状況にございます。近年、平成２９年度

以降でございますが、助成件数は平成２９年が１０件、平成３０年が１８件、令和元年が１４件

ということで、非常に企業立地が活発化している状況でございます。こうした中、昨年、令和２

年度につきましては、助成金の件数で１７社、雇用人数が３８１人ということで、助成件数は制

度を創設してから過去２番目と、また雇用人数については過去最大ということになっております。 

  昨年度はコロナの影響でなかなか十分な企業誘致活動ができなかった状況ではありますが、そ

うした中にあっても、企業誘致というものをしっかり進めることができたのだろうと考えており

ます。 

 

桐原委員  昨年度の実績と、それに対する県の考え方についてはよくわかりましたが、こうした企業誘致

は、県だけでなく、市町村にとっても、雇用面、地域活性化面でも大きな課題であり、県として

市町村の取り組みを後押ししていくことが必要だと考えます。 

  そこで、企業誘致を推進するに当たり、市町村に対してどのような助言指導を行っているのか

伺います。 

 

若月成長産業推進課長 企業誘致につきまして、市町村にとりまして、非常に重要な課題であると考えておりま

す。このため、県と市町村が一体となって取り組んでいくことが非常に重要であると考えており

ます。このため、県と市町村等で企業誘致に関する協議会を設けておりまして、こうした場で情

報共有であるとか相談ができる体制を構築しております。 

  また、企業誘致施策のかなめになります産業集積促進助成金につきましても、市町村と協調し

て助成を行う制度としているところでございます。また、県では市町村が行う工業団地の整備に

対して補助を行っておりますので、市町村と連携した誘致にしっかり取り組んでいくと考えてい

るところでございます。 
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桐原委員  本県経済の発展のためには、引き続き県と市町村が一体となった取り組みにより成果を上げて

いただきたいと思いますが、とはいえ企業誘致は単年度で成果が上がる事業ではないと認識して

おります。 

  そこで最後に、昨年度の成果を踏まえ、今後の企業立地推進の取り組みと課題についてお伺い

をいたします。 

 

若月成長産業推進課長 まず、令和２年度の成果といたしましては、助成件数１７件で、過去２番目と、また雇

用人数では過去最大の３８１人に増加というのが一つございます。あとは、制度の運用という話

になりますが、成長分野の取り込みであるとか、コロナでの地方分散の流れ、先ほど臼井委員に

答弁をいたしましたが、取り込むための助成金制度の見直し、こうしたものを行ったということ

でございます。 

  一方で、企業誘致の環境というものを見てみますと、中部横断道が開通するということで、企

業側の動きが非常に活発化をしている状況です。これに伴って、事業用地の不足感が非常に強ま

ってきている。中部横断道につきましては８月に開通をしたということで、こうした状況という

のは、さらにまた強くなっていると考えています。このため、まずは市町村と緊密な連携をいた

しまして、事業用地確保、こうしたものをしっかり進めていきたいと。具体的には、土地利用調

整の特例が受けられる重点促進区域というものの拡大に取り組んでいきたいと考えています。 

  また、高速交通網の整備というのは、企業誘致の絶好の機会になりますので、助成金制度を最

大限活用しながら、東海・中京圏、関西圏も視野に、優良な企業を県内に呼び込んでまいりたい

と考えているところでございます。 

 

桐原委員  企業誘致は極めて困難な仕事であると承知しておりますが、コロナで落ち込んだ本県経済が再

び大きく羽ばたくよう、市町村とともにしっかりと取り組んでいただくことを期待いたしまして、

質問を終わります。 

 

       （やまなし地域プロモーション戦略について） 

小越委員  説明資料１の４ページ、観光促進指導費１,９８０万円、昨年度は観光文化部所管のやまなし地

域プロモーション戦略について伺います。 

  この事業は当初予算になく、県内観光反転攻勢の一環の実施と聞いていますが、誰がいつ発案

し、事業決定となったのか、経過を伺います。 

 

柏木政策調査グループ政策調査監 本事業につきましては、昨年４月に新型コロナウイルス感染症対応地方創生

臨時交付金が創設されたことを受けまして、観光文化部におきまして、コロナ禍からの反転攻勢

のため、観光産業などの高付加価値化を図り、地域経済に幅広く波及効果を行き渡らせるための

施策を検討する中で、昨年６月補正予算に県内観光産業反転攻勢支援事業として計上したもので

ございます。 

 

小越委員  公募型プロポーザルで、株式会社ＡＴＯＭに委託されています。委託決定までの経過について

御説明ください。 

 

柏木政策調査グループ政策調査監 本委託事業者の選定に際しましては、公募型のプロポーザルを実施しており

ます。本事業には４社から応募がございました。審査委員会におきまして、事業目的に沿ったす

ぐれた提案となっているかなどを審査した結果、最高得点を獲得した事業者である株式会社ＡＴ

ＯＭを委託先として選定したところでございます。 

 

小越委員  お配りしました資料、ごらんください。選定委員は１次、２次とも県庁の次長、課長です。委

託費用１,９８０万円の内訳について御説明ください。 
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柏木政策調査グループ政策調査監 プロポーザルの際、事業者から提出された見積書の内訳でございますけれど

も、まずプロモーション戦略案の作成が５００万円、本県及び本県の地域資源のブランド価値調

査が９４０万円、意欲ある生産者などへの支援のためのヒアリング、あるいはセミナー開催など

が２６０万円、その他一般管理費などを合わせまして１,９８０万円となっております。 

 

小越委員  ブランド価値調査費９４０万円、マクロミルのアンケートパネルを使っています。マクロミル

には幾ら支払ったのでしょうか。 

 

柏木政策調査グループ政策調査監 本事業につきましては、公募の際に県が提示をした限度額の範囲内におきま

して使用するに定める業務を実施したものでございます。ただ、経費配分は指定をしておりませ

んので、契約上、委託先事業者が業務執行に当たって支払った金額の明細までは求めておりませ

ん。そのため、株式会社マクロミルの支払い額は承知をしておりません。 

 

小越委員  セミナー開催費２６０万円、会場は県立図書館でした。４人の講師のうち、１人は知事、１人

はウエブ参加、２人がリアル参加です。図書館ですので、会場費はさほどかかっておりません。

講師の方には幾ら支払ったのでしょうか。 

 

柏木政策調査グループ政策調査監 先ほどの御質問と同様、各講師への支払い額につきましても、当方では承知

をしておりません。 

 

小越委員  ＡＴＯＭの親会社、オーパスのホームページによりますと、この講師のうち１人はＡＴＯＭの

取締役となっています。ＡＴＯＭに委託しているのに、ＡＴＯＭの取締役にも支払うのでしょう

か。 

 

柏木政策調査グループ政策調査監 講師それぞれについて幾らお支払いをしたのか、御指摘の取締役に関しまし

ても支払いがあったのかどうかということも、当方では承知をしておりません。 

 

小越委員  セミナー開催費２６０万円は妥当なのでしょうか。 

 

柏木政策調査グループ政策調査監 先ほど御説明をさせていただきましたとおり、セミナー等の開催費用が２６

０万円ということでございますけれども、セミナーそのものの開催費用はおおよそ半分というこ

とで見積もりをいただいております。それ以外、セミナーを開催する前に県内のさまざまな事業

者へのヒアリング、あるいはセミナー開催後の事業者を集めた意見聴取、それから今後の方向性

の検討等々の費用を含めて２６０万円ということで積算をされております。 

 

小越委員  県が出しました業務仕様書によりますと、「ヒアリング等に係る経費は受託者が負担すること」、

つまりこれは、セミナー開催費の中ではなく、ＡＴＯＭが負担するのではないですか。 

 

柏木政策調査グループ政策調査監 必要な費用といいますのが、事業者が移動に要する経費、あるいは会場を設

ける際に必要な費用ということで、認識をしております。意欲ある生産者への支援ということで、

必要な検討を行う業務の中で、さまざまな事業者にヒアリングを行っておりますけれども、それ

ぞれ具体的に実際に幾ら経費が要したのか、詳細までは承知をしておりませんけれども、事業の

組み立てを考える、あるいは今後の展開を戦略に反映するといったもろもろのコンサルティング

業務を行っているものと認識をしております。 

 

小越委員  業務仕様書には「ヒアリング係る経費は受託者が負担すること」って書いてあるんですよ。そ
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れなのに、それはＡＴＯＭに支払ったからいいということになるのでしょうか。マクロミルにも

セミナー講師にも幾ら支払ったか、県は把握していない。それでよいのでしょうか。どう認識さ

れていますか。 

 

柏木政策調査グループ政策調査監 契約額の範囲内で仕様書に求める業務を効率的かつ効果的に実施することを

求めておりますので、契約上、支払い明細は求めておりません。 

  なお、県が求める業務内容が履行されているかどうか、確実に履行されているかどうかにつき

ましては、委託業者とのミーティング、あるいは業務実績報告書によりまして、確認をしており

ます。 

 

小越委員  委託業務契約書によりますと、委託業務に要した経費の帳簿、証拠書類は５年間保存すると書

かれております。委託先に幾ら支払ったのか、県は確認する必要があると思いますが、いかがで

すか。 

 

柏木政策調査グループ政策調査監 委員御指摘のとおり、確かに関係帳簿の保管は義務づけております。ただ、

業務実績に照らして適切な履行が行われていると確認をしておりますので、現在のところ、支払

い明細につきましては特別な確認をしておりません。 

 

小越委員  セミナー開催、リアル会場参加は２１人、オンラインの参加は６４人です。参加者数も少ない

と思います。その割に高額過ぎると思います。この事業は、７月１０日付でＡＴＯＭに同じよう

な事業が農政部で委託されております。マクロミルのアンケートパネルも農政部が使っておりま

す。同一時期に農政部と観光部の委託先が同じです。選定委員には、農政部、観光部の人も入っ

ています。委託業務の費用を把握しようともしない。余りに不自然です。さらに、今年度、地域

プロモーションとしてＡＴＯＭが５,８３２万円で受けていることを指摘しておきます。 

 

       （訟務管理費について） 

  次に、質問時間の配分の関係で、まず総７ページ、訟務管理費について伺います。 

  調査業務委託６,６００万円の委託経過について伺います。いつ誰がどのような理由で６,６０

０万円の支出を決定したのか御説明ください。 

 

眞田行政経営管理課長 本件につきましては、別に住民訴訟が進行しております。そちらへの影響も考慮しなけ

ればならない状況にはございますけれども、決算認定をお願いしているという立場からお答えを

させていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

  まず、お尋ねの点でございますけれども、令和２年１１月議会におきまして、和解の件が継続

審議となっております。１１月議会閉会後、知事から、住民訴訟が継続となる可能性が高くなっ

たということから、早急に県の主張を補充・補強するようにという指示がなされまして、県にお

きまして、今後の作業内容を検討、調整いたしまして、年明けの令和３年１月に必要とされる決

裁手続を経まして、契約を締結したものでございます。 

 

小越委員  知事からの指示だったということですね。 

  それで、この６,６００万円の妥当性について、財政課としてこの金額は高いと思わなかったの

でしょうか。問題はないと考えたのでしょうか。 

 

高橋財政課長  事業費の規模につきましては、事業の内容や必要性、緊急性などの積算を踏まえながら判断を

したものと承知をしていますので、必要な経費を計上したものと考えています。 

 

小越委員  財政運営のことを考える中で、６,６００万円は知事の指示だからといって、そのまま年末に流
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用してやったのは、不自然だと思います。 

  そこで、タイムチャージの採用についてです。タイムチャージを採用しておりますが、実際の

業務時間を確認したのでしょうか、まずお伺いします。 

 

眞田行政経営管理課長 契約に基づきまして、県から示した業務完了報告書により報告がなされているものでご

ざいます。成果物である中間報告書の内容、業務中途におきます連絡実績等々から、委託した業

務は適切に行われていると判断しているところでございます。 

  なお、住民監査請求における監査結果におきましても、多くの関係資料の確認を行いながら中

間報告書を取りまとめているということから、相当な作業時間を費やしていると解されると、県

の主張をお認めいただいているところでございます。 

 

小越委員  この業務に携わった３人の弁護士さん以外に、先ほど宮本委員からもありましたアソシエイト

の方々が携わったということはあるのでしょうか。 

 

眞田行政経営管理課長 契約上、そのような報告を求めるという定めにはなっておりませんので、こちらでは承

知しておりません。 

 

小越委員  では、この６,６００万円は、誰が何時間やったのか確認していないわけですよね。３人の弁護

士なのかアソシエイトか、わからない。これでは、タイムチャージを採用しているのが余りに不

透明だと思います。裁判所に提出した書面と中間報告書は、大半が同一文書であります。中間報

告書提出前に、裁判所に提出されております。この６,６００万円と弁護士費用と、二重払いでは

ありませんか。 

 

眞田行政経営管理課長 本調査業務委託につきましては、令和２年１１月議会におきまして、和解の件が継続審

議となったことによりまして、訴訟を今後追行するに際しまして、県の主張・立証を早急に補充・

補強する必要性が生じたことを第一に行ったものでございます。このため、中間報告書と裁判所

提出書面、準備書面等々が重複することは当然のことでありまして、調査の過程の中で判明した

事項につきまして、裁判所提出書面に反映されているものでございます。 

 

小越委員  年末、知事の指示のもとに、十分な検討もなく巨額を支払い、予算の流用で議会に諮ることも

なく、しかも二重払いであることは濃厚だと思います。県の監査が認めたと思って正当とは言え

ません。今、違法であると裁判所にも訴えられております。このような６,６００万円は県財政に

損失を与えたことにより、私は大きくこの問題を指摘しておきます。 

 

       （新型コロナウイルス対策について）  

  次に、説明資料産５ページ、商工諸費のコロナの営業時間短縮による協力金の支払いについて

伺います。 

  まず、協力金の件数と支払金額について伺います。 

 

山岸産業政策課長 令和２年度中に支給した協力金の支給件数は１,５３６件、支給額は８億５,０５２万円です。

なお、協力金は令和３年度に繰り越して、再度の申請期間も設ける中で支給しており、令和３年

１０月末までの全体の支給件数は４,２９３件、支給額は２２億３,６４０万円となっております。 

 

小越委員  昨年度支払ったのが１,５３６件。しかし、対象は４,９３９件っていうことで、大幅に違いが

あるのはなぜですか。 

 

山岸産業政策課長 お答えした１,５３６件は、令和２年度中の支払い分ということです。申請件数は４,５４８
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件となっておりまして、全体で４,２９３件まで支払いをしております。 

  差につきましては、審査の結果、不交付となったもの、これにつきましては、例えば営業の実

態が伴っていなかったものなどがございます。 

 

小越委員  不交付となったところが３,０００件もあったということですか。 

 

山岸産業政策課長 令和２年８月から３月８日までの申請が４,５４８件、支給件数が１,５３６件で、残りは令

和３年度に繰り越しをして支給をしているということです。不交付決定につきましては１４３件、

それ以外に申請者から申請取り下げがあった分が１２２件ありますので、ほかにつきましては支

給をしているということになります。 

 

小越委員  この協力金の支払いは、グリーン・ゾーン認証のお店を条件にしたと聞いております。それで、

１月末のときに、このグリーン・ゾーン認証の申請を急に駆け込んだ方がいらっしゃると聞いて

おります。１月末の支払い対象件数がなぜふえたと思いますか。 

 

山岸産業政策課長 グリーン・ゾーンの認証につきましては、委員御指摘のとおり、１月２３日以降、２,０００

件を超える追加の申請がございます。これにつきましては、この店舗がしっかりと感染対策をと

って、お客様を安全にお迎えするということで、御協力をいただいたものと認識をしております。 

 

小越委員  １月に協力金を出すに当たって、グリーン・ゾーン認証を条件としました。だから、１２月末

のときと比べて、申請が急増したと思います。それは、協力金が支給されるからグリーン・ゾー

ンの認証を取らなくてはならないということで、グリーン・ゾーンの認証をしないと協力金がい

ただけないからだったと思います。事業所は現金給付を切に求めていた裏返しだと、私は思いま

す。支援金をこの間、山梨県は出しておりません、昨年度。県独自の支援金を出さなかった。こ

の姿勢は、コロナ対策において、後手になったということを指摘しておきます。 

 

       （県の財政運営について） 

  次に、監査委員の審査意見書２ページから１２ページの県の財政運営についてです。 

  コロナ対策で、地方創生臨時交付金やコロナ感染緊急包括支援金が交付されました。コロナ対

策で、県単独で費やした金額は幾らあったのでしょうか。 

 

高橋財政課長  新型コロナ対策につきましては、通常想定されない需要でございますので、個別補助金がある

場合を除いて、国の緊急包括支援交付金や地方創生臨時交付金を活用することが基本だと考えて

ございます。このほか発生した一般財源につきましては、例えば保健所における人件費の増や宿

泊療養施設におけるスタッフの人件費などがございますが、通常の業務との切り分けが難しいこ

とから、金額でお示しすることは困難でございます。 

 

小越委員  金額はどうして示されないのですか。県単独のいろんなところにそれがないと、県としてどの

ような実績があるかわからないのですが、どうしてわかんないんですか。 

 

高橋財政課長  基本的には、コロナ対策に必要な経費は個別補助金や、そして包括支援交付金、そして臨時交

付金を活用しておりますので、一般財源を活用している事業というのは、ほぼないという状況で

す。 

 

小越委員  コロナ対策で、県単独で費やしたお金はほぼないという答弁がありました。緊急包括支援金、

約２６０億円交付され、６１億円返還するということになりました。地方創生臨時交付金は、昨

年度、１１０億円全て充当したと答弁がありましたが、そもそも臨時創生交付金は幾ら県に交付
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され、昨年度の執行額は幾らなのか伺います。 

 

高橋財政課長  令和２年度におきます地方創生臨時交付金の配分額でございますが、地域の実情に応じて実施

をいたします単独事業などに幅広く活用できる交付金、これが２２４億円余、そして営業時間の

短縮要請に応じて飲食店等に対する協力要請の推進枠が６億８,０００万円余、合わせて２３０億

８,１００万円余でございます。このうち、令和２年度の事業に充当し、年度内に執行した額は１

１０億４,６００万円余でございます。 

 

小越委員  先ほどの委員の質問の中で、この臨時創生交付金は、令和３年度全て充当するという答弁があ

りました。先ほど、県単独のコロナ対策に費やした予算はほとんどないという答弁がありました。

この間、財源が不足するからとして、県独自の事業所への協力金はありませんでした。しかし、

決算から見ると、財政調整基金の取り崩しは回避し、財政収支も改善。昨年度は黒字に回復して

います。財源がないと不安だけを言いながら、やるべきことをしていかなったとも言えることを

指摘しておきます。 

 

       （訟務管理費について） 

飯島委員  まず、訟務管理費についてであります。 

  本日、今まで私の前に５名の委員がこの案件で発言されています。間違いなく、県議会イコー

ル県民の関心の高さを示すものだと思います。 

  流用という手続は、法的には何ら問題がないのは承知しております。しかし、専決処分と比較

しますと、専決処分であれば、その次の議会において承認という手続があり、議会としてその内

容を知ることができ、議決することができます。一方、流用は、今回の事案でもそうですが、表

面には出ないものだから、議会に知れずして支出されてしまっています。議会が蚊帳の外です。

議会が正常に機能してない状態であります。まず、このことをお認めになっていただけますね？ 

 

眞田行政経営管理課長 まず、先ほど来申し上げておりますけれども、この調査委託につきましては、別に住民

訴訟を進行してございますので、影響も考慮しなければならない状況にございますけれども、決

算認定をお願いしているということでございますので、御答弁をさせていただきたいと存じます。 

  まず、本件の流用の関係でございますけれども、流用につきましては、経費の性質にかかわら

ず、法令の範囲内であるということを前提といたしまして、緊急性などを考慮して、流用の可否

を判断しているところでございます。 

  また、地方自治法、逐条解説等々におきましても、政策的経費等における流用を禁じることは

示されておりません。 

  また、この調査委託ですけれども、住民訴訟の追行に必要なものであったこと、緊急性が高い

ことから、既定予算から所要経費を流用し、対応したものでございます。 

  流用につきましては、先ほど来から申し上げたとおり、地方公共団体の予算執行のため、積算

内訳である目や節をまたいで融通するということは、地方公共団体の長に専属する予算の執行権

の範囲内でございます。 

  また、最終的な流用の状況もあわせまして、決算の状況、決算報告書、歳入歳出決算報告書に

取りまとめまして、県議会へ御報告いたしまして、当決算特別委員会において御審議をいただく

ということになりますので、決算にあわせまして、流用の状況も報告されるものであると認識を

してございます。 

 

飯島委員  長々答弁ありがとうございました。ただ、私の質問に答えていただけなかったことが残念です。 

  時間がないので進めます。 

  この流用が法的に認められるということを勘案しても、本来の流用の趣旨は、今回のような特

殊な政策的な経費、それもこのような６,６００万円という高額な支出を本来は想定していないの
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ではないかと私は思いますが、見解をお願いします。 

 

眞田行政経営管理課長 先ほど申し上げたとおり、地方自治法と逐条解説などにおきましても、このような政策

的な経費への流用を禁じるということの解説は示されておりません。 

 

飯島委員  予算においても、流用して当該事業を実施した旨の説明がない限り、議会として支出の正当性

等を全く審査できない状況に置かれているのです。これが全く議会が機能してない状態であるこ

とを改めて申し上げます。 

  最後に、では、ほかに政策的な経費として議会に説明せずに流用した事例は、昨年度はあるの

でしょうか。 

 

高橋財政課長  流用した事例があるかどうかという御質問でございますが、流用につきましては、金額の大小

もございますし、案件にもよりますけれども、規定の予算の中で経費を融通するということは行

われているものでございますので、このほかにも存在をしていると承知をしています。 

 

飯島委員  ちょっと理解できなかったのですが、今後、決算委員会が過ぎても、正常な議会のためにこう

いう議論は必要だと思います。 

 

       （宿舎管理費について） 

  総７ページの宿舎管理費についてであります。 

  事前に令和元年度分と令和２年度分の比較表をいただいております。その比較表の内訳で、需

用費、役務費、委託料、工事請負費、交付金は、令和２年度は令和元年度に比べ減少しています。

使用料及び賃借料だけがふえていることが確認できました。この使用料及び賃借料の中に知事宿

舎借り上げが含まれていますが、そのふえた原因はこれに起因するのか、まず伺います。 

 

小澤資産活用課長 知事宿舎の借り上げ料が、令和２年度が令和元年度に比べて増加しているという点について

でございますが、令和２年度は１年間を通して借り上げを継続しております。令和元年度につき

ましては、年度の途中の１０月から入居といいますか、契約を開始したということで、その分の

差額が増加しているということでございます。 

 

飯島委員  期間が違うということで、明白になりました。 

  それで、一体、知事宿舎借り上げ賃料は月額幾らになるのでしょうか。 

 

小澤資産活用課長 賃料は１カ月当たり１７万４,０００円でございます。 

 

飯島委員  この賃料を決定するのに、どのような手続きでこの賃料が決まったのでしょうか。 

 

小澤資産活用課長 県におきまして、不動産鑑定士から適正な家賃額についての意見を徴したところでございま

す。賃料は、その金額をもとに相手方と合意して、決定したところでございます。 

 

飯島委員  よくありがちな話ですけれども、入居に際してリフォームや改修ということがよくありますが、

そのような実績はあるのですか。 

 

小澤資産活用課長 県では、入居に当たり、リフォームや改修等は行っておりません。 

 

飯島委員  最後に、賃料の支払い先を教えていただけますか。 
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小澤資産活用課長 支払い先、つまり家主の情報につきましては、知事の宿舎の場所、位置、具体的なものが特

定されるおそれがあることから、情報提供は差し控えさせていただいているところでございます。

知事の宿舎につきましては、知事の身体の安全確保の観点から、その具体的な場所が特定される

おそれがある情報については、従前よりお答えは差し控えているところでございますので、御理

解いただきたいと思います。 

 

飯島委員  質問ではありませんが、県民の血税である県費の支払い先を公開できないというのは極めて不

自然であり、到底県民の納得することではないことを申し上げて、終了します。 
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質疑 県民生活部、警察本部関係 

 

（甲斐警察署の整備について） 

猪股委員    説明資料の警４ページ及び６ページ、警察本部庁舎等整備費に関する甲斐警察署の整備につい

て、幾つか伺います。 

  甲斐警察署の整備費執行残について伺います。甲斐警察署は、人口動態、事故や犯罪の発生状

況等を考慮し、加えて警察署機能の向上等から現在の場所に移転が決まり、令和３年度の供用開

始に向けて工事が進められてきたと承知しております。警察本部庁舎等整備費の支出が２０億２,

０００万円余となっておりますが、そのうち甲斐警察署に係る整備費及び執行残についてまず伺

います。 

 

進藤会計課長  警察本部庁舎等整備費のうち、甲斐警察署の建設事業費につきましては１８億６,７９０万８５

３円であり、その主な内訳としましては、工事請負費１８億４,５６４万３,７８０円、備品購入

費１,５４３万４,２１０円などであります。また、甲斐警察署建設事業費の執行残につきまして

は６,４８１万９,１４７円であり、その主なものは工事請負費であります。 

 

猪股委員    次に、新庁舎の特徴について伺います。甲斐警察署は、県下１２警察署の中で最も新しい警察

署となります。そこで、新たな警察署を建設するに当たって、他の警察署と比較して、機能性や

効率性等の面において強化したものがあるかを伺います。その辺に対してお伺いいたします。 

 

進藤会計課長  他の庁舎と比較した機能性などの特徴につきましては、来庁者の利便性の向上性を図るため、

来庁者用の駐車場を約４０台分ふやしたほか、大規模災害に適応できる災害警備拠点機能を強化

するため、２階以上のフロアに電気室、発電機室等を配置しました。また、女性が働きやすい職

場環境とするため、女性専用の休憩室、シャワールームを整備したほか、女性用更衣室にシャン

プードレッサーを設置したところであります。 

 

猪股委員    次に、供用開始に伴う業務の継続について伺います。令和３年５月の新庁舎の供用開始に伴い、

滞りなく業務の継続を図ることができたのか伺います。また、警察署が韮崎市から甲斐市に移転

したことで、韮崎市民の治安維持に関する不安解消をするためにどのような取り組みを行ったの

か、伺います。 

 

川口警務部参事官 甲斐警察署の移転に伴います業務の移行をスムーズなものとするために、県警察におきまし

ては、業務の移転・移行に必要な作業でありますとか生じるであろう問題点について、各部門に

おける専門的な観点からさまざまな検討を事前に重ねてまいりました。 

  また、地域の住民を初め県民の皆様方には、移転に関する情報について、ホームページや、あ

らゆる広報媒体を利用して情報を提供するなど、周知を図ってきたところでございます。 

  その上で、引っ越しに伴う警察署の機能に停滞を生じさせないため、窓口利用の少ない休日、

今回につきましてはゴールデンウイークが間近でありましたので、そういった期間を利用いたし

まして、作業や各種システムの変更を行うなど、配意してまいりました。このような取り組みに

よりまして、特に問題点もなく、また警察署の機能に支障を来すこともなく、新庁舎への円滑な

業務の移行が図られたものと認識しております。 

  次に、警察署の移転に伴いまして、韮崎市民の治安に関する不安解消に向けた取り組みについ

てお答えをいたします。 

  県警察では、警察署の移転建てかえに関しましては、新しく警察署が設置された現在の場所が

管内の中心に位置することや、国道２０号を初め主要幹線道路に面すなど、非常に交通アクセス

が良く、警察の機動力を最大限に生かすなど、治安に対する効果につきまして事前に丁寧に両市

の皆様に説明をさせていただき、御理解をいただいてきました。 
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  その上で、ＪＲ韮崎駅前に設置されました韮崎駅前交番の老朽化に伴いまして建てかえを行う

に際しましては、さまざまな交番の機能強化を図りつつ、韮崎市の新たな治安拠点とすべく、警

察署の運用開始に先駆けまして、韮崎交番といたしまして新しい交番を開所いたしたところでご

ざいます。 

  この韮崎交番には、県内で唯一警部を配置しているほか、困り事などについて、警察署に行か

なくても交番において、プライバシーに配慮しつつ相談を受理できるような相談室を設置したり、

また、運転免許証の記載事項の変更等、一定の手続につきましても交番において受けられるよう

な人員を配置したりですとか、交番機能を大幅に強化いたしました。加えて、市民の方々が交番

を利用しやすくするために駐車スペースの拡大を図るなど、利便性の向上にも努めたところでご

ざいます。 

  今後におきましても、韮崎市の新たな治安拠点を中心に、迅速な事案、事件・事故対応、また

住民への行政サービスの向上に向けてしっかりと取り組んでまいりたいと考えております。 

 

猪股委員    この新しい警察署が地域の安全を守る警察活動の新たな拠点となり、両市民に安全と安心をよ

り一層実感してもらえるよう、しっかりした取り組みをいただくことをお願い申し上げ、質問を

終わります。 

 

       （女性活躍社会の実現について） 

乙黒副委員長  それでは、女性活躍社会の実現についてお伺いいたします。主要施策成果説明書の６３ページ

に記載してあります。 

  まず初めに、女性が活躍できる社会を実現するためには周りの人々の意識を改革する必要があ

ると思いますが、事業の詳細についてお伺いします。 

 

雨宮県民生活総務課長 女性の活躍推進や、男性の家事・育児参画を積極的にサポートする県内企業をふやしま

して、女性が働きやすい職場環境を整えるために、女性活躍応援プロジェクト事業を実施してお

ります。このプロジェクト事業では、企業経営者や管理職、女性などに向けまして講演会や研修

会、セミナーを実施し、対象ごとにアプローチをしております。 

  また、経済団体や企業、行政などの関係機関２１団体が連携・協力しまして、女性活躍推進を

進めるためのネットワーク会議を開催し、取り組みを効果的に進めるため、昨年度は県の取り組

みや県内における女性活躍先進企業３社の取り組みについて発表したところです。 

 

乙黒副委員長  さまざまな立場の皆さんが連携して、こういった意識を高めていくことは大事だと思いますが、

特に企業内における女性の立場はまだまだ弱い部分が多くあると思います。そんな中で、企業に

対する施策について詳細をお伺いします。 

 

雨宮県民生活総務課長 企業に対しましては、対象ごとに講演会や研修会などを実施し、働きやすい職場環境づ

くりに向けた企業の取り組みを支援しております。 

  具体的には、企業経営者や管理職を対象とした女性活躍先進企業に学ぶ研修会、これには１６

５名。人事担当者などを対象とした女性活躍企業育成セミナーには３６名。女性社員などを対象

としたキャリアデザイン研修会には２２３名。経営者や男性社員を対象としたイクメン・イクボ

ス推進セミナーには３７名。合計で４６１名が参加しております。 

  参加者からは、「他社の取り組みを知る機会はなく、参考になった」「管理職の意識改革が大変」

などの声がありまして、アンケートでは９割を超える参加者が「女性活躍を推進していく上での

動機づけになった」と回答しております。さらには、女性活躍推進に取り組む企業を、基準に基

づきまして山梨えるみん認定企業として認定しております。 

 

乙黒副委員長  さまざまな試みによっていろいろと女性の立場がどんどんよくなっていけばいいなと思います
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が、山梨えるみんといった認定をしっかりと発信していただいて、認定を取った企業が、よりそ

こに就職したいと思えるような醸成も必要だと思いますので、しっかり発信も伴ってやっていた

だきたいなと思います。 

  最後に、男性が子育てにかかわる意識を高めていくことも重要であると考えますが、そういっ

た男性への施策について詳細をお伺いします。 

 

雨宮県民生活総務課長 当課では、イクメン・イクボス推進セミナーというのを実施しております。昨年度は、

社会保険労務士であり、厚生労働省の仕事と家庭の両立支援事業の育児プランナーが講師となり

まして、仕事と育児の両立支援のための意識改革や働き方の見直しを行うために、職場全体で男

女を問わず働きやすい環境づくりに向けた取り組みや、育休取得、復帰に向けた環境整備につい

て研修を行いました。 

 

乙黒副委員長  イクメンとかそういう言葉は、逆に今もう死語となりつつあるのかなと。そんなこと言わない

でも、さらっと当たり前のようにやる環境というのがやはり大事だと思いますので、山梨県が女

性にとって優しい部分になるように、これからもぜひ継続してください。 

 

       （食の安全・安心の確保及び食品ロスの削減について） 

大久保委員   食の安全安心の確保及び食品ロス削減の推進という観点から、主要施策成果説明書１３４ペー

ジにございます点についてお伺いさせていただきます。 

  まず１点目ですが、県民が健康で安全安心に暮らせるためには、食の安全安心の確保に向けた

取り組みが非常に重要であると考えます。昨年度、主要施策成果説明書１３４ページによります

と、広域食品表示合同調査を４回したと記載されておりますが、この調査の目的とその結果につ

いて、まずお伺いいたします。 

 

望月県民安全協働課長 この調査につきましては、県民が食品を選択する際に重要な情報源となります食品表示

の適正化を推進しまして、食品に対する県民の皆様方の安全安心を確保することを目的としまし

て実施してございます。 

  実施に当たりましては、福祉保健部、具体的には衛生薬務課になりますが、また関東農政局な

どと連携いたしまして、スーパーマーケットなどの食品販売店におきまして、食品表示法等に基

づいた適正な表示がなされているかどうかについて調査するものでございます。 

  昨年度につきましては３４店舗、品目でいいますと１万３,０９５品目、１店舗当たり約４００

弱になりますけれども、その品目の生鮮加工食品を調査した結果、９９.４％が適正に表示されて

いたということを確認してございます。 

 

大久保委員   数多く、そしてまた高い確率で調査、問題なしという今答弁がありましたけれども、食のグロ

ーバル化が進みまして、輸入食品が増加する中、日本に入るまでの経路、食品添加物等、食の安

全・安心を確保するためには、県による調査のほか、県民が食に対する不安を抱くことがないよ

う、相談体制の整備や食に関する正確な情報提供も極めて重要であると考えますが、県の取り組

みについてお伺いいたします。 

 

望月県民安全協働課長 県では、食の安全に関する専門の相談窓口ということで、「食品安全１１０番」というも

のを設置してございます。インターネットのメールですとか電話、この電話につきましては、専

用の回線を当課に引きまして職員が対応しているものですけれども、そこで寄せられた県民から

のお問い合わせや相談について対応してございます。 

  また、「やまなし食の安全・安心ポータルサイト」というサイトをホームページにつくってござ

いまして、そこでの情報提供ですとか、あと情報誌『かいじ号』というものがございますが、そ

れを通じまして、食に関する知識や情報などを県民に御提供させていただいているところでござ
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います。 

  さらに、先ほど答弁をいたしました合同調査のほかに、消費者の方々を食品表示ウオッチャー

ということで委嘱させていただいてございます。県内で９８名現在いらっしゃいますけれども、

その方々に日常の買い物等を通じてモニタリングをしていただいて、適正な表示を確保して、県

民の方々への情報提供に努めてございます。 

  今後もこうした取り組みを通じまして、県民の食の安全安心の確保を図ってまいるところでご

ざいます。 

 

大久保委員   もう１点でございますが、我が国では食料の６割を輸入に頼っている一方で、まだ食べられる

にもかかわらず捨てられる食品ロスが国の推計によると年間６００万トンということで、旅館の

宴会とか、そしてまたコンビニの期限前の廃棄と、非常にもったいないという気持ちが強くなる

わけでありまして、またＳＤＧｓにおいても、食料廃棄の削減は重要な柱として位置づけられて

おりまして、食品ロス削減の推進が喫緊課題であると考えます。 

  県では昨年度、食品ロスに関する意識調査も実施され、食品ロス削減の基本方針となる計画を

策定したとありますが、調査結果をどのように計画に反映させたのか、また今後、食品ロス削減

に向けてどのように取り組んでいくのか、具体的な取り組みをお伺いします。 

 

望月県民安全協働課長 昨年度の調査につきましては、県民そして食品営業許可を取得している県内事業者を対

象に実施したところでございます。その結果、食品ロス削減に向けた取り組みを実施していると

回答した県民は９割を超えてございます。また、事業者につきましても、約８割と関心の高さが

うかがえてございます。しかしながら、我が国ではいまだに大量の食品ロスが発生していること

から、県民や事業者に対して、削減に向けた取り組みを一層促進していくことといたしまして、

計画の重点施策に位置づけたところでございます。 

  次に、食品ロスの削減に向け、どのように取り組んでいくかについてでございますけれども、

計画を踏まえた取り組みといたしまして、今年度は、食品ロス削減を意識した消費行動ですとか

生産活動を実践できるよう、１０月の食品ロス削減月間に合わせまして、消費者及び事業者向け

の研修会をそれぞれ開催しまして、削減に向けた取り組みの事例紹介などを行ってございます。 

  また、食品を無駄にしない調理方法ですとか保存方法を学ぶ料理教室を、１０月から１２月に

かけて県内４圏域で実施しまして、その様子をＳＮＳ等で広く発信して、県民の意識の醸成を図

ってまいりたいと考えてございます。さらに、食品ロス削減に向けた協力体制を構築するため、

官民一体の推進会議を設置したところでございます。 

  今後につきましては、消費者、事業者、市町村と緊密に連携しながら、食品ロス削減に向けた

意識の醸成を図りつつ、県民の自発的な取り組みを促進し、食品ロスの削減に向け、取り組んで

まいりたいと考えてございます。 

 

大久保委員   今、生活困窮家庭へ食料を集めて配付されている団体が多くございます。市町村、コンビニ、

関係団体の連携を図りまして、問題解決に向けてさらに前進することを切望いたしまして、次の

質問に入らせていただきます。 

 

       （地域公共交通等の確保について） 

  続きまして、主要施策成果報告書の１１４ページに記載されております地域公共交通等の確保

ということで、幾つかお伺いさせていただきます。 

  県民の足となる地域公共交通の確保は、交通弱者の救済、公共交通空白地の解消のためには不

可欠でありまして、年々その重要性が増大しております。「地域公共交通における課題等を関係者

と共有して」とありますが、具体的に事業者、市町村、利用者等、どのように共有したのか、ま

ずお聞かせください。 
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藤原交通政策課長 県では、県内を甲府盆地南西、峡東、峡北、峡南、富士北麓、東部の６地域に分けて、市町

村、バス事業者、国の山梨運輸支局を構成団体として、地域内のバス交通の利便性向上や活性化

に関することなどを検討するため、平成２５年度から地域バス路線検討会を開催しております。 

  鉄道やデマンド交通の有無など、バス以外の交通手段の状況につきましては地域ごとに違いが

あるため、検討会ではそれぞれの特性に応じた施策を関係者が連携して行うことを目指しており、

地域の課題解決の貴重な場となっております。令和２年度に開催した検討会では、コミュニティ

バスやデマンド交通などの地域内交通の再編や利用促進策、地域公共交通に対する新型コロナ関

連の支援策などについての意見交換が行われたところでございます。 

 

大久保委員   地域公共交通が今バス路線、デマンドタクシーとか、そしてまた市町村によってはさまざまな

運行形態もとられておりまして、再編整備等、簡単にはいかないと思いますが、どのような検討

がなされているのか、具体的に前進された取り組みについてお伺いいたします。 

 

藤原交通政策課長 市町村では、「地域公共交通会議」等を通じて、再編整備等の合意形成を行っているところで

ございます。会議の開催に当あたり、県では地域バス路線検討会の開催や市町村訪問、それから

アンケート調査の実施結果を市町村に情報提供し、市町村ではその結果をもとに他の市町村が有

する課題等の把握を行い、路線の新設や延伸等を検討しているところでございます。 

  具体的には、令和２年度は、甲州市における循環線の新設や富士川町におけるコミュニティバ

スの青洲高校への延伸など、五つの市町において再編が実施されたところでございます。 

 

大久保委員   いろいろな自治体で問題になっておりまして、県として新たな交通サービス、例えば障害をお

持ちの方の初乗り券の補助ですとか、タクシーの初乗りの補助ですとか、免許返納の市町村によ

っては回数券も配っておりまして、いろいろな角度から検討が必要になるわけですけれども、新

たな交通サービスに向けて、今後の展望と具体的な取り組みについて、所見をお聞かせください。 

 

藤原交通政策課長 高齢化の進展でございますとか、御指摘のとおり運転免許証自主返納者の増加によりまして、

移動手段を必要とする交通弱者が増加しており、既存の公共交通では十分に対応できていないケ

ースがございます。こうした状況を踏まえまして、県では市町村、ＮＰＯ等による自家用有償旅

客運送など、公共交通を補完する新たな交通サービスの導入に向け、手引書の作成やセミナーの

開催、初期投資への助成制度を設けるなど、導入促進に取り組んでいるところでございます。 

  現在、公共交通空白地における自家用有償旅客運送においては、７市町村と１ＮＰＯによる３

０路線が運行されており、今後も地域交通の課題把握に努めながら、県民の足の確保につなげて

まいりたいと思っております。 

 

大久保委員   これからも高齢社会、核家族化が進みますので、市町村で差がない県としての対応と、また、

２４時間３６５日人は動きますので、予算がかかることとはいえ、そこら辺の対応を切にお願い

して、私の質問とさせていただきます。 

 

       （警察学校の機能強化について） 

藤本委員    説明資料警３ページ、警察学校の機能強化について伺います。 

  警察本部費の諸費の支出済額が２億６,３７３万７,０００円とありますが、諸費とはどのよう

な事業なのか、伺います。 

 

進藤会計課長  警察本部費の諸費につきましては、警察組織の管理運営に要する経費のうち、他の事業に属さ

ないものを計上しており、主なものにつきましては、会計年度任用職員の人件費１億６,６５６万

７,０００円、正規職員の赴任旅費３,７１５万５,０００円、警察学校給食業務の外部委託料９１

６万７,０００円などであります。 
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藤本委員    次に、採用試験に合格しまして、晴れて県民、とりわけ子供たちの憧れの的である警察官とな

ったものの、この警察学校に入校中に辞職される方もおられると聞いていますが、警察学校で辞

職される方はどのくらいおられるのでしょうか。また、その実態とその要因について伺います。 

 

瀬戸警察学校長 平成２８年度から令和２年度の５年間におきます採用者３５８人のうち、初任科入校中の辞職

者は１２人おりました。採用者全体に占める辞職者の割合は、約３.４％でありました。主な辞職

の理由は、警察の仕事に適応できない、集団生活になじめないなどとなっております。 

 

藤本委員    ５年間で１２人やめたということですが、さまざまな理由があると思いますけれども、今後も

警察学校の辞職者抑制のための対策、ぜひ山梨県から前例をつくるというくらいの覚悟で、さら

なる取り組みを期待いたします。 

  次に、警察学校は大変厳しくつらい場所というイメージを持つ県民が多いように見受けられま

す。県民に警察学校を知ってもらい、身近に感じてもらうことは、警察行政の推進に寄与するだ

けではなく、ひいては警察官の採用試験受験者の増加にもつながると考えます。 

  そこで、県民が警察学校をより身近に感じ、知ることができるよう、山梨県警察のホームペー

ジにおいて、入校から卒業までの主な行事の明示や、警察学校を動画で紹介する取り組みなど必

要だと考えますが、警察学校の認知度の向上方策について、どのような取り組みを行っているの

か伺います。 

 

瀬戸警察学校長 警察学校におきましては、山梨県警察のホームページに学校概要、カリキュラム等を紹介して

いるほか、ブログによりイベント等を写真つきで発信しております。また、警務部警務課が主催

する採用試験受験者を対象としたオープンキャンパスの開催や、入校式、卒業式を初めとした学

校行事の広報、県警Ｔｗｉｔｔｅｒによる情報発信を行っております。 

  今後も、山梨県で警察官になろうと考えている方だけではなく、多くの方に警察学校の取り組

みを御理解していただけるよう、動画の活用も含めて工夫を凝らし、効果的な各種情報発信に努

めてまいりたいと考えております。 

 

藤本委員    今後もぜひ、県民にとって身近な警察学校であり続けるよう、警察学校の認知度向上のための

施策の推進を期待します。 

  近年、警察官に占める女性の割合が増加傾向にあります。警察学校においても女性警察官の学

ぶ環境の配慮は欠かせないと考えますが、令和２年度、どのように取り組んでいるのか、実態と

成果について伺います。 

 

瀬戸警察学校長 警察学校におきましては、これまで平成２０年に各階に女性トイレを設置した本館が建設され

ましたほか、平成２８年度、男性用の学生寮を一部女性が入寮できるよう改修するなど、施設面

を整備しております。 

  また、現在は女性教官の複数配置や、身体接触を伴う術科訓練では女性同士で訓練をさせるな

ど、女性警察官の特性に配した教養に取り組んでおります。 

 

藤本委員    今後もぜひ女性警察官の学ぶ環境の配慮の継続と、さらなる充実を期待します。 

  警察官は、警察署のもとにある交番や駐在所が、県内全ての地域に根差した活動をすることで

県民との良好な関係性を築いていて、そうした活動がふるさとの、そして日本の治安がよい根本

でもあると考えます。警察学校における地域に根差した活動やそうしたことの重要性について、

令和２年度、学生に対してどのように指導しているのか、伺います。 

 

瀬戸警察学校長 県警察学校におきましては、当校周辺の保育園や小学校などから施設見学を受け入れるなど、
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警察学校の存在や活動に理解を得られるよう努めております。 

  また、委員御指摘のとおり、警察業務を円滑に進めていくためには、地域住民の協力なくして

はできないことから、警察学校においては、卒業配置されると最初に勤務することとなる交番、

駐在所における勤務として、市民との接し方や地域住民との良好な関係性の構築といったことに

ついても教えるなど、地域に根差した警察活動を行える警察官の育成に取り組んでおります。 

 

藤本委員    ぜひこの警察学校においても、地域に根差した活動は、今後警察学校を出た後にも基礎となる

部分に当たりますので、この学校の中でもさらに地域に根差した活動を進めていくことを望みま

す。 

  最後に、民間の各種調査では、警察官は子供たちの憧れの職業として常に上位に位置する職業

となっています。それもそのはずで、子供たちは警察官という職業に対し、困っている者を必ず

助け、悪い者を懲らしめる正義感や、交通指導や挨拶などから受ける優しさといったことを敏感

に感じ取っているからです。こうした正義感や優しさは、子供だけではなく全ての県民が警察官

に求めているものと思われますが、警察学校では、採用時の教養においてどのような指導・教養

を行っているのか、伺います。 

 

瀬戸警察学校長 警察学校における初任科教養としては、本部長、学校長、部外講師等による指導を初め、教職

員による授業や警察官の活躍を取り上げた番組の視聴等によりまして、誇りと使命感を持った警

察官を育成するよう取り組んでおります。 

  今後とも、委員が御指摘される市民感覚の正義感や優しさを備えた、子供たちの憧れの職業を

体現できる警察官の育成に努めてまいりたいと考えております。 

 

藤本委員    ぜひ、県民の望む警察官として必要な知識や技能を身につけるために設けられている警察学校、

非常に大事であると考えます。今後も警察組織を挙げて魅力ある警察学校づくり、前に進めてい

くことをお願いしまして終わります。 

 

       （高度サイバー捜査員育成プログラムについて） 

桐原委員    説明資料警４ページ、ＳＮＳの利用やキャッシュレス決済など、インターネットの世界、すな

わちサイバー空間の利用では、今や県民生活に欠くことのできないものとなる中、オンラインバ

ンキングを利用した不正送金事件等、サイバー犯罪が県民の安全安心を脅かす要因となっている

ものと承知しております。これらサイバー犯罪に対処するため、人材育成プログラムを昨年から

開始したと承知しておりますが、どのように実施したのか伺います。 

 

平井生活安全部参事官 複雑・巧妙化する現在のサイバー犯罪捜査に対応するには、高いレベルの知識・技能を

持った捜査員を早期に育成する必要がありますので、捜査員の中から特に強い学習意欲を持った

者に集中的に教養を行う方法での人材育成に取り組むこととし、令和２年度から山梨県警察高度

サイバー捜査員育成プログラムを制定し、研修員１５名を指定して研修を行っております。 

  昨年度、この育成プログラムでは年間１７回の研修会を行いました。通信講座による講習など

を取り入れた学習を行い、１５人中１４人が経済産業省の国家資格であるＩＴパスポート試験に

合格しています。 

 

桐原委員    高度サイバー捜査員育成プログラムにより、その成果が上がっているとのことは承知をしてお

りますが、このプログラムは単年度で完結するものではなく、複数年のスパンで取り組むものと

思われますが、今年度及び来年度以降、どのようにプログラムを進めて人材育成を行っていくの

か、伺います。 

 

平井生活安全部参事官 委員御指摘のとおり、このプログラムは単年度で完結するものではありませんので、継
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続して計画的な運用に取り組んでおります。令和３年度の研修員の指定ですが、昨年度の研修員

のうち７人を継続して指定し、さらに８人を新たに指定して、１５人としております。 

  今年度は、昨年度同様のＩＴパスポート資格に加え、継続指定の研修員にはさらに上位の国家

資格にもチャレンジをさせ、合格に導きたいと考えております。さらには、継続した研修により、

サイバー捜査の手続や、パソコンやスマートフォンの解析手続などを身につけさせるとともに、

その身につけた能力をはかる警察庁のサイバー犯罪等対処能力検定の最上位を取得できる力を持

った人材の育成を目指しております。 

  来年度以降もこのプログラムを継続して行い、生活安全部門を問わず、あらゆる警察部門にサ

イバーセキュリティーに強い人材を配置することができるよう、取り組んでまいります。 

 

桐原委員    このサイバー犯罪というのは、さらに複雑になってくるものと思われます。ぜひともすばらし

い人材を育成して、しっかりと県民の安心安全のために人材育成をよろしくお願いいたします。 

 

       （県警ヘリコプターはやてについて） 

  それでは、次の質問に移ります。説明資料警３ページ、警６ページにあります県警ヘリコプタ

ーはやてについてお伺いをいたします。装備費の航空機維持費の支出額が５,５４０万４,０００

円とありますが、この航空機維持費とはどのような事業なのか、お伺いをいたします。 

 

進藤会計課長  航空機維持費につきましては、県警察が保有しておりますヘリコプターはやてのジェット燃料

費、修繕費、オイル等の消耗品費、航空保険料、航空機部品の機能検査手数料等に要する経費で

あります。 

 

桐原委員    本県は、富士山、北岳など日本の最高峰を初めとするすばらしい自然景観が望める低山まで、

数多くの山々を抱える山岳県であります。県内外から多くの登山客が訪れております。こうした

中、山岳遭難が発生した際は、県警ヘリコプターはやてによる救助活動も多いことを承知してお

ります。 

  また、全国で毎年のように発生している豪雨災害や雪害のほか、今後３０年以内にマグニチュ

ード８から９クラスの南海トラフ地震が７０％から８０％の確率で発生するという予想もされて

いるところであります。これらの自然災害が発生した際の救助活動や情報収集活動では、空陸一

体となった活動や、特にすぐれた機動力を有するヘリコプターによる活動が重要と考えます。 

  そこで、本県警察のヘリコプターはやては機体購入から何年が経過しているのか、またヘリコ

プターはどのぐらいの年数で更新されるのか、伺います。 

 

平井生活安全部参事官 現在の県警察ヘリコプター２代目はやてにつきましては、平成１５年に製造されていま

すので、令和３年１０月末で１８年７月が経過しております。また、更新時期については、製造

から２５年をめどとして運用を予定しております。 

 

桐原委員    航空機は、特に安全性が必要であります。安全な運航を行うための整備として主にどのような

ものがあるのか、また、整備期間中に出動要請があった場合はどのような対応をしているのか、

伺います。 

 

平井生活安全部参事官 点検整備の内容及び種類は、航空法第１０条を根拠とした航空局長通達及び航空機製造

者の整備基準で定められておりまして、飛行時間等に基づいた警察航空隊整備士が行う自隊整備

のほか、高段階整備として民間事業者に委託して行う機体５,０００時間または５年点検整備、エ

ンジン２,５００時間及び４,０００時間点検整備がございます。 

  自隊整備の期間は、最短で１日から最長で２カ月程度を要し、高段階整備として民間事業者に

委託して行う点検整備につきましては、機体専門業者とエンジン専門業者にそれぞれ委託を行っ
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ており、整備期間は３カ月から６カ月の長期間となります。そのため、整備期間中につきはやて

の運行が不可能なときは、県の防災ヘリあかふじへの出動要請のほか、近県の警察航空隊への援

助要求を行うなどして対応しております。 

  今後とも、適切な点検整備や、関係機関との連携による間隙のない出動により、遭難者の救出・

救助等、県民の安全確保に努めてまいります。 

 

桐原委員    県警のホームページを見ますと、この県警のヘリの山岳救助を行っている動画もアップをされ

て、大変な仕事をされているなというのを実感いたします。ぜひとも県民、また来県者の、まさ

かのときのためのヘリコプターだと思っておりますので、万全な体制で出動できるようお願いを

申し上げまして、質問を終わります。 

 

       （私立学校の振興につきまして） 

飯島委員    まず主要施策成果説明書の４５ページ、私立学校の振興についてであります。 

  建学の精神に基づき、特色ある教育をもって本県の各分野での人材輩出、育成に貢献している

県内私学や、私学へ通わせている保護者への振興策の取り組みは、今後も大変重要な課題である

と認識しております。まず、私立の小中高等学校に通う約１万人を超す児童生徒の保護者の経済

的負担を軽減するため、県はどのような支援を行ったのか、お伺いします。 

 

小林私学・科学振興課長 県では、家庭の経済状況にかかわらず、全ての児童生徒が安心して教育を受けること

ができるよう、国の事業も活用しながら、さまざまな支援策を実施しております。 

  大きく分けまして、学校への支援と保護者への支援ということになりますが、保護者への支援

といたしまして主なものを申し上げます。 

  まず高校生等に対しましては、授業料の実質無償化を図るため、年収５９０万未満の世帯に対

しまして、全日制で年額３９万６,０００円、通信制では年額２９万７,０００円の就学支援金を。

年収５９０万円以上９１０万円未満の世帯に対しましては、年額１１万８,８００円の就学支援金

を上限として助成をしております。さらに、経済的に余裕のない世帯の高校生等につきましては、

授業料以外の教育費につきまして、年額約５万円から１５万円の間で給付する奨学給付金、さら

に、入学に要する費用負担の軽減を図るため、年額５万円を給付する入学準備サポート事業給付

金などを給付しております。 

  さらに、こちらの成果説明書に記載はございませんが、義務教育である小中学校の児童生徒に

対しましても、国の実証事業であります私立小中学校授業料支援実証事業を行っておりまして、

年収４００万円未満の世帯に属する児童生徒につきまして、１人当たり１０万円を支給するなど、

経済的負担の軽減を図っているところでございます。 

 

飯島委員    さまざまな施策があるということであります。一方、これを受給している方々の意見も聞かな

ければいけないと思っています。昨年もことしも、特に新型コロナウイルス感染症の影響で経済

的に困窮した家庭に対しては、特にこの新型コロナウイルスということではどのような対応をし

たのか、お伺いしたいと思います。 

 

小林私学・科学振興課長 先ほど申し上げました通常の支援策をしっかり徹底することはもちろんでございます

が、新型コロナウイルス感染症の影響による減収などで突然家計が急変した世帯の高校生等に対

しましては、授業料負担を軽減するために、授業料減免事業費補助金によって支援を行っている

ところでございます。 

  また、授業料以外の教育費を給付します奨学給付による支援につきましては、家庭でのオンラ

イン学習に必要な通信費として１万円の追加支給を行うなど、通常の支援に加えて増額するよう

な措置を行って、支援を展開しているところでございます。 
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飯島委員    対策をしていただいていることがよくわかりましたので、安心したところでありますが、別の

機会を見てフィードバックをしてみたいと思います。 

  これから、保護者への経済的支援を十分に行き渡らせるために、昨年、県はどのように取り組

んでいるのか、お伺いします。 

 

小林私学・科学振興課長 なかなか制度が複雑で多種多様ございますので、私どもとしましても、これはいかに

保護者にお伝えするかというところが頭を悩ますところでございます。各支援制度につきまして

は、昨年度オリジナルチラシを作成したり、学校や私学団体と連携しまして積極的に広報すると

いうこと以外に、県ホームページによって広く周知を図り取り組んでおります。 

  また、これは非常に当たり前のことではございますが、日ごろ学校事務担当者とのコミュニケ

ーションをしっかり図る、あとは保護者からの相談等も、日々私どものほうに電話等で問い合わ

せがございます。こういった場合にはしっかりと丁寧に寄り添うようにお答えをするという中で、

支援が必要な世帯に十分に支援が行き届くようにということを心がけて、積極的に取り組むよう

にしております。 

 

飯島委員    おっしゃったように、施策ももちろん大事ですけど、日ごろのコミュニケーションというのは

とても大事だと思いますので、引き続きお願いしたいと思います。県議会はほぼ全員が私学振興

議員懇話会に加盟しているという現状も改めて申し上げながら、引き続き充実した取り組みを希

望したいと思います。 

 

       （女性活躍社会の実現について） 

  次に、主要施策成果説明書の６３ページ、女性活躍社会の実現についてであります。女性活躍

社会の実現に向けた重要なことの一つとして、女性が働きやすい環境を整備することが重要であ

ると思います。これが実現できれば、誰もが働きやすく、個性や能力を発揮できる社会につなが

るものと考えるからであります。 

  そこで、女性の活躍推進に取り組む企業等を認定する県独自制度の内容や、認定基準について

お伺いします。 

 

雨宮県民生活総務課長 県独自の認定制度というのは、「山梨えるみん」と申しますが、女性の活躍に関する状況

が優良な企業を国が認定する「えるぼし」とか、子育て支援に関する状況が優良な企業を国が認

定する、「くるみん」という制度がございますが、こちらの制度の取得の足がかりとするべく、女

性活躍推進に取り組む企業を認定する制度でございます。認定企業には認定証を交付するととも

に、県のホームページや新聞広告を使用しまして取り組み状況や企業名を掲載することで、広く

認定企業の周知を図っているところでございます。 

  それから、認定基準につきましては、管理職に占める女性の割合が一定水準以上であるなど５

項目ございまして、そのうち３項目以上の基準を満たしていれば認定をしております。 

 

飯島委員    そういった認定制度を設けて企業のモチベーションを上げるというのは、とても大事だと思い

ます。そこで、その企業の認定の状況についてお伺いします。 

 

雨宮県民生活総務課長 昨年度の認定数が１１事業所。今年度は１０事業所、それから創設当時の令和元年度の

１７事業所と合わせますと、合計で３８事業所となっております。認定した企業等は製造業、医

療、福祉などを初めとしました多様な業種がございまして、また従業員数等も事業所の規模もさ

まざまであり、幅広く県内の企業等を認定しております。 

 

飯島委員    １０事業者ふえて３８事業所になったということだと思いますが、認定企業の取り組みは、今

現在認定になってない企業にとっても大変参考になると思いますので、まだ認定対象となってな
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い企業に対しても周知や情報提供を行い、取り組みの拡大を図るというのはとても大事だと思い

ますが、今どのような状況なのでしょうか。 

 

雨宮県民生活総務課長 昨年度は経済団体や企業、それから行政などの関係機関で構成されますやまなし女性の

活躍推進ネットワーク会議、こちらにおきまして、認定企業に取り組み事例を発表してもらうこ

とによりまして、広く紹介をしました。 

  また、社会保険労務士を女性活躍推進アドバイザーとして企業の依頼に応じて派遣し、認定に

向けた現状把握や、今後改善すべき点などを洗い出しまして、アドバイスや認定手続の支援を行

い、県内企業への周知及び取り組みの拡大を図ってまいりました。 

  女性が働きやすい職場になるだけではなく、誰もが能力を発揮できる職場につながります。企

業側にも大きなメリットになることへの理解を通しまして、取り組みの拡大につなげていきたい

と考えております。 

 

飯島委員    昔から甲州名物「かかあ天下と空っ風」と、皆さん若いから知らないかもしれませんが、そう

いう土壌もありますので、ぜひそんな観点からも山梨県の女性の力を推進するように、これから

も御尽力いただければと思います。 
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質疑 企業局関係 

 

（地域振興事業について） 

浅川委員    公営企業会計決算書８７ページの地域振興事業についてお伺いします。 

  地域振興事業をめぐっては、ゴルフ人口の減少などによる施設利用者の逓減に加え、昭和６１

年の開業から３０年以上が経過し、施設が老朽化していること、さらには電気事業会計からの多

額の借入金の償還が残っていることなど、多くの課題を抱えており、これまでもさまざまな機会

で私を含め多くの者が指摘し、改善を求めてきたが、基本的な問題は解決されないまま今日に至

っているものと思います。最大の課題は、借入金、借金があっては、新たな投資も思い切った施

設改修もできず、現状維持が精いっぱいと思う。 

  そこで、他会計長期借入金の残額が２６億円余あると承知しているが、これはいつ借りたもの

か、また、償還計画はどうなっているのか、お伺いします。 

 

雨宮総務課長  現在未返済となっている長期借入金でございますが、いずれも電気事業会計から営業運転資金

として借り入れたもので、平成１２年度及び１７年度に借り入れた残額が約２５億円ございます。

さらに昨年度、新型コロナウイルス感染症の影響により、指定管理者から企業局への納入金を大

幅に減額したことから、新たな営業運転資金として８,９１３万８,０００円を借り入れたものが

そのまま残額として残っており、借入金の現在残高の合計は２６億２,５４３万２,０３５円とな

ります。 

  今後の償還についてでございますが、今年度及び４年度におきましては約３,７００万円、令和

５年度から８年度におきましては約４,３００万円、令和９年度以降につきましては約５,４００

万円を償還する予定としており、全ての償還が完了するのは令和５２年度を予定しております。 

 

浅川委員    私が生きているうちに返せればと思うわけでございますが、償還を完了するのが５０年後の令

和５０年度ということは、気が遠くなる話であります。その長期間、毎年度絶えることなく償還

し続けていくことは本当に実現可能なのか、疑問に感じるところでございます。今後も新型コロ

ナウイルス感染症の影響が長期化し、終息が見込まれない可能性を踏まえると、経営改善のため

の抜本的対策の検討を早急に行い、一刻も早く具体的な取り組みを実行していくことが最重要だ

と思います。 

  そこで、長期借入金の計画的償還のためにも、収益的収支の黒字化を図ることが重要となるが、

今後の運営方向についてお伺いします。 

 

雨宮総務課長  委員から御指摘をいただきましたとおり、収益的収支の黒字化を図ることが大変重要と考えて

おります。このことから、先般９月補正予算におきまして、丘の公園の収益最大化検討事業費１,

７９９万６,０００円になりますけれども、これを御承認いただきまして着手したところでござい

ます。この事業は、ウィズコロナ・ポストコロナ社会における丘の公園の収益力向上を図るため、

現状の課題を分析するとともに、それに伴う改善策や新事業の検討等を業務委託するものでござ

います。この検討結果を令和５年度から新たに開始いたします指定管理に生かすとともに、すぐ

にでも取り組み可能な改善策につきましては、指定管理者と協議の上、来年度から取り組み、収

益の向上を図ってまいりたいと考えております。 

  今後も丘の公園につきましては、指定管理者制度による運営を継続する中で、こうした資産価

値を最大化する取り組みについて、周辺の観光施設との連携強化も図りながら鋭意進めまして、

地域振興事業の黒字化の継続を図ってまいりたいと考えております。 

 

浅川委員    しっかり頑張っていただきたいと思います。大変厳しい状況にはありますが、丘の公園は八ヶ

岳南麓の観光振興の中核施設であります。単に施設の黒字にとどまらず、地域全体の観光振興発

展に寄与するような県の取り組みを期待して、質問を終わります。 
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質疑 リニア未来創造局、農政部、出納局関係 

 

（新型コロナウイルス感染拡大に伴う県産牛肉への影響について） 

猪股委員  説明資料の農の７ページ、畜産総合対策事業費に関する新型コロナウイルス感染症拡大に伴う

県産牛肉への影響について幾つか伺います。 

        まず、畜産農家への影響について伺います。私の地元甲斐市で甲州牛や甲州ワインビーフの生

産に取り組んでいる農家から、新型コロナウイルス感染症の拡大による外食やインバウンド等の

需要が減少し、幾ら流通が滞っても農家は飼育を続けているので出荷をとめるわけにはいかず経

営が逼迫しているとの話を伺いました。 

 そこで、まず県では、畜産農家への影響についてどのように把握しているのか伺います。 

 

渡邉畜産課長  畜産農家への影響が一番大きかった昨年５月の状況でございますが、高級食材であります甲州

牛はやはりホテル、レストランなどが営業自粛によりまして流通が滞っておりました。昨年と比

べまして相場も約２割下落したという状況でございます。 

 また、９割ぐらいが焼き鳥店で流通する甲州地鶏でございますけれども、甲州地鶏も毎月約２

トンの在庫を抱えていると伺っております。 

 一方、牛乳、乳製品や豚肉、鶏肉、玉子につきましては、巣ごもり需要ということでございま

して、スーパー等での売れ行きが非常に好調ということもあり、あまり影響が見られなかったと

認識してございます。現在におきましては、甲州牛も甲州地鶏も正常な流通に戻ってきていると

いうことでございます。 

 

猪股委員    次に、肉用牛農家への支援について、伺います。 

        新型コロナウイルス感染症で需要の大幅な減少などの影響があった肉用牛農家に対してどのよ

うな支援を行ったのか、その辺について伺います。 

 

渡邉畜産課長  肉用牛の農家に対しましては、まず国の制度でございます粗収益が生産値を下回った際に差額

の９割を補塡するいわゆる牛マル金という事業がございまして、そこで価格差補塡金が支払われ

ますが、令和２年度には山梨県全体で２億２,０００万円の交付がありました。県としましては、

そのマル金事業で全ての肉用牛農家が補塡対象となって補塡を受けられるように、安心して経営

を継続できるように関係機関と連携しまして、適正な事務手続の確認等を行ってまいりました。 

 また、県立八ヶ岳牧場の牛舎を新設する等で牧場の機能強化を図り、繁殖メス牛の預託とか、

子牛の生産、育成、そういうもので肉用牛農家の支援を行ってきたところでございます。 

 

猪股委員    持続型畜産に向けた対策について伺います。 

        本県の肉用牛振興の維持と発展を図っていくためには、農家の高齢化や後継者不足等の対策が

重要な課題であると認識しております。そこで県では、持続型な畜産を目指すためにどのように

取り組んでいるのか伺います。 

 

渡邉畜産課長  持続型の畜産を行うためには、やはり担い手の確保というものが非常に重要なことでございま

す。まず、畜産の後継者を確保するためには、効率化とか省力化が必要でございまして、地域ぐ

るみでその労働力の負担軽減等に取り組みます畜産クラスター協議会に対しまして必要な機械の

導入とか、施設整備に支援をしてきたところでございます。 

 また、新規就農対策としましては、就農支援センター等と連携した就農相談会の開催や国内最

大の農業情報サイトを活用した情報発信を継続して、新たな担い手の確保に努めてきているとこ

ろでございます。 

 加えまして、今年の取り組みになりますが、全国の自治体で初めてとなりますアニマルウエル

フェアの認証制度を今年も取り組んでおります。本県の独自の新しい畜産のスタイルとして打ち
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出すことによりまして、多様な担い手の確保に取り組んでいるところでございます。 

 

猪股委員    ぜひ、県には苦境に立たされている畜産農家に対して必要な対策を適切に講じていただくこと

をお願いして質問を終わります。 

 

       （ＵＩターン就職の促進について） 

乙黒副委員長  それでは、ＵＩターン就職の促進についてお伺いします。 

        先ほどは産業労働部に対しての質問ですが、今回はリニア未来創造局に対しての質問とさせて

いただきます。 

 まず、東京圏に住む若者等に対して移住を促すための施策について、詳細とその成果について

お伺いいたします。 

 

柏原二拠点居住推進課長 ただいまの質問にお答えいたします。 

        本県の移住を促進するため、やまなし暮らし支援センターでの移住相談に加えまして、２０代

から３０代を中心とした地方への移住に関心がある若者をターゲットに、東京ＦＭラジオの番組

や移住専門雑誌などを活用しまして、本県の魅力や移住した人の体験談、移住支援金等の支援制

度などの情報発信を行いました。 

 また、若者の関心が高いテレワークや仕事、子育てなどをテーマにしたセミナーやラジオ番組

と連携して本県を体験してもらう現地ツアー、移住の先輩たちと座談会を開催するなど、移住に

向けたさまざまな取り組みを行わせていただきました。こうした取り組みによりまして、令和２

年度は令和元年度と同様、２,７００人を超える移住者がございまして、そのうち２０代、３０代

の若者の割合が半数近くとなったところでございます。 

 

乙黒副委員長  大分、若者が地方に移住するという雰囲気も社会の中で醸成されてきたと思っております。た

だ、ＵＩターンの就職と言っても、もともと山梨県にいた方を戻らせるというのとは違って、や

はり山梨県の魅力といった部分をしっかりと出していかなければいけないですし、また実際に暮

らしてみてどんな雰囲気なのか、また地域に住む人々がどんな受け入れ態勢を持っているのかと

いう部分もしっかりと同じように発信をしながら、また山梨県内の皆さんにそういう受け入れ体

制という機運を高めるという部分も同じように必要だと思っております。ぜひ、そうしたことを

含めて、今後のさらなる施策の充実をお願いいたしまして質問を終わります。 

 

       （農業施策について） 

志村委員    それでは、農業施策について伺います。 

        初めに、県産農産物の輸出拡大について、令和２年度予算の審査でも質問しました中国向けブ

ドウの輸出解禁に向けた取り組みについて、どのように取り組まれたかお伺いします。 

 

石川販売・輸出支援課長 巨大市場として期待される中国本土につきましては、現在、検疫条件が設定されてい

ないため、日本産のブドウを輸出することができない状況となっております。このため、中国へ

のブドウの輸出解禁に向けまして、日中両国間における検疫条件の早期設定につきまして、政府

や農林水産省に対する要望活動を行ってきたところでございます。昨年度は、知事が６回行うな

ど積極的に実施をしております。 

 

志村委員    それから年度末に策定しました本県の輸出拡大に向けた基本的な戦略についてお伺いします。 

 

石川販売・輸出支援課長 本年３月、安定的な成長軌道の実現に向けて取り組みの方向性を明確にしました、山

梨県産果実の輸出拡大に向けた基本的な戦略を策定したところです。この戦略におきましては、

本県産果実が品質と価格が高い位置でバランスの取れた魅力的な商品であるという認知度を高め
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ることでブランド価値を向上させ、市場変化にも対応できる足腰の強い競争力を身につけ、安定

的な成長軌道を実現することを目指しております。 

 

志村委員    参考までに、戦略策定にかかった経費はお幾らですか。 

 

石川販売・輸出支援課長 戦略策定にかかる経費でございますが、昨年度、戦略会議を開催しておりまして、そ

の経費でございますが、１１万８,０００円ほどになります。 

 

志村委員    戦略の策定費用が１１万８,０００円ですか。 

 

石川販売・輸出支援課長 戦略の策定についてでございますが、これは特に業者に委託したというわけではござ

いませんので、昨年度、県で実施しております戦略的海外プロモーション事業を実施する中で、

委託事業者を通じて輸出に係る事業者とか海外の消費者等に調査をかけ、課題等が見えてまいり

ました。その課題を踏まえる形で対応策を検討した上で、先ほど申しました戦略会議の委員から

意見を伺う中で策定したものになりますので、特段戦略策定にかかる経費はかかってございませ

ん。 

 

志村委員    生産、流通、経路の三者一体となった成功モデルを、ぜひ構築をしていただきたいと思います。 

 プロモーション活動やフェアの開催等の総括と今後の展開についてお伺いします。 

 

石川販売・輸出支援課長 昨年の総括ということでございますが、昨年、新型コロナウイルス感染症の影響があ

る中におきましても、輸出先国におけるＳＮＳによる現地語での情報発信など、新たな生活様式

に適合したプロモーション活動を実施したことなども功を奏しまして、県産果実の輸出実績が初

めて１０億円を超えたところでございます。 

        消費者の行動ですとか、生活様式の変化に適切に対応しまして、効果的なプロモーション活動

が実施できたことがこの成果につながっているものと考えております。 

 今後も各国の実情を的確に把握したプロモーション活動ですとか、高付加価値商品として確実

に消費者に届ける商流の構築など、県産果実のブランド価値向上、輸出拡大に向けた取り組みを

実施してまいりたいと考えております。 

 

志村委員    次に、海外品種登録について伺います。 

        昨年度、一般質問でも取り上げましたが、県オリジナル品種の海外品種登録の昨年度の状況に

ついてお伺います。 

 

斉藤農政部参事（農業技術課長事務取扱） 本県が育成した品種は重要な知的財産であり、海外への不正流出や

栽培を防止するため、平成３０年度からブドウのブラックキング及び甲斐のくろまる、桃の夢み

ずきの合計３品種につきまして、中国及び韓国において品種登録に取り組んでいるところです。 

 平成３１年には提出した書類が両国で受理をされ、現在は本県が育成した品種と既存の品種と

の区別性についてのデータを収集するため、現地の圃場で試験用の苗木を育成している段階とな

っております。 

 中国及び韓国でこの現地試験が順調に進めば、２年から３年後には品種登録できる見込みとな

っております。 

 

志村委員    そこで、友好条約を踏まえても２０年ぐらいはたつと思いますけれども、海外での国内果実品

種の流通あるいは流出の状況について、昨年度までにどのように把握しているのでしょうか。 

 

斉藤農政部参事（農業技術課長事務取扱） 海外へ本県の育成した品種が流出する事例というのは、インターネ
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ット等を見ますとかなり多くのものがあります。ただ、真偽がはっきりしていないものが多いと

承知をしております。近年では、国が育成したシャインマスカットが中国や韓国で流出しまして、

両国で生産された果実が東南アジアの一部は、香港やタイなどへ輸出されている事例、これが比

較的有名な事例ではないかと思います。これ以外にも果樹ではサクランボの紅秀峰がオーストラ

リアで大規模に栽培されている事例やあと不知火という名前で普及している柑橘が韓国やアメリ

カなどで栽培されまして、多くの国に流通した事例がございます。 

 

志村委員    もちろん正規なルートで海外に出ているものもありまして、またビジネスでそうしたことに携

わっている方もいらっしゃるということも十分承知した上で、メディア等でも確認をしている例

えば県のジュエルマスカットですとか、あるいはオーロラ、ほろよいというようなブドウの品種

ですとか、石川県のルビーロマン、こういったものも流出が確認されているという実態もありま

す。日本一の果樹産地としてこの流出の現状に対する対応をどのように考えていくのかをお伺い

します。 

 

斉藤農政部参事（農業技術課長事務取扱） 昨年の種苗法改正に伴いまして、令和３年４月以降、本県が育成し

た登録品種全てが海外への持ち出しの制限が可能となっております。種苗法に基づくこの海外の

持ち出し禁止や先ほどお答えしました海外での品種登録に加えまして、本県ではブドウのブラッ

クキングについて、将来輸出が想定される中国、韓国、シンガポール、タイ、香港、台湾の６カ

国で商標登録を進めております。商標登録を進めますことでこれらの国での知的財産を保護する

ことにより、本県産果実のブランド化を強化していきたいと考えております。また、登録品種の

流出防止については、海外との交渉など現段階では対応が非常に困難なものも多いということも

ございますので、海外品種登録などの防止策について、引き続き国からの支援が受けられるよう

要請をしてまいりたいと考えております。 

 

志村委員    品種開発というのは農業者にとっては栽培や経営の根幹でございます。知財や権利保護の観点

からもしっかり意思表示も含めて今後も対応していただきたいと期待をしながら次の質問に入り

ます。 

 農業大学校についてお伺いしますけれども、本県の農業振興にとっても重要な農業人材の育成

における農業大学校運営の取り組み状況、昨年度の状況をお伺いします。 

 

斉藤農政部参事（農業技術課長事務取扱） 農業大学校では現在養成科５９名、専攻科８名、職業訓練農業科５

０名が学習や訓練に取り組んでいるところです。養成科では次代の経営を担う生産のスペシャリ

ストを養成することを目指しまして、現場で通用する実践的な技術や専門知識を習得するととも

に、大型特殊自動車免許など各種資格の取得に向けた実技研修を行っております。  

        専攻科では、果樹経営のスペシャリストを養成するため、ブドウや桃など落葉果樹の高度な栽

培技術と専門知識について、果樹試験場や推進農家への派遣実習により習得を図っております。 

 また、職業訓練農業科では、農業法人などへの就業に向け、校内の圃場や推進農家での実習を

中心としたカリキュラムにより、農業生産の基礎技術や流通販売についての知識の習得を目指し

訓練を行っているところでございます。 

 

志村委員    県立大学ですとか農業系の高校などと教育交流に取り組まれているとお聞きしていますけれど

も、これについてお伺いします。 

 

斉藤農政部参事（農業技術課長事務取扱） 初めに、山梨県立大学との教育交流につきましては、平成３０年度

より障害者の農作業技術研修プログラムの開発に連携して取り組んでおります。農業大学校では

障害者が対応可能な作業の選定と技術指導、また県立大学では作業の障害者への適正についての

調査解析を行っております。また、平成２０年２月に、農林高校、笛吹高校、これは当時の園芸



決算特別委員会（令和３年１１月１８日総括審査）会議録 

- 47 - 

高校になりますけれども、あと北杜高校の３校と教育交流に関する協定を締結し、農業大学校の

学生と各高校の生徒による学校紹介、意見交換、学園祭への相互訪問などの教育交流を行ってい

るところでございます。 

 さらに例年、農業大学校の職員が各高校へ出向き年間１５回程度の講義を実施するとともに、

農林高校では選択授業で生徒が年間１５日程度農業大学校の講義や履修に参加するなどの教育交

流も行っているところです。 

 

志村委員    さまざまな連携をしていただきながらすばらしい農業人材を育成していただき、そして、また

農大で学んだ後の農大生の卒業の進路、ここが重要になってくると思いますけれども、これに向

けたサポート体制は昨年度どのように行われたのでしょうか。 

 

斉藤農政部参事（農業技術課長事務取扱） 学生の卒業後の進路の選択をサポートするため、養成科１年から将

来の進路についての学生の希望や意向を把握するとともに、具体的な進路を決める２年目には、

進路希望に近い農業法人や農業団体への派遣研修を行い、就職先で必要とされる技術や知識の習

得を図っているところでございます。 

 この派遣研修では、学生が研修先の仕事内容や経営について派遣先での実習を通じ把握するこ

とができ、あわせて学生を受け入れていただいております法人等につきましては、学生の人柄や

業務への適正を把握することができるため、学生が研修先へ就職する事例も多くあります。 

        また、農業大学校では、農業法人や農業団体からの求人情報があった場合には、学生にこれを

提供し必要な場合は専任の職員が個別に指導に当たっており、さらに就職試験に向けましては、

面接や小論文などの試験対策や心理的なフォローアップを行ってサポートしているところでござ

います。 

 

志村委員    農業法人も大分ふえてきまして、また就職率もここ数年で３割近いという農大生の実績もあり

ます。農業法人や農業団体の状況をどのように農業大学校として把握しているのか伺います。 

 

斉藤農政部参事（農業技術課長事務取扱） 農業法人や農業団体からの求人に対しましては、求人側の担当者と

学校職員が面談を行い、その業務内容や雇用形態等を確認し、希望する学生に対しましては、会

社訪問などによりまして実際の現場などを見学するよう指導をしているところでございます。 

 また、本校を卒業しました学生が過去に就職しているような場合も数多くありますので、そう

いった場合、その卒業生に勤務先の職場環境を聞き取るなど情報を収集し、業務の内容や就業状

況を把握しております。 

 今後も学生の卒業後の進路選択に当たっては、農業大学校としてできる限りのサポートを行っ

てまいりたいと考えております。 

 

志村委員    農大生が卒業後の進路をどのように、将来は就農するという目的もありますけれども、どのよ

うに選択していくかというところは人生の選択でもありますので、本当にそこはしっかりとした

サポートをしていただきたいと思います。例えばＯＢ、ＯＧを迎えて農大生に経験談を語ってい

ただくとか、あるいは農大としても農業法人や関係団体の実態を定期的にしっかり訪問するなど

して十分把握する中で、進路選択のサポートをしていただきたいと思っております。 

 最後に、昨年度に創立５０周年を迎えた農業大学校、今後の学校運営のあり方をお伺いします。 

 

斉藤農政部参事（農業技術課長事務取扱） 創立５０周年を迎えました農業大学校は、来年度、令和４年度から

養成科に森林学科を新設し、校名も農林大学校へと変更になるというときを迎えております。こ

れまでも時代の変化に合わせまして農業現場でその実情に即した人材の育成を図っており、現在

はスマート農業など最新の技術の習得を進めながら現場での即戦力となる人材の育成に努めてい

るところであります。 
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 来年４月に新設される森林学科では、実習を中心としたカリキュラムを通じ、林業の現場で即

戦力となる高度な知識と技術を備え、将来、森林組合や民間の林業会社の中核を担う人材を育成

することとしております。 

 今後も時代のニーズに合わせ森林分野も含め、環境保全、ＳＤＧｓなどもカリキュラムに取り

入れ、農業、林業の現場で活躍できる人材の育成に努めてまいります。 

 

志村委員    昨年度までの課題をまた改善を図りながら今後も農業施策、また農業人材の育成にしっかりと

取り組んでいただくことを御期待申し上げまして私の質問を終わります。 

 

       （リニア中央新幹線の開業に向けた取り組みの推進について） 

向山委員    主要施策成果説明書４ページのリニア中央新幹線の開業に向けた取り組みの推進についてお伺

いをいたします。 

 この中にありますけれども、テストベッドの聖地化に向けてホームページの解説やＰＲ動画等

によるプロモーションを実施したと承知をしております。この作成費用、また閲覧数や問い合わ

せ件数はどのような成果、効果があったのかを最初にお伺いしたいと思います。 

 

安藤リニア未来創造・推進課長 令和３年３月、やまなし未来創造ポータルサイトを開設するとともに、ＪＲ山

手線などへのＰＲ動画を活用したスポットＣＭや全国紙の都内版への折り込み広告、ビジネス誌

への知事対談記事掲載など集中的なプロモーションを実施いたしました。 

 費用については、ホームページ開設が６４５万４,０００円、プロモーションが５,１６３万４,

０００円となっております。 

 また、成果としまして、１０月末までのポータルサイトの累計アクセス数が９万５,０００件を

超えるとともに、今年度から実施しました実証実験サポート事業への応募が全国から４３件に上

るなど、総合的に情報発信することができたと考えております。 

 

向山委員    金額としてもそれ相応の金額をかけてＰＲをしているということで件数がありますけれども、

これをどのように開業までの道のりの中で結びつけていくかということが大きな課題になると思

います。 

 もう１点、このリニア駅前のエリア整備のあり方の取りまとめがされたと承知しています。こ

の駅前エリア南側の具体的な利用方針は、現在は示されていないと承知をしていますけれども、

土地の取得を含めて昨年度の協議を踏まえて、今後どのように取り組みをされていくのか見解を

お伺いいたします。 

 

安藤リニア未来創造・推進課長 昨年度の検討において、リニア駅北側をメーンの交通広場と位置づけ、全ての

交通モードに対する乗りかえに対応したエリアとしました。駅南側についてはサブの交通広場と

位置づけ、新山梨環状道路を始めとする県内の恵まれた道路ネットワークを活用し、近距離、中

距離移動を行う利用者の利便性向上を図る場所といたしました。 

 それ以外の利用方針につきましては、現在、甲府市と協議をしているところでございます。今

後も甲府市とは継続的に協議を進めていき、リニア駅南側の土地の取得や利用方針について方向

性が決まった段階でお示ししていきたいと考えております。 

 

向山委員    この整備方針の中で南側については将来のポテンシャルが高いため、この計画に柔軟に対応で

きる程度の整備を整えるとありますけれども、ぜひ県と甲府市で協議をして、より良い形で住民

の皆さんの不安のないように進めていっていただければと思います。 

 

（県産農産物等の輸出拡大について） 

 そして、最後の質問に移ります。県産農産物等の輸出拡大についてお伺いいたします。 
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        昨年度、プロモーション活動やフルーツショップの設置を行っておりますけれども、個々の予

算規模や実施内容、成果などはいかがでしょうか。 

        また、現地においては、県の職員が同行していないと承知をしておりますが、本来であれば県

職員が同行して成果を確認することもできたのではないかと思いますけれども、御見解をお伺い

いたします。 

 

石川販売・輸出支援課長 まず、プロモーション活動とフルーツショップの個々の予算規模、それから実施内容

の成果ですけれども、プロモーション活動と市場調査で１,６５８万円、それからフルーツショッ

プの設置及びフルーツフェアで４２万７,０００円でございます。フルーツショップでの販売促進

活動等を実施するとともに、この販売促進活動と連携しまして、ＳＮＳを活用した情報発信を組

み合わせまして、一体的に山梨をＰＲする効果的なプロモーションを実施したところでございま

す。この取り組みが功を奏し、県産果実の輸出実績が初めて１０億円を超えたものと考えており

ます。 

 また、職員が現地に同行して成果を確認ということでございますが、当初、職員が同行いたし

まして事業の実施状況等の成果を確認する予定でございました。しかしながら、新型コロナウイ

ルス感染症の渡航制限によりまして、渡航が困難となりましたので、定期的にウエブ会議を実施

しておりまして、この場において成果を逐次確認をしていたという状況でございます。 

 

向山委員    令和元年１２月定例会において、私もこの東南アジアの部分での販売拠点ということで質問さ

せていただいた経過があります。その後、この拠点の撤退を決めて、海外の輸出戦略を練り直し

て取り組みを進めてきている状況であると理解をしていますけれども、昨年度の施策を踏まえて、

どのような戦略に基づいて輸出拡大を図っていたのか見解をお伺いして質問を終わります。 

 

石川販売・輸出支援課長 一昨年度、海外拠点を閉鎖いたしまして、昨年度、より輸出を拡大させる取り組みと

いたしまして、戦略的海外プロモーション事業を実施したところでございます。この事業の中に

おきまして、市場調査の実施ですとか輸出関係事業者のヒアリングを実施いたしまして、さらな

る輸出拡大に向けた課題と対応策を検討してきたところでございます。 

 この結果を踏まえまして、今年の３月、県産果実の輸出拡大に向けた基本的な戦略を策定いた

したところでございます。今年度につきましては、この戦略に基づきまして、持続的な輸出拡大

を実現するため、海外市場の環境変化に対応できる足腰の強い競争力の獲得に向けて取り組んで

いるところでございます。 

 

       （峡東地域の世界農業遺産登録に向けた地域の活性化に向けて） 

古屋委員    主要成果説明書１７ページの農業予算の活用による農業振興について伺いたいと思います。 

 この事業では、御案内のとおり世界農業遺産への認定手続を進めるとともに、果樹農業システ

ムの保全及び認定後の地域の活性化に向けて取り組んでいるという事業でございます。 

 そこで、世界農業遺産登録の審査がコロナ禍の蔓延の中で遅れているという話は耳にしている

わけでございますが、峡東地域の世界農業遺産の推進協議会等の取り組み状況と現状どのように

なっているのか、お伺いしたいと思います。 

 

渡邊農政総務課長 世界農業遺産の認定に向けましては、峡東３市と県、それからＪＡなど２４の関係団体で構

成します峡東地域世界農業遺産推進協議会が主体となって取り組んでおります。 

 現在までの状況でございますが、令和元年１０月８日に農林水産省を通じまして、認定機関で

あります国連の食料農業機関ＦＡＯと読みますが、こちらに申請書を提出いたしまして、令和２

年６月には、新型コロナウイルス感染症の状況を見ながら、審査員の来日が可能になり次第、現

地調査を実施するということが決まっておりますが、残念ながら現時点で審査員の来日は決まっ

ていないという状況でございます。 
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 しかしながら、協議会では現地調査においてこの峡東地域の果樹農業の重要性ですとか独自性

をアピールできるように、それから地域が一丸となって保全活動を進めていることが伝えられる

ように、現地調査に向けて万全の受け入れ態勢を進めているところでございます。 

 

古屋委員    ２点目はこういう状況の中で、果樹システムの保全及び認定地域の活性化に取り組んだという

ことでございますが、具体的にはどのような事業を展開してきたのか、お聞かせいただきたいと

思います。 

 

渡邊農政総務課長 まず、この世界農業遺産の認定への機運を高めて、認定後の保全活動への意欲向上、これを

目指しまして、専門家によります世界農業遺産セミナーを開催したところでございます。 

 また、次世代の担い手となり得る小中学生への農業遺産学習ですとか、峡東地域で小中学校に

おける果樹農業体験の実態把握をするために、農業体験の実施等の状況調査を行っております。 

 協議会の中の幹事会におきましては、認定後の地域の活性化に向けた新たな取り組みについて

も検討協議をしているところでございます。 

 

古屋委員    最後に、今後の世界農業遺産登録後の同協議会がどのように活動を実施していくのかあるいは

展開するのか、お聞きしたいと思います。 

 

渡邊農政総務課長 具体的には、この農業遺産認定基準には生物多様性の評価というのも重要な対象になってお

りますので、地域住民の皆さんにこの生物多様性の重要性を理解していただくために、果樹園の

生き物観察会などを開催いたします。また、小学生など次世代の担い手の育成につながるように、

農業遺産学習ですとか、果樹農業体験の充実化に向けた支援に取り組んでまいります。 

 また、この果樹農業の甲州式ブドウづくり、この継承を目指すワークショップの開催ですとか、

地域の活性化につなげて峡東地域へ人を呼び込むような果樹農業体験ツアーなどを実施してまい

ります。 

 さらにこれらの取り組みのほか、農業遺産の重要性や魅力、これをＰＲするため動画作成をし

たり、認定遺産を掲載して積極的に発信していくとともに、国内のほかの認定地域などとも連携

をしまして、世界農業遺産の認定効果を一層向上させるような取り組みを行ってまいりたいと考

えております。 

 

古屋委員    丁寧に御説明いただきましたが、峡東地域にとってはこの世界農業遺産が認定されることによ

って、これが起爆剤として若者の農業を振興している皆さんにとっても若者を含めて大変重要な

取り組みでございます。引き続き県の御尽力をお願い申し上げまして簡単でありますけど質問を

終わりたいと思います。 

 

       （水産業の振興について） 

藤本委員    決算報告書１６８ページの水産業振興費、農畜水産物ブランド強化事業費について伺う中で水

産業の振興について伺います。 

 水産業振興費の魚苗生産事業費は具体的にどのような事業か、またこの事業は執行残４３９万

６,０００円とありますが、執行残が生じた理由について伺います。 

 

近藤食糧花き水産課長 魚苗生産事業費でございますが、県内の水産業の振興を図るため、水産技術センターに

おきまして、アユ及びコイの稚魚、また、マス類の稚魚、成魚、発眼卵を生産して県内の漁協な

どに供給する事業でございます。 

 経費には、生産に係る人件費、餌や光熱費などの事業費、施設整備に係る費用などが含まれて

おります。 

 執行残でございますが、電気代や飼料代の削減等による事業費の減額、また臨時職員を会計年
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度任用職員へ移行したことによります報酬費の減額等が挙げられます。 

 

藤本委員    養殖業の経営が安定せずに休廃業に陥るケースが本県でも見られると。令和２年度で休廃業に

至った養殖業者の状況とその原因、また休廃業を抑制するために県が取り組んだ内容とその成果

についてお伺いします。 

 

近藤食糧花き水産課長 令和２年度は２件の養殖業者が高齢及び他者の買収により廃業をいたしました。原因で

ございますが、昨今の原料価格の高騰による飼料代の値上がりなどで小規模の経営では利益が出

にくいことなどから、後継者が見つからず廃業に至ったものでございます。 

 このため県では、高単価での販売が期待できる富士の介のようなブランド魚を開発するととも

に、飼料代の低減を図るため、低価格の植物性原料を使用した飼料開発と普及を図ることで生産

コストの低減を目指しているところでございます。 

 このような取り組みを行った結果、令和３年度、今年度におきましては、現在までに廃業した

養殖業者は出ていないということになっております。 

 

藤本委員    養殖業の経営の安定には遊漁者をふやす取り組みとともに、養殖魚業は市場を通した流通販売

が少ないことが指摘されるなど、消費者である県民が購入しにくいことと、小売店における海水

魚の販売量が著しく多い一方で、川魚は極めて少ないことが課題とされています。 

 そこで、川魚の販路拡大に向けた取り組み、どのように令和２年度は行われたのか、内容につ

いてお伺いします。 

 

近藤食糧花き水産課長 川魚の販路拡大につきましては、まずブランド魚であります富士の介におきまして、認

知度の向上を目指して東京での国際見本市でございますジャパン・インターナショナル・シーフ

ードショーへの出展。また、県内宿泊施設や飲食店への富士の介メニューの定着を目指した富士

の介フェアの開催などに取り組んでいます。 

 また、富士の介以外のイワナやヤマメなどの川魚についても認知度向上及び消費拡大を目指し

まして各種イベントへの出店を初めとしまして、加工品の開発、またふるさと納税の返礼品への

登録などさまざまな支援を行っているところでございます。 

 

藤本委員    長い目で川魚の販路拡大を進めることにより、その先には消費を拡大していくことが必要です。

そのためには、養殖魚の地産地消を促す取り組みの推進が必要だと考えますが、令和２年度はど

のように取り組んだのか、その実績とそのときに出た課題についてお伺いします。 

 

近藤食糧花き水産課長 地産地消を促進するため、県産ブランド魚であります富士の介をＰＲする富士の介フェ

アを開催したところでございまして、県内の宿泊、また飲食関係３１施設で富士の介を使用した

料理を提供し、県産食材としての定着を図ったところでございます。 

 また、食材としての県産養殖魚の魅力を紹介し、消費拡大を図ることを目的としまして、山梨

学院短期大学や県養殖業者など産官学の連携によりまして、甲斐サーモンレッドなどの県産養殖

魚を使用した料理コンテストを開催いたしました。 

 なお、販路拡大における課題といたしましては、特に大型の魚でございますけれども、年間を

通して安定的な出荷がなかなか難しいというところが課題として挙げられてございます。 

 

藤本委員    ぜひ、安定している大型の養殖魚を県民が身近に手に取ることができる機会の充実が欠かせな

いと思いますし、学校給食、また病院食でそういったものを提供するなど、ぜひ養殖魚の地産地

消を促す取り組みのさらなる充実を願います。 

 加えて、令和２年度食育における養殖魚の認知度向上や養殖業者が行う新たな販路の拡大の取

り組みの支援を県はどのように行ったのか、その取り組み内容と成果についてお伺いします。 
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近藤食糧花き水産課長 県内の子供さんたちへの食育のために、学校給食会を通じまして、学校給食に県産のニ

ジマスや富士の介を供給し、県産養殖魚のおいしさを知ってもらうとともに、養殖業者の新たな

販路につながったというところでございます。 

 また、先ほども申しましたが、山梨学院短期大学が食物栄養科の学生を対象に、甲斐サーモン

レッド等の養殖魚を活用した料理コンテストを開催し、参加した学生さんに県産養殖魚への関心

を高めてもらうとともに、新たな販路拡大につながったものと認識してございます。 

 

藤本委員    ニジマス、富士の介、甲斐サーモンという名前が挙がったのですが、本県にはヤマメやイワナ、

またアカネマスやサツキマスなど多種多様な魚種がいます。ぜひ、販路拡大への継続した取り組

みの支援を願います。これまで養殖してそのまま販売するという形態に加えて、養殖した魚を加

工して販売することで、魚の持つ価値をさらに高める漁業の６次産業化への取り組みも本県では

始まっています。 

 そこで意欲ある漁業者が漁業の６次産業化に取り組むことができるよう、県は令和２年度どの

ような支援を展開したのかお伺いします。 

 

近藤食糧花き水産課長 ６次産業化の取り組みでございますが、県内の養殖業者から魚の養殖だけではなく、加

工品の製造などにつきましてのお問い合わせ、また要望がある場合につきましては、水産技術セ

ンターが直接出向きましてアドバイスや指導を行うとともに、県の事業を紹介するなど積極的に

支援を行っているところでございます。 

 令和２年度におきましては、河口湖漁協が取り組みます河口湖産のワカサギを使った加工品の

開発につきまして、水産技術センターが助言指導を行い、結果、県内の加工販売業者さんにより

ます商品化が図られてございます。 

 

藤本委員    ぜひ、６次産業化は農業だけでなく漁業につきましても進めていっていただきたいと思います。

令和２年度における水産業の本県の生産額、富士の介の生産額は増加した一方、マスやヤマメ類

の生産額の減少により令和元年度費よりおよそ９％減の１億７００万円減少し、生産量も１５％

減で１６２トン減少しました。令和２年度、マスやヤマメ類の生産額及び生産量が減少した主な

要因について伺います。 

 

近藤食糧花き水産課長 令和２年度の本県水産業の生産量９６４トンのうち７割以上となる６８５トンがニジマ

スでございます。そのニジマスの９割近くがヤマメなどとともに県内外の釣り堀に出荷されてご

ざいます。 

        令和２年度につきましては、新型コロナウイルス感染拡大による外出の自粛などによりまして、

特に首都圏の大型釣り堀が休業をいたしました。また、地元の宿泊施設、またレストラン等に供

給している食用として出荷しているヤマメも自粛等によりまして出荷量が減った。結果、生産額、

生産量ともに減少したものと考えてございます。 

 

藤本委員    今後、今回のように予期せぬ感染症等何か不測の事態が起きたときに、また今回の教訓が生か

すことができますように、養殖業者への配慮をぜひお願いしたいと思います。 

 加えて養殖業を営む上で、魚の餌の配合や病気への対応などの技術指導の習得は欠かせないと

考えますが、水産試験場の研究員から漁業者はどのような指導を受けられる環境にあるのか伺い

ます。 

 

近藤食糧花き水産課長 漁業者の皆様への指導につきましては、水産技術センターの職員が定期的に養殖業者を

巡回し、水質測定や投薬履歴の確認など適正に養殖が行われているかどうかを確認しているとこ

ろでございます。また、魚に不調が見られたときには、直接、漁場に出向きまして病害診断等を
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行い、病気による損害を防ぐだけでなく、伝染性の疾病の蔓延防止等につなげているところでご

ざいます。 

 さらに、甲斐サーモンレッドや富士の介など品質保持のために有効な餌の配合等につきまして

も適宜指導を行うとともに、基本的な養殖方法からきめ細かな指導を行うなど積極的な支援を行

っているところでございます。 

 

藤本委員    ぜひ、漁業者が望む指導を受けられる環境のさらなる充実を願います。 

        さて、山梨農業基本計画では養殖業の振興を図るため、省略しましてその後に、新規参入希望

者を支援すると明記されています。養殖業への新規参入の方法は、既存の養殖業に従事する場合

と休廃業した施設を再利用して運営する場合が主だと聞いておりますが、令和２年度の新規参入

者の参入実態と具体的な経営内容についてお聞きします。 

 

近藤食糧花き水産課長 令和２年度に参入しましたのは１件でございます。西桂町において大手電機メーカーが

子会社を設立して新たに養殖業に参入したものでございまして、試験養殖を開始するとともに、

本年７月に養殖施設の建設を開始いたしました。この養殖施設でございますが、地下水を利用し

た閉鎖循環式の陸上養殖施設というものでございまして、令和４年８月に竣工し、９月からサー

モンの養殖を開始する予定になっております。 

 

藤本委員    加えて、令和２年度の新規参入相談の件数、事業計画の作成などの支援件数などの実績とその

ときに挙げられた課題について伺います。 

 

近藤食糧花き水産課長 令和２年度県には養殖業についての明確な意思を持った相談から軽微な相談、問い合わ

せまで１０件程度の相談がございました。ただ、具体的に事業計画の作成までに至ったケースと

いうのがございませんでした。 

 課題でございますけれども、新たに養殖を始めるに当たっては、大量の水の確保や初期投資な

どの費用が多額になることなどが挙げられてございます。 

 

藤本委員    ぜひ、相談件数それだけありますので、事業に接続できますように、引き続き県としても支援

を願います。せっかく本県で水産業に新規参入しても経営を継続してもらわなければ本県水産業

の発展は見込めません。そこで中途離職者を出さないようにどのように取り組んだのか、成果と

結果について伺います。 

 

近藤食糧花き水産課長 養殖業者が経営を継続してもらうために、水産技術センターにおきまして、高品質な種

卵や稚魚を供給するとともに定期的な巡回を行う中で、魚の飼育などの養殖技術の指導、また経

営状況についての助言、指導を行っているところでございます。 

        このような取り組みによりまして、令和３年度現在までに中途離職者、いわゆる廃業した業者

は出ていない状況になっております。 

 

藤本委員    きめ細かい指導によって出ていないということですけど、例えば農業の場合ですと、県は新規

就農者をサポートしていくためにアグリマスター制度を整備しています。漁業においても新たな

就業者を支援するため、例えばフィッシュマスター制度の創設も今後検討してもらいたいと思い

ます。そして、養殖業の振興を図るその前提には、新規参入希望者の増加が不可欠であり、その

ためには１人でも多くの方に興味を持っていただくことが欠かせません。これまで新規参入相談、

事業計画の作成などの支援件数を増加させるため、どのような取り組みを行ってきたのか、実施

状況とそのときに出た課題について伺います。 

 

近藤食糧花き水産課長 取り組みについてでございますが、県農業まつりや県民の日の行事などにおきまして、
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県の養殖漁協、また県漁連等が養殖業に関するブースを出展してございます。その中で県民の皆

様に周知を図るともに、相談対応を行っているところでございます。 

 また、忍野村にあります富士湧水の里水族館におきまして、富士の介を初め、県内の養殖魚な

どの展示紹介を行うとともに、先ほども申しました山梨学院短期大学との連携による料理コンテ

ストの開催など、多くの県民の皆様に養殖業に興味を持ってもらえるように取り組んできたつも

りでございます。 

 それぞれの課題といたしましては、さまざまな機会をもって周知やＰＲを行っているところで

ございますが、まだまだ本県養殖業について認知度は高くないという状況にあろうかと思います。

今後もさらなる周知やＰＲを積極的に行っていくことが必要であると考えております。 

 

藤本委員    密接な情報を今後も切れ目なく提供していくことを望みます。加えて、１人でも多くの方に養

殖業に興味を持っていただくには、幼少期から魚に触れ、魚を身近に感じ、興味を持ってもらう

ことも重要だと考えます。 

 そこで、令和２年度学校では教育の一環として、地域では子供たちが魚と触れ合う機会がどの

程度あったのか。また、そのときの子供たちの反応について伺います。 

 

近藤食糧花き水産課長 子供たちが魚と触れ合う機会というものの創造につきましては、県漁連を通じまして毎

年１０月に、「山梨の水産 親子釣り教室」というものを実施してございます。この中では親子が

渓流で魚に触れ合うことで魚の住みやすい環境づくり等の大切さを学んでいただくということで

行っております。 

 また、水産技術センターにおきましては、例年、県内の小学生２００人以上受け入れまして、

施設見学や校外学習を行いながら養殖業を初めとした県内の水産業について学習をし、さらに富

士湧水の里水族館におきましては、令和２年度に入って、小中学校６２校が校外授業の一環とし

て来館をしてございます。そうした中で県内に生息する淡水魚を初めとして、富士の介などの養

殖魚について学んでいるという状況でございます。 

 このようなイベントや施設見学などに参加したお子さんですけれども、直接生きた魚に触れ合

ったり、大きな魚が泳ぐところを間近で見たりというところでは非常に感動をしてございまして、

その父兄の方々からも高い評価をいただいているということでございます。 

 

藤本委員    今後もぜひ子供たちが魚を身近に感じ興味を持てるよう、魚に触れる取り組みの推進を願いま

す。 

        せっかく本県で新規漁業就業者が出てきても、既存の漁業者が漁業を離れてしまっては本県漁

業の発展はありません。既存の漁業者に対して近年発生頻度が増す台風による洪水や土砂災害を

引き起こす大雨、加えて短時間での強い雨の降る回数が増加していることなど、自然災害リスク

を抑制していく支援の強化は欠かせません。 

 そこで令和２年度自然災害のリスクを抑制していく取り組みをどのように行われたのか、具体

的な内容と成果、そして課題について伺います。 

 

近藤食糧花き水産課長 災害発生の恐れのある場合におきましては、水産技術センターが県漁連等を通じまして

事前対策の周知徹底を行っているところでございます。 

 また、このような中被害軽減を図りながら、もし万一被害が生じた場合におきましては、復旧

に向けて迅速な技術指導を行うとともに、助成に係る制度の紹介などの支援を行っているところ

でございます。なお、令和２年度におきましては台風等による漁業者への直接的な大被害はござ

いませんので、災害リスク等抑制しなければならない事案というものはございませんでした。 

 

藤本委員    台風など自然災害による理由で養殖する魚が大量に死に、漁業者が経営の継続を諦めることが

決してないよう、例えば今後、漁業経営者への非常用発電機の貸し出し、また購入支援等、自然
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災害リスクを未然に、いつあっても対応できるように抑制する対策、県として充実を願いまして

次に移ります。 

 

（畜産経営体の担い手の確保について） 

 次に、決算報告書１６２ページ、農業改良普及費、畜産振興費の就農促進総合支援事業費につい

て、どのような事業なのか、またこの事業は２,２１３万円の執行残がありますが、執行残が生じ

た理由について伺います。 

 

功刀担い手・農地対策課長 この就農促進総合支援事業につきましては、農業の多様な担い手を確保、育成する

ため、就農に向けた研修中の生活や就農直後の経営安定のための資金の交付や国内最大の農業情

報サイトを活用しました情報発信などを行っている事業でございます。 

 執行残の主なものにつきましては、農業者に資金を交付する事業につきまして、新規採択者数

を最大限見込んでいたことや農業機械等をリースする際に助成を行う事業につきまして、令和２

年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で国が臨時的な措置を設けたことによりまして本事業

の活用が低調になったということが要因になっております。 

 

藤本委員    畜産経営体の担い手の確保に関する事業により、令和２年度新たに畜産業に就農した者の実態

と課題について伺います。 

 

渡邉畜産課長  令和２年度に新たに畜産業に就農した方は、酪農で４人、肉用牛で１人、養豚で３人、採卵鶏

で２人、肉養鶏で１人の合計１１人でございます。就農した方のうち８人は畜産業を営む法人へ

の新規雇用就農でございまして、残りの３人はみずからで経営を開始しております。 

 畜産の新規就農は生き物を飼養する技術に加えまして、施設や家畜導入などの初期投資が大き

いことから、いかに負担を軽減するかが課題であると認識をしております。 

 

藤本委員    ぜひ、初期投資に係る弾力的な柔軟な県の支援を今後望みます。県内において畜産経営体の減

少が続く中、まずは本県畜産業の実態や魅力を広く普及していくことは急務です。県では畜産経

営体の担い手の確保に向けて、就農支援センターなどと連携した就農相談会や国内最大の農業情

報サイトを活用した情報発信に取り組んだと理解していますが、令和２年度実施した具体的な事

業内容と決算額について伺います。 

 

功刀担い手・農地対策課長 就農相談会につきましては、県就農支援センターと連携いたしまして、特に昨年度

からは新型コロナウイルス感染症対策といたしまして、オンラインの相談も開始しているところ

でございます。 

 この事業費につきましては、就農支援センターの補助金に含まれておりまして、この補助金の

決算額は７２３万９,０００円となっております。 

 もう一つ農業情報サイトを活用した情報発信につきましては、国内最大の情報サイトに本県の

特設ページを開設するとともに、本県での就農に興味を持つ方を対象としまして、特に県内で採

卵系の経営を行っていく法人の代表者にも御参加いただいた中で、先輩就農者とのオンラインに

よる座談会というようなものも開催しております。この事業の決算額につきましては、４５０万

円となっております。 

 

藤本委員    今後も的確な情報の発信等、出張型の相談支援体制あるいはオンライン体制の拡充により、１

人でも多くの志ある方が畜産経営に参入が進むよう、まずはインセンティブを高める施策のさら

なる充実を願います。 

 先ほども出ましたが、就農相談会、また農業情報サイトを活用した情報発信、これまで継続し

てきたと承知していますが、取り組む中で見えてきた課題、さらに課題を解決するための対策、
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事業に取り組んだ成果の状況や成果を最大化するための所見について伺います。 

 

功刀担い手・農地対策課長 就農相談会につきましては、昨年度２５１件の相談がございました。また、就農座

談会をオンラインで開催しましたが、これにつきましては８３名の参加がございました。このう

ち４名が農業大学校の職業訓練で新たなステップに今年度進んでいるということで、着実な成果

が上がっているのかと思っております。 

 また、畜産につきましては、相談件数が少ないというのが課題だと認識しております。畜産経

営に対する担い手を確保していくには、畜産の魅力をもっとＰＲして興味を持っていただく方を

ふやしていく必要があると考えております。 

 このため、今年度、今後開催する予定であります第３回目の就農座談会におきましても、畜産

業を営む法人へ就職した若い方の参加もいただき、新たに就農した人の実体験を踏まえたお話を

交える中で、畜産への関心を高めていきたいと考えております。 

 

藤本委員    畜産経営体への興味が向くよう対策の見直しや提案、畜産経営体との着実な接続など対応を引

き続き願います。 

 加えまして、畜産経営は稲作や畑作、果樹経営とは異なり、生活場所から遠い場所で営まれて

いる上、動物を相手としており就農の敷居が高いと考えられています。 

 そこで、令和２年度畜産経営を実践する農場における研修生の実態について伺います。 

 

渡邉畜産課長  令和２年度の就農実績といたしましては、地域おこし協力隊として採用され３年間養豚農場で

研修を受けた兄弟がその農場に経営を継承したところでございます。この事例のように、雇用就

農を含め農場での研修を促進することは畜産業の担い手確保にとって重要な取り組みとなってお

ります。 

 

藤本委員    県内での畜産経営をより身近に感じてもらえるよう、畜産経営を実践する農場と連携した取り

組みをさらに加速していくことが必要であると考えますが、現在、県が抱えている課題と具体的

な対策について伺います。 

 

渡邉畜産課長  畜産経営は専門性が高いことに加えまして初期投資が大きいことが新規就農の課題と認識して

ございます。今後は大規模な畜産経営ばかりではなく、小規模でも畜産物の高付加価値化を目指

すことができる、例えばアニマルウェルフェアの取り組みなど就農相談会や農業情報サイトを通

じて広く発信をするほか、就農意欲のある方に対してはそのトップランナーのもとで研修をする

場を提供するなど多様な担い手の確保に努めてまいりたいと考えております。 

 

藤本委員    本県にはかつてはありましたが、畜産の経営を学ぶ公的な機会はありません。今後、畜産経営

を学ぶことのできる公的機会の創出や県内全域で身近に感じてもらえるよう農場と連携した取り

組みを加速することを願いまして次に移ります。 

 

（安全・安心な地場産飼料の生産振興について） 

  決算報告書１６６ページ、畜産振興費の飼料対策費の中で、安全安心な地場産飼料の生産振興       

について伺います。 

  令和２年度における牛や豚、鶏などの家畜の飼料としての水田における大豆や麦、飼料用米等 

の栽培実績と課題について伺います。 

 

渡邉畜産課長  本県における令和２年度の飼料用米の作付面積は１９ヘクタールでございます。稲発酵粗飼料、

これからホールクロップサイレージと呼びますが、それは１４ヘクタールでございまして５年前

に比べて１７％ほど増加しているところでございます。飼料米の生産につきましては、南アルプ
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ス市や市川三郷町等々、耕種農家でつくっていただいていまして、あとホールクロップサイレー

ジにつきましては峡北地域の北杜市が中心で実施をしているところでございます。 

 あと、輸入に頼らない自給飼料の生産の取り組みとしまして、トウモロコシをつくっています

が、１５０ヘクタール栽培面積のうち３０ヘクタールは水田での栽培をしているということでご

ざいます。 

 課題といたしましては、飼料用米の品種選定などが挙げられております。 

 

藤本委員    ぜひ、課題を一つずつ解決していただきまして、さらなる栽培の拡大を望みます。 

 次に、令和２年度本県における家畜飼料の自給率はどの程度だったか、現状の認識と改善策に

ついて伺います。 

 

渡邉畜産課長  令和２年度の県内での飼料の自給率につきましては、推計でございますが２２.４％となってお

ります。５年前と比較しまして２.７％増加しております。県では飼料増産行動会議というものを

設置してございまして、その中で関係者といろいろな面で自給飼料の増産について推進をしてい

るところでございます。 

 

藤本委員    国は水田を活用した高品質な畜産飼料の開発と確保を進めていますが、本県では令和２年度耕

畜連携の推進にどのように取り組んだのか、取り組み内容と成果、また耕畜連携に取り組んでい

る農業者の実態と課題について伺います。 

 

渡邉畜産課長  県ではＪＡグループと連携をいたしまして、自給飼料率を向上させるために、畜産農家への飼

料米とかホールクロップサイレージの需要調査を行っております。その結果を関係課と共有しま

して、耕種農家とのマッチングに取り組んでいるところでありまして、飼料用米は全部で採卵鶏

４軒、後は酪農家６軒で７７トンが供給されたところでございます。ホールクロップサイレージ

につきましては、１０軒の酪農家と肉用牛に対しまして２８４トンの供給が行われました。 

        やはり先ほどもお話しましたが、主力であります主食用の刈り取り適期と重ならない品種の選

択というものがございまして、耕種農家と協力して実証試験等々行っているところでございます。 

 

藤本委員    令和２年度遊休地や耕作放棄地など飼料用米の作付地にどの程度転換されたのか、また今後も

転換が加速されるようどのように取り組むのか伺います。 

 

渡邉畜産課長  水田におきます飼料用米の作付面積は１９ヘクタール、ホールクロップサイレージの作付面積

は１４ヘクタールでございまして、それぞれ地域再生協議会、市町村でお持ちになっているとこ

ろと連携をしまして、耕種農家とマッチングを行う中で、５年前に比べまして飼料用米で３６％

増、ホールクロップサイレージで７５％増ということで、さらなる加速を図っていきたいと考え

ております。 

 

藤本委員    県は飼料用米や家畜の飼料の生産を県内の農業者に生産していただけるよう、どのような働き

かけを行ったのか、またその成果について伺います。 

 

渡邉畜産課長  県では畜産酪農技術センターや普及センター、あとは県畜産協会やＪＡグループで構成します

飼料増産行動会議を設置してございまして、その中で飼料用米等の安全安心な地場産飼料の確保

について検討しているところでございます。 

 具体的には優良事例の紹介、また現地調査も含めまして、耕作放棄地での放牧の推進や飼料用

米やホールクロップサイレージの推進について逐次協議をして進めてきたところでございます。 

 

藤本委員    環境保全の面でも輸入されている濃厚飼料を国内生産物で代替することで輸送時の炭素の排出
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量も大幅に削減できると考えます。本県において飼料用米の生産が拡大することによる本県の自

然環境への影響についての認識を最後に伺いまして質問を終わります。 

 

渡邉畜産課長  委員御指摘のとおり、輸入飼料に依存しない地場産飼料の生産振興というものにつきましては、

フードマイレージの観点からも非常に重要な取り組みであると考えております。今後とも関係機

関と連携を密にしながら、自給飼料の増産に努めてまいるところでございます。 

 加えまして、遊休農地及び耕作放棄地での放牧を推進する。また、アニマルウェルフェアやＳ

ＤＧｓの観点からも、持続可能な畜産を目指してまいりたいと考えております。 

  

       （戦略的海外プロモーション業務委託について） 

小越委員    時間の都合上、農政部の主要成果説明書２２ページ、説明資料６ページ、農産物輸出拡大につ

いて、戦略的海外プロモーションについて伺います。 

 香港、台湾、マレーシアのプロモーションの具体的内容を御説明ください。 

 

石川販売・輸出支援課長 まず、香港についてでございます。県産果実をＰＲする店頭での販売促進活動を３店

舗で延べ２７日間実施するとともに、現地で活動するインフルエンサーを店頭に派遣いたしまし

て、その様子をインスタグラムなどのＳＮＳで投稿することによりまして、さらなる集客促進と

臨場感ある情報発信を行ったところでございます。 

 台湾についてでございます。現地の６店舗、延べ２０日間実施した販売促進活動と連携いたし

まして、プレゼントキャンペーンとアンケート調査を実施いたしました。 

 マレーシアにつきましては、コロナの影響で店頭でのイベントの実施ができませんでしたが、

インスタグラムとフェイスブックで約９０万人のフォロワーを持つインフルエンサーを県産果実

の売り場に派遣いたしまして、ＳＮＳで情報発信を行っているところでございます。 

 

小越委員    部局審査で１,６５８万円ＡＴＯＭに委託したとありました。先ほど県の職員は行っていないと

言いましたけれども、このＡＴＯＭの１,６５８万円全てプロモーションに使ったのか具体的に幾

ら使ったのかお示しください。 

 

石川販売・輸出支援課長 プロモーションの実施ですとか市場調査を含めまして委託事業者に１,６５８万円を支

出いたしております。 

 

小越委員    ということは、ＡＴＯＭは現地に行って１,６５８万円使ったということですか。 

 

石川販売・輸出支援課長 ＡＴＯＭが現地に行って使ったというものではありません。ＡＴＯＭは自社で抱える

スタッフ等を使いまして、現地でのプロモーションですとか市場調査等をしているということで

ございます。 

 

小越委員    ＡＴＯＭは行っていないわけですよね。昨年度の常任委員会でプロモーションに９８３万円、

市場調査３９９万円、それ以外の管理費２７５万円と聞いております。インフルエンサーがフェ

イスブック、インスタグラムとありますけれども、それは今年も発信しておりますが、県庁ホー

ムページあります。昨年度は県が発信したのですか、それともＡＴＯＭが発信したのですか。 

 

石川販売・輸出支援課長 ＳＮＳの情報発信についてですが、これは県が委託している事業の中でＡＴＯＭが実

施したものでございます。 

 

小越委員    先ほどインフルエンサーを店頭に置いてとありますけども、では、インフルエンサーには幾ら

支払われたのでしょうか。 
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石川販売・輸出支援課長 委託事業の支出額の内訳までは承知しておりません。 

 

小越委員    お配りしました資料をごらんください。ＡＴＯＭの実施報告書ではプロモーションがインフル

エンサー１０人、フォロワーが全部で１２４万人います。でも投稿数は２１回、ストーリーズ含

めても５０回しかありません。インフルエンサーに幾ら払ったかわからず、費用対効果の面から

して成果があったと言えるのでしょうか。なぜインフルエンサーに支払った金額わからないので

すか。 

 

石川販売・輸出支援課長 事業につきましては、公募型企画提案方式で募集をしております。募集する際に県が

提示した限度額の中で仕様書に示す業務を行っているものでございます。経費の配分まで指定を

しているものではございません。委託先の事業者が業務を実施するに当たり、支払った金額の明

細までは把握しておりません。 

 

小越委員    そうしますと、１,６５８万円が本当に効果的に使われたかどうかわからないと思います。そこ

でお伺いします。ＡＴＯＭという会社についてお伺います。創業年月日、従業員はどのくらいで

しょうか。 

 

石川販売・輸出支援課長 ＡＴＯＭの設立年月でございますが、会社概要によりますと、２０１９年２月となっ

てございます。従業員は５名となってございます。 

 

小越委員    ２０１９年２月とわずか従業員５人ですね。このプロポーザルの業務委託の応募資格として、

類似する業務の経験や専門知識を有していること。実施に当たり支障がない体制が整えられてい

ること。支障がない経営状況にあること。提出書類には直近２期分の財務諸表とあります。創業

２０１９年２月、創業してわずか１年半、従業員５人で類似する業務の経験があったのですか。 

 

石川販売・輸出支援課長 委託事業者の選定に当たりましては、先ほども申し上げたとおり、公募型企画提案方

式により企画提案者を公募いたしました。過半を外部委員とする審査委員会におきまして、参加

資格の応募があった６者が企画提案審査会に参加いたしました。企画提案審査会におきましては、

あらかじめ企業名や提案者がわからないよう企画提案書を作成させまして、プレゼンテーション

におきましても企業名等を名乗らせないよう、公平性に十分注意した上で選定したものでござい

ます。 

 

小越委員    実績がない会社に委託したということですか。 

 

石川販売・輸出支援課長 実績も含めまして審査委員会で審査をしております。 

 

小越委員    どのような実績があったのでしょうか。 

 

石川販売・輸出支援課長 公募時に提出されました資料によりますと、会社概要には日本をアジアに向けて発信

したいための経験豊富なコンサルタントが集まり設立した法人とあります。主な事業としてデジ

タルマーケティングサービスですとか、リサーチ、プランニング事業、販売促進事業で実績があ

るということで、法人としての活動期間は短いですけれども、社員それぞれがこれまでの経験や

ノウハウを生かした事業を展開しているというところで実績を判断したということでございます。 

 

小越委員    ＡＴＯＭの会社がある東京西麻布三丁目１６―５にはＧＫＫという会社もあって、同じ住所で

すよ。マーケティングをしている会社だそうです。創業は平成２５年、そして代表取締役はＡＴ
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ＯＭと同じ方です。ＧＫＫブリッジポイントなどもオーパスの子会社です。ＡＴＯＭという会社

が、なぜ委託されたのか。ＡＴＯＭはことし６月に海外プロモーション戦略業務委託を３,６００

万円で受けています。そして、今年度も市場調査、プロモーションが委託内容に入っています。

ほぼ同じです。さらに知事政策局の地域プロモーションに５,８３２万円、昨年度３,６３０万円、

今年度９,４１８万円、創業わずか１年半、従業員５人で、わずか２年で１億円を超える委託業務、

このような委託は不適切であったと述べて終わりにします。 

 

石川販売・輸出支援課長 今年度につきましては、昨年度の取り組みを一層充実させるために、果実の魅力を伝

えるためＳＮＳを活用した動画配信ということで充実をさせております。また、新たに県産果実

を高付加価値商品といたしまして、確実に産地から消費者に届ける体制の構築に取り組むことと

いたしております。 

 委託事業者につきましては、今年度も改めまして公募型企画提案方式により選定いたしたとこ

ろでございます。 

  

       （食肉流通センターに対して食品表示法に基づく指示等について） 

飯島委員    歳入歳出決算報告書１６６ページ、農林水産業費及びこのファイルの農の７ページであります。

食肉流通センターに対して食品表示法に基づく指示等ということで述べさせていただきます。 

 食肉流通センターは県の出資法人であります。当然のこととして、センターでは出資目的に適

合した適切な業務が行われて、県としても理事会等を通じてそれについて検証をしていくという

ものと思っています。その理解で間違いないでしょうか。 

 

渡邉畜産課長  株式会社食肉流通センターにつきましては県の出資法人でございまして、県民に安全安心な食

肉を提供するという目的に向かって私自身も取締役として株主総会、取締役会にも参加するとい

う形で対応をしているとこでございます。 

 

飯島委員    ことし３月にはこの食肉流通センターにおいて、昨年８月から１１月に牛肉の産地を偽装する

ことにより県の補助金１億１,９７０万円を不正に受給したという事件が発覚しました。これにつ

いて県として処分はどのようになっているのか、お伺いします。 

 

渡邉畜産課長  学校給食に提供いたしました甲州牛に他の牛肉が混入していた事案が本年３月に発覚したとこ

ろでございます。食肉流通センターは速やかに法曹部門、消費生活部門などを委員といたします

第三者委員会を設置いたしまして、原因究明と再発防止策を検討したところでございます。 

 その後になりますが、食品表示法及び牛トレサビリティ法に抵触した旨を、県及び農林水産省

から指示及び勧告が出されたところでありまして、再発防止策を９月末までにそれぞれ報告をし

たところでございます。 

 

飯島委員    その際、センターの駒井社長は、産地偽装はあっても消費期限切れはないと言い切りました。

報告書もそれによって提出されておりますけれど、ことしの８月その中で最大２週間の消費期限

切れの牛肉があったことが発覚しました。これについて県はどのように受けとめ考えているのか

を伺います。 

 

渡邉畜産課長  食肉流通センターのＩＳＯという品質管理職員のヒアリングの中でそういう話が出たというこ

とは伺っております。そういう話が出たということの中ですぐに保健所に相談をして、峡東の保

健所には立ち入り検査をしていただきました。そのときにはかなり古い記憶の話だったものです

から、実は、事実関係は確認できていないということで、ただ、否定もできないということでご

ざいますので、保健所から適正な管理を行うよう注意票を出し対応をして、センターもまた９月

３０日までにその対策について報告をしたということを伺っております。 
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飯島委員    これに関しての健康被害はなかったのですか。 

 

渡邉畜産課長  保健所の注意票の中には、可能性があるお肉の提供先について健康被害となりそうなものにつ

いても、必ず全てヒアリングをするということになっていますが、今のところ全て確認をしたと

ころ健康被害はないと聞いております。 

 

飯島委員    これらのことは氷山の一角ではないかと。さらなる補助金の不正受給があったのではないかと、

こういう指摘する声がありますが、これについてどう思われますか。 

 

渡邉畜産課長  このほかにも何かないのかということも含めて、取締役会も含めてかなり内部調査をいたしま

したが、新たな事実はこれ以上ございませんでした。今回の事案の原因につきましては、ある職

員がその職員自体に遵法精神が欠如していたこともありますが、上司からのプレッシャーに耐え

かねてやったということもありまして、組織的なものではなく極めて個人のやってはいけない事

案ということで承知をしておりまして、再発防止策の中でもハラスメントや倫理観も含めた研修

を徹底するとか、また在庫管理で不備だった在庫管理のシステムを見直すとか、チェック体制を

強化するとか、そういうものにも今取り組んでいるところでありまして、新たな不正等々はない

中で信頼を取り戻す会社としてしっかり取り組んでいるというところでございます。 

 

飯島委員    実は、私もこの春に食肉流通センターを視察しました。その際、駒井社長あるいは渡邉畜産課

長から丁寧な対応をしていただいて、大変なストレスの中で高いスキルを持って懸命に働いてい

る職員の皆さんを見て、とても感動した印象を覚えていますが、消費期限切れの事件が起きたこ

とはまことに残念です。 

 たび重なる食肉流通センターのこのような不祥事に、先ほど課長も個人的な問題ではないかと、

おっしゃいましたが、いや、そうではなくて組織の体質に問題があるのだと。体質改善をするべ

きではないかと、こういう声が上がっています。県民の皆さんが、ちょっと言いづらいですけれ

ども、何回も裏切られたとこういう中で、そういう体質が温床としてあるのではないかと、こう

いう声がありますが、それについてはどう思いますか。 

 

渡邉畜産課長  委員がおっしゃったように、非常に専門的な高い職場ということもあって、人の固定化みたい

なものが今まであったことは事実でございます。そういう中で、上司、部下の関係がずっと長年

続くというところもあるので、これからはいろいろな職場での経験とか人事に対する部下からの

評価とか、いろいろなものも入れながら人の流れもある中で、県民に信頼されるしっかりした会

社としての人材育成をしていきたいと考えております。 

 

飯島委員    起きたことは戻りませんので、今後の取り組み、再発防止に努めて、当然その局面を承知して

おりますけれども、県は出資している以上、その責任としてこのような事件による原因究明に努

めるというのは承知しておりますけど、その原因究明は明確になったのでしょうか。 

 

渡邉畜産課長  第三者委員会で全て調べていただく中で、先ほども話しをしましたけれども、やはり法的遵守

に対する認識が欠如していた部分、あとは上司のプレッシャー等、あとは在庫管理システムが一

部不備なところもあり機能していなかったという原因がしっかり究明をされておりますので、そ

れに対した対応策について現在しっかり取り組んでいるところでございます。 

 

飯島委員    原因究明は明確になり安心した次第です。 

        では、再発防止策については確立できたのか。それともいつ以降をめどに確定するのか、お伺

いします。 
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渡邉畜産課長  再発防止策につきましては、先ほども答弁の中で、９月３０日までに国や県、あとは保健所に

向けてセンターが提出したところでございます。また、今月末、取締役会を臨時で開催すること

になりますが、その中では県民から信頼される会社となるよう経営大綱についても見直しをする

とか、さまざまな取り組みで、今、会社が生まれ変わろうということで取り組んでおりますので、

今後とも御指導をよろしくお願いできればと考えております。 

 

飯島委員    まさに課長おっしゃったように、生まれ変わるつもりで、やっていただきたいと思います。県

民の大切な食に関することで、本当に健康とか命に関係することでありますので、さらに真剣に

緊張感を持って取り組んでいただきたいことを県民の一人として、農政産業観光委員会の一人と

して強く要望して終わります。 

 

 

※認第１号  令和２年度山梨県一般会計及び各特別会計歳入歳出決算認定の件 

 

討論 

 

小越委員    令和２年度一般会計特別会計決算認定に反対の討論を行います。 

        昨年度は新型コロナウイルスに対峙した１年でした。感染拡大防止には検査の徹底をと再三提

案しましたが、山梨県では検査は発熱者や濃厚接触者に限定したままです。感染拡大とともに、

飲食店、観光業が大きな打撃を受けました。多くの県で自粛要請や売り上げ減少に対して国の政

策だけでなく県独自の支援が行われましたが、山梨県は独自の経済支援は全く行いませんでした。

コロナ対策は先手と言っていましたが、検査の拡大もせず経済保障もしないという全国でもまれ

な特別に後手の対策でした。 

 コロナ対策で財政が大変だと述べていましたが、県単のコロナ対策はないと答弁がありました。

緊急包括支援金は６１億円もの返還となり、臨時創生交付金は昨年度だけで１１０億円充当する

ことができ、結果として県財政の前年度は赤字でしたが昨年度は黒字となり、経常収支比率も改

善するなどコロナ禍で財政悪化どころか改善しているのです。 

        財政不安を前面に出し、県独自で事業所への直接支援を実施しないなど、やるべきことを放置

していた姿勢は大いに問題です。 

 コロナ対策以外でも県の不透明な支出が問題です。県有地をめぐる裁判に当たって６,６００万

円の弁護士費用が予算流用され、議会に諮らず時間給５万円の実態も確認せず、裁判所提出資料

とほぼ同じ中間報告書を６,６００万円は二重払いであり県財政に損失を与えました。監査請求が

却下されたことをもって正当であったとなぜ言えるのでしょうか。現に今、支出は違法であると

住民訴訟が行われています。県の判断のみを持って正とすることは議会としてのチェック機能を

消失させることになります。 

 また、幾つかの業務委託の経過に不透明があります。随意契約で１カ月１,８００万円のコール

センターや創業１年半で従業員５人、２件の業務委託、実績の把握もせず合わせて３,８００万円

を受けた公募型プロポーザル、委託費用の明細も把握せず成果が十分であったとは確認できませ

ん。これらの随意契約と業務委託は今年度も継続して同じ業者が委託を受けていることも大いに

疑問を感じます。県政は会社経営ではありません。県民の税金で県民の暮しと福祉の向上に責任

を負うのが自治体の役割です。税金である以上、どのような経過で委託されたのか。支出先や支

払い内容について丸投げでよいはずがありません。このような不適切な支出について認定するこ

とはできません。 

        また、決算審査に当たり資料要求の回答が再三変更され、提出も２週間後となり精査の結果、

今年度の国への返還金が５,０００万円増額になったことは、決算提出資料に当たって部局間の連

携が不十分であったことも指摘しておきます。 
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 以上です。 

 

乙黒副委員長  私は認第１号議案令和２年度山梨県一般会計及び各特別会計歳入歳出決算認定の件について、

認定することに賛成の立場から討論を行います。 

 令和２年度の決算につきましては、一般会計において歳入面では県税収入が減少した一方、新

型コロナウイルス感染症対策のための国庫補助金の増加などにより、決算額は前年度に比べ１,

２８０億円余の増加となりました。 

 歳出面では義務的経費が減少した一方、感染症対策の実施や商工業振興資金の貸付金の増加な

どにより、決算額は前年度に比べ１,１９０億円余の増加となりました。 

 この結果、実質収支は前年度に比べ８２億円余増加し１０７億円余の黒字、実質単年度収支は

８２億円余の黒字となりました。 

 まず令和２年度の最重要課題である新型コロナウイルス感染症対策については、全国と同様本

県でも感染の第２波、第３波に見舞われ多くの感染者が確認されております。これに対し国の交

付金などを積極的に活用し医療体制の充実、介護施設、中小事業者への支援等、各種施策が迅速

に実施され、特に山梨モデルとして全国から賞賛されたグリーン・ゾーン認証制度を全県で展開

したことは、首都圏にありながら感染状況の抑制に大きな成果を挙げております。 

 また、地方財政の将来に目を向けますと、感染症対策の継続的な実施に加え、高齢化に伴う社

会保障関係費の増加や頻発する大規模災害に備えた県の強靭化対策の推進など今後も財政需要は

拡大するものと見込まれます。こうした中、主要３基金については令和２年度末残高が８００億

円で、このうち財政調整基金の残高は１７２億円となっており、本県は全国２２位と中位にある

ものの大規模災害の発生や経済不況などの不測の事態により生じる財源不足への対応等のため、

今後も適切に基金残高を確保するとともに、財政状況を勘案して活用することとしております。 

 今後も厳しい財政状況が続くものと考えられますが、このような中にありましても事務事業の

不断の見直しや経費削減を図るとともに、税の収納効率向上など自主財源の確保とその重点的、

効率的な配分に努めております。執行部においては、必要な施策を議決予算の目的に沿っていず

れも適切かつ効率的に執行され、県民福祉の向上が図られているものと認められるところであり

ます。 

        一方で、訟務管理費についてさまざまな御意見がありました。執行部の説明は理解できるとと

もに、これからの裁判結果は注視する必要があるものの現時点では認定すべきと考えます。 

 また、一方で、さまざまな業務委託において総額は把握しておるものの詳細がこの場において

説明が不足されているなと感じる部分もあります。今後も議会や県民への情報発信に努めるとと

もに、多くの皆さんに納得してもらえるよう丁寧な説明をお願い申し上げます。 

 以上のようなことから、私はこの令和２年度決算につきまして認定することに賛成を申し上げ

まして賛成討論とさせていただきます。 

 

山田（一）委員長 これをもって討論を終結いたします。これより認第１号令和２年度山梨県一般会計及び各特

別会計歳入歳出決算認定の件を起立により採決いたします。本案は認定すべきものと決すること

の賛成の諸君の起立を求めます。 

 

（賛成者起立） 

 

山田（一）委員長 起立多数であります。どうぞ着席ください。よって本案は認定すべきものと決定されました。 

 

（「委員長、動議」の声あり） 

 

山田（一）委員長 動議という声がありました。 
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猪股委員    ただいま決算が認定されたわけですけれども、今回、訟務管理費のうち調査業務委託費６,６０

０万円の流用や金額の妥当性について多くの委員から質疑が行われました。また、この件に関し

て現在２件の住民監査請求及び住民訴訟が起きていることを踏まえると、県予算の執行に当たり

県民から理解を得られるよう予算執行の透明性が望まれると考えます。 

 したがいまして、当委員会として附帯決議をなすべきものと考えますので、委員長、お諮りく

ださいますようお願い申し上げます。 

 

（「賛成」の声あり） 

 

山田（一）委員長 賛成の発言がありました。ただいま猪股尚彦委員から認第１号議案に係る委員会報告書に附

帯決議を付すべきとの動議が提出され、所定の賛成者がいますので動議は成立いたします。よっ

て、直ちに本動議を議題といたします。附帯決議案を事務局に配付いたさせます。 

        これより附帯決議案について事務局に朗読していただきます。 

 

事務局     朗読いたします。附帯決議案。政策的な事業の予算執行において議決済みの予算から流用等を

行う場合、実質的な予算審議の対象とはならないが、金額の大きさや重要性に鑑みつつ、議会へ

の説明を十分に行うよう努めること。公金の支出方法や金額の妥当性について、県民からの理解

を得られるよう県民の代表である議会への説明責任を果たすこと。また調査業務委託費として弁

護士に支払われた６,６００万円の訟務管理費については、２件の住民監査請求及び住民訴訟が起

きていることを踏まえ、裁判所の法的な判断を考慮しながら予算執行のあり方等を適宜適切に見

直すこと。 

 以上でございます。 

 

山田（一）委員長 これより附帯決議案に対する各委の意見を求めます。 

 

小越委員    ２番目のセンテンスの合議の選出方法について、私も指摘しました随意契約や公募型プロポー

ザルの不透明、不適切な支出のことについてのことについてはそのとおりだと思います。しかし、

最初のセンテンス、「政策的な事業の予算執行において」ということですけれども、法用の予算審

議を対象としないということになりますと、議会の問題軽視だと思います。審議なしで流用を認

めるようなこの附帯決議には反対です。流用するのであれば補正予算で審議をし、財源構成で審

議を図るのが筋だと思います。 

 また、６,６００万円の県の調査業務委託ですけれども、予算執行のあり方が問題ではなく６,

６００万円支出そのものが不適切であり、この附帯決議には賛成することはできません。 

 

（「なし」の声あり） 

 

山田（一）委員長 討論はないものと認めます。これより採決に入ります。お諮りいたします。本案は原案のと

おり可決すべきものと決することに賛成の諸君の起立を求めます。 

 

（賛成者起立） 

 

山田（一）委員長 起立多数であります。よって、本案は原案のとおり可決すべきものと決定されました。お諮

りいたします。ただいま附帯決議が可決されましたが、その条項、字句、数字、その他の整理を

要するものにつきましては、その整理を委員長に委任願いたいと思います。これに御異議ありま

せんか。 

 

（「異議なし」の声あり） 
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※認第２号   令和２年度山梨県公営企業会計決算認定の件 

 

討 論     なし 

 

採 決     全員一致で認定すべきものと決定された。 

 

 

その他    ・委員会報告書の作成及び委員長報告については委員長に委任された。 

 

以 上   

 

決算特別委員長  山田 一功   


